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「地震再保険特別会計に関する論点整理」について 


 


 


 


地震再保険特別会計については、昨年 10 月の事業仕分けにおいて、「特


別会計の廃止（国以外の主体への移管）の検討」との評価結果が示されま


した。そして、その後の行政刷新会議において、まずは所管の財務大臣の


下で論点整理を行い、これを行政刷新会議に報告することとされました。 


これを受け、本年 1 月、財務省に「地震再保険特別会計に関する論点整


理に係るワーキンググループ」（以下「ＷＧ」という。）を設置し、論点整


理の作業を進めてきました。今般、ＷＧにおける議論について、別添のと


おり論点整理をとりまとめましたので、行政刷新会議に報告いたします。 
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 地震再保険特別会計（以下「地震特会」という。）については、昨年 10 月の事


業仕分けにおいて、「特別会計の廃止（国以外の主体への移管）の検討 －保険契


約者の安心を損なわないことを大前提に、国以外の主体への移管について、国が


政府保証等で関与することを条件に、具体的に制度設計が可能か、それによって


特別会計の廃止が可能かにつき早急に検討する」との評価結果（以下「評価結果」


という。）が示された。そして、その後の行政刷新会議において、まずは所管の財


務大臣の下で論点整理を行い、これを行政刷新会議に報告することとされた。 


これを受け、本年 1 月、財務省に「地震再保険特別会計に関する論点整理に係


るワーキンググループ」（以下「ＷＧ」という。）を設置し、論点整理の作業を進


めてきた。ＷＧにおいては、評価結果を受け、「まず、国以外の主体に移管すると


した場合の制度設計を行い、その上で、国を主体とする現行制度と比較検討して、


国以外の主体への移管の可能性を検証するといった作業手順を踏むべき」との意


見が出された。そこで、①国以外の主体に移管するとした場合において移管先と


して考えられる主体や所要の措置等、具体的な制度設計について議論を行い、②


それらの制度設計と国（地震特会）を主体とする現行制度との比較検討を行った。 


ＷＧは、計 7 回開催した。この間、未曾有の東日本大震災が発生した。ＷＧに


おいては、大震災への対応の経験も十分踏まえながら議論を行った。今般、ＷＧ


における議論について論点整理をとりまとめたので、以下のとおり報告する。 


 


 


１．国以外の主体に移管するとした場合の制度設計 
 


(1) 考えられる主体 
 


①民間法人 


地震特会の機能を国以外の主体に移管するとした場合、巨大地震発生に伴う巨額


の保険金支払いが積立金で賄いきれなければ、国が移管先に対して融資等の財政支


援を行うことになるが、これにより移管先は巨額の債務を抱え、長期にわたり債務


超過に陥ることになる。ＷＧにおいては、「民間法人にとって債務超過は経営破綻


に等しく、破綻の可能性をはらんだ制度変更は国民の安心感を大きく後退させる」、


「地震リスクは民では負えないので『官から民へ』はあり得ず、官の中で移管する


しかない」、「民に比べ官の破綻の蓋然性は低い」等の意見が出され、国以外の主体


に移管するとした場合、移管先を民間法人とすることは適当ではなく、公的法人と


するほかないとの意見で一致した。 
  


 ②公的法人 


独立行政法人等、公的法人の新設については、「行政改革の流れに反するので、


独立行政法人等の新設は現実的には困難」、「特別会計を廃止して、代わりに公的法


人を新設したのでは意味がない」等の意見が出された。また、「地震特会は保険料


を積立てるための勘定に過ぎず、独立行政法人の仕組みに馴染むか、独立行政法人


化のメリットがあるか疑問」との意見があった。更に、「移管先としては、公的法


人の新設ではなく、既存法人の活用を考えるべき」、「既存法人としては、昨年 10
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月の事業仕分けにおいて移管先候補として挙げられた日本地震再保険株式会社（以


下「地再社」という。）と損害保険契約者保護機構（以下「保護機構」という。）に


ついて検討してはどうか」との意見があった。ＷＧにおいては、国以外の主体に移


管するとした場合、移管先としては公的法人の新規設立よりも既存法人の活用（地


再社又は保護機構の公的法人化）を検討すべきとの意見で一致した。 


 


(2) 考えられる所要の措置 
  


①政府の財政措置 


評価結果においては、「国以外の主体への移管について、国が政府保証等で関与


することを条件に」検討することとされている。ＷＧでは、地震特会の機能を公的


法人に移管するとした場合に、巨大地震発生時等にいかなる政府の財政措置が必要


かについて議論を行った。 


この点については、「特別会計には一般会計から無利子で資金を繰り入れること


ができるが、国以外の主体に移管した場合でも、現行制度と同等の財政措置を講ず


ることが必要」、「巨大地震発生時の政府融資に利子が付くと、金利状況によっては


制度が破綻するので、最低限、無利子融資が確実に行われるよう制度的な手当てが


必要」との意見があった。 
 


 ②積立金の運用 


  国以外の主体に移管するとした場合、地震特会の積立金は移管先に引継がれ、


移管先において運用されることになると考えられる。移管先における積立金の運


用については、「安全かつ安定的な運用利回りが期待できる」、「移管先における新


たな体制整備も不要」として、引き続き財投預託を望む意見があったが、「国の資


金を統合運用するという財投預託の主旨に照らせば、国の外に切り出した移管先


に引き続き財投預託が認められるのかという問題がある」、「収益性については、


市場環境によっては、財投預託を行うよりも、市場で運用した方が有利な場合も


ある」との意見があった。 


  なお、積立金に関し、ＷＧにおいて、「積立金は、将来の保険金支払いに備えて


積立てておくべきものであり、いわゆる『埋蔵金』とみなされるべきものではない


ということを明確にすべき」との意見があった。 


 


２．国と国以外の主体の比較検討 
 


(1) 制度に対する安心感・信頼性 


 評価結果においては、検討の大前提として、「保険契約者の安心を損なわないこ


と」とされている。ＷＧにおいては、地震保険制度に対する安心感・信頼性の観


点から、国（地震特会）を主体とする現行制度と公的法人（地再社又は保護機構


の公的法人化）を主体とする制度設計との比較検討を行った。 
 


①国が担うべき責任 


 ＷＧにおいて、「国が当事者として再保険を直接引き受けることが国民の安心
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感・信頼性の礎である」、「政府が直接責任を負うのと、第三者の責任を保証するの


とでは決定的な差がある」等の意見が出され、国が再保険責任を直接負う方が、国


以外の主体が負う責任を国が保証するよりも、制度に対する安心感・信頼性が、よ


り確保されるとする意見が多かった。 
 


②巨額債務の負担能力、破綻の可能性 


上述のとおり、移管先は、巨大地震発生により、長期にわたり巨額の債務超過に


陥る可能性がある。国以外の主体はこの巨額債務の負担に耐えられるか、という点


が昨年 10 月の事業仕分けにおいて大きな論点となった。 


ＷＧにおいては、「公的法人にも民事再生法は適用され、また、公的法人の解散


に関する別途の法律が定められれば破産も起こり得るが、国の破産は想定されず、


たとえ公的法人でも特別会計とは信用力が全く異なる」、「政府として別途の法律を


定めず、公的法人を破産させなかったとしても、巨額の債務超過に陥れば、移管先


は市場から厳しい評価を受け、業務遂行に著しい支障が生じる」、「移管先のリスク


負担能力に懸念が生じれば、移管先への再保険によるリスク移転が認められず、元


受損保において更なる引当・積立が求められ、大きな負担増となる」等の意見が出


された。また、国による無利子融資等の財政支援について、「たとえ無利子であっ


ても、巨大地震発生により移管先が巨額の債務超過に陥る可能性があることには変


わりはなく、安心感・信頼性の問題が解消されるものではない」との意見があった。 


このようにＷＧにおいては、国以外の主体との比較において、「国を主体とする


現行制度の方が、安心感・信頼性がより確保される」とする意見が多かった。 


 


(2) 業務の効率性（制度見直しに係るメリットとコスト） 
 


 ①特別会計廃止に係るメリットとコスト 


ＷＧにおいては、「特別会計廃止は大きな制度改正となり、多大な移行コストを


伴う。制度改正によって、行政サービスの効率性・質の向上、透明性の確保、財政


的負担の軽減等の具体的メリットが実現される必要がある」、「現に今特別会計が存


在する以上、これを廃止し新たな制度に移行するメリットがあるのか検証する必要


がある」との意見が出された。そして、このような観点から地震特会を見た場合、


「特別会計改革の本来の趣旨は、無駄な事業を見直して資金の有効活用等を図ろう


とするものであるが、地震特会は、法律上、資金使途が再保険金支払い等に限定さ


れており、将来に備えて保険料を積立てていくだけの仕組みである」、「地震特会は


人員・経費等も最小限で無駄な事業もなく、廃止によるコストカット等のメリット


は見出し難い」等とする意見が多かった。 
 


 ②主体の移管に係るメリットとコスト 


 地再社の公的法人化については、「再保険業務が一元化され、制度・組織の簡素


化が図られる」との意見があった。他方、「純粋民間株式会社の公的法人化は、公


的法人新設とほとんど同じ」、「システムや人員等、地再社の体制整備に多大なコ


ストがかかる」、「現在、財務省で地震特会を担当している職員が移管先に移ると


しても、同省は引き続き地震保険制度を所管するので担当職員を置く必要があり、
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却って非効率」等、問題点を指摘する意見が多かった。 


保護機構の公的法人化については、「巨大地震により巨額債務を負担すると、保


険会社の破綻処理に係る資金調達に支障が生じ、本来のセーフティーネットとして


の機能が果たせなくなる」、「保護機構には再保険や資産運用のノウハウ・インフラ


が全くなく、その整備に多大なコストがかかる」等の問題点の指摘が多かった。 


なお、地再社や保護機構といった民間法人を公的法人化するとした場合には、「官


の焼け太り、天下りの温床になるなどの批判を招かないよう留意する必要がある」


との意見があった。 


 


(3) 東日本大震災への対応の経験を踏まえた議論 


ＷＧにおいては、議論の途上において東日本大震災が発生したことから、震災


への対応状況等について民間損害保険会社等より報告を受けるとともに、主体の


移管に係る議論のほか、震災後重要性を増してきた地震保険制度の「強靱性」や


「商品性」といった課題についても議論を行った。この点については、｢震災後、


地震保険に対する国民的関心が高まっており、制度に対する安心感・信頼性を確


保することが喫緊の課題｣、「今取り組むべきは、主体のあり方より、むしろ『強


靱性』や『商品性』といった課題ではないか｣、「政府として果たすべき責務は、


地震国日本における安心の拠り所である地震保険制度の普及であり、主体を変え


ることは国民の安心を揺るがせる恐れがある」との意見があった。 


また、今回の東日本大震災に際し、現行制度の下、概算払制度の的確な運用等


により、被災された保険契約者に対し、巨額かつ膨大な件数の保険金支払いが迅


速に行われている（平成 23 年 11 月 24 日現在、支払保険金 1兆 1,849 億円、支払


件数 72.6 万件）。この点について、ＷＧにおいて、「今回の震災対応は、『論より


証拠』として、国と民間の緊密な連携の下、国が直接関与する現行制度が有事に


的確に機能するということを実証した」との意見があった。 


 


３．総括 
 


 ＷＧにおいては、国以外の主体に移管するとした場合の移管先として、地再社又


は保護機構の公的法人化について議論を行った。加えて、今回の大震災への対応の


経験も十分踏まえながら、国と国以外の主体の比較検討を行った。議論の結果、国


以外の主体との比較において、国（地震特会）を主体とする現行制度の方が、安心


感・信頼性がより確保されるとする意見が多かった。また、業務の効率性の観点か


ら、主体の移管には多大な移行コストを伴う等、問題点の指摘が多く見られた。 


以上、「地震再保険特別会計に関する論点整理」について、ご報告申し上げる。 


 


 地震保険制度は、地震国日本における国民の安心の拠り所となっている。今後と


も、「被災者の生活の安定に寄与する」という地震保険に関する法律の趣旨・目的に


立ち返って、引き続き地震保険制度が適切に運営されることを期待したい。 
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２．開催実績 


第 1回（平成 23 年 1 月 27 日） 事業仕分けの評価結果、討議 


第 2回（平成 23 年 2 月 22 日） 業界ヒアリング、討議 


第 3回（平成 23 年 3 月 8 日）  有識者ヒアリング、討議 


  第 4 回（平成 23 年 6 月 21 日） 東日本大震災への対応状況報告、業界ヒアリング、


有識者ヒアリング、討議 


第 5回（平成 23 年 9 月 8 日）  業界ヒアリング、討議 


第 6回（平成 23 年 10 月 18 日） これまでの議論の整理、討議 


  第 7 回（平成 23 年 11 月 15 日） 論点整理、討議・取りまとめ 


                 ※ 11 月 30 日 行政刷新会議へ報告 


 


 








行政刷新会議 (第 24回 )


議 事 次 第


1.開 会              '
2.「提言型政策仕分け」結果の平成24年度予算案への反映状況等について


3.特別会計改革について


①地震再保険特別会計について


②特別会計改革工程表について


4.独立行政法人改革について
5。 その他


6_閉 会


資料1-1 提言型政策仕分けの提言等と24年度予算における対応 (概要版)
資料1-2 提言型政策仕分けの提言と24年度予算における対応
資料1-3 行政事業レビューの検証結果と24年度予算における対応
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資料1-5 提言型政策仕分けにおける評価結果への対応状況等について (厚生労働


省提出資料)


資料2   提言型政策仕分けのフォローアップの進め方 (案)
資料3-1 特別会計改革の基本方針 (工程表)について
資料3-2 特別会計改革の基本方針
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提言型政策仕分けの提言等と24年度予算における対応
（概要版）


資料１－１


平成24年1月
財務省主計局







提言のポイント


○ 医療においては、リスクや勤務時間に応
じて報酬配分を大胆に見直す。診療報酬本
体は、据え置き6名、抑制3名との意見。


○ 年金においては、将来も持続可能な年金
制度とするために、まずは24年度から特例
水準を解消していくべき。


○ 生活保護においては、その急増の要因が、
医療扶助であることから、真に必要な方へ
の医療水準を維持しつつ、あらゆる方法で
適正化に取り組むべき。


24年度予算への反映


○ 診療報酬本体の引上げを+1.38%（5500
億円程度）行うこととし（ネット+0.00%）、
これを救急、産科、小児、外科等の急性期
医療、地域生活を支える在宅医療の充実等
に重点配分することを大臣合意。


○ 年金の特例水準は、24年度から3年間で解
消。24年度は10月から実施し、▲0.9%分を
解消（対前年度▲238億円（厚生労働省所管の年金


国庫負担予算。基礎年金国庫負担36.5％ベース））。


○ 生活保護受給者の医療扶助に対して、①
後発医薬品の利用促進を強化するとともに、
②電子レセプトを活用した医療機関に対す
る指導強化等を実施（効果額▲124億円）。


社会保障


提言型政策仕分けの提言等と24年度予算における対応


 提言型政策仕分けの提言等を平成24年度予算においても最大限反映することで、歳
出の見直しを徹底。


□ 提言型政策仕分けの提言への対応の主な例


１







提言のポイント


○ 高速増殖炉の研究開発について、もん
じゅを用いた研究開発の存続の是非を含め、
従来の体制・計画を抜本的に見直し、再検
証。


○ 再生可能エネルギー利用等の促進方策に
関して、重複排除、優先順位付け等の調整
を行う仕組みを構築すべき。


24年度予算への反映


○ 高速増殖炉サイクル研究開発費を縮減
（対前年度▲102億円（▲25%））。


○ 特にもんじゅについては、対応調整費の
計上を見送り（対要求▲22億円）、維持管
理費も減額（対要求▲18億円）。


○ 重複していると例示された3省7事業の予
算を縮減（対要求▲193億円）。


原子力・エネルギー等


教育（大学）


提言のポイント


○ 大学の自律的改革の促進、法科大学院の
抜本的見直し、大学改革全体に向けての国
の明確なビジョン作りや運営費交付金等の
算定基準の見直し。


24年度予算への反映


○ 国立大学法人運営費交付金を縮減（対前
年度▲161億円）する一方、「国立大学改
革強化推進事業」（138億円）を創設。


○ 私立法科大学院に対する補助を1割程度減
額（対前年度▲4億円）。


２







事業名・指摘内容のポイント


紙台帳とコンピュータ記録との突合せ


○ 23年度予算で要求額から▲16％削減した
が、処理コストが高い拠点が未だ残って
いるなど、対応が十分に行われていない。


ビジット・ジャパン事業/ Fly to Japan!事業


○ ビジット・ジャパン事業は、過去の事業
仕分けで効果測定が十分に行われていな
いとの指摘があったことから、まず効果
測定の信頼性を担保すべき。また、在外
公館との連携も図るべき。


○ MICE（国際会議等のビジネスイベントの
総称）についても、過去の事業仕分けに
おける予算計上見送りとの意見等を踏ま
え適切に対応すべき。


○ Fly to Japan!事業は、ビジット・ジャパ
ン事業と同様であるから、その仕分け結
果を踏まえ、適切に対応すべき。


24年度予算への反映


○ １件当たりの処理コストの高い拠点との契約
を打ち切ることにより、24年度予算を削減する
が、「25年度までに全件突合せを完了」との目
標を達成できる体制は確保。


○ ビジット・ジャパン事業は、消費者向けプロ
モーションの効果が統計的に上がっていない市
場について取り止めるなど、広告宣伝のあり方
を見直し、広告宣伝費を大幅に絞込み。


○ Fly to Japan!事業 / MICE誘致については、
予算計上せず。


○ 一方、ビジット・ジャパン事業において、地
方連携事業の拡大、在外公館等のイベント出展
等と連携する事業の拡大、国内宿泊施設と連携
し安全・安心メッセージを発信する事業の創設
など、関係者との連携により効果を上げる事業
を拡充。


□ 行政事業レビューの検証結果への対応の主な例


（参考）平成24年度予算においては、上記の例も含め、他の歳出削減努力とあわせて、概算要求から追
加的に0.3兆円程度（一般会計ベース）の歳出を削減。
なお、提言型政策仕分けは、提言の内容が様々であり予算への反映の形も様々であること、また、


政策単位での予算措置の増減は提言以外の観点も含め総合的に見直した結果も含まれることから、
提言の反映額のみを区分して削減額を示すことは困難。 ３
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政策名等 府省名 提  言（とりまとめ） 24 年度予算における対応 


原
子
力
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
等 


原子力関係研


究開発 


文科省 


経産省 


○ JAEA（日本原子力研究開発機構）の共通業務費・人件費・管理費の削減・合


理化、保養施設、広報施設、利用度（稼働率）の低い研究施設の必要性の厳格


な精査を行うとともに、運営費交付金の積算内訳や積算根拠、前年度の執行額


を明示し、多額の予算を執行していることの説明責任を果たすべき。 


○ JAEA の退職者の再就職先との随意契約問題について、透明性・公正性・競争


性確保の観点からの更なる見直し及びJAEAを含む研究開発を担っている独立行


政法人のガバナンスの抜本的な見直しを行うべき。 


○ 提言を踏まえ、各種研究開発費や共通業務費等について大幅な削減合理化を


図り JAEA 向け支出を減額（24 年度概算要求額 2,011 億円から▲313 億円。対前


年度▲117 億円）。 


○ 高速増殖炉の技術開発については、来年夏頃に「革新的エネルギー・環境戦


略」で決定される予定であるが、その検討に当たっては、現在の JAEA による「も


んじゅ」を用いた高速増殖炉の研究開発の存続の是非を含め、従来の体制・計


画を抜本的に見直し、再検証を行い、国民の徹底した納得を得られる結論を得


るべき。 


○ 平成 24 年度の予算編成については、高速増殖炉「もんじゅ」を含む原子力関


係の研究開発予算について、3 月 11 日に発生した福島第一原発の事故の状況等


をよく勘案し、国民の納得を得られるよう更なる事業の絞り込み・合理化を図


る。その際、事故対策・安全対策に重点化を行うべき。 


○ 24 年度予算の「もんじゅ」の予算については、来年度中の出力試験再開を前


提とする調整費 22 億円の予算は計上を見送るべき。なお、維持管理経費につい


ても、真に維持管理に必要な経費に更なる削減合理化を図るべき。 


○ ITER 計画については、国際交渉を進めることにより、日本の負担を圧縮する


など、膨張する負担について、更なる削減、合理化の努力を図るべき。 


○ 提言を踏まえ、『もんじゅ』対応調整費は計上しない（24 年度概算要求から▲


22 億円）。また、維持管理経費ついても減額（24 年度概算要求から▲18 億円）。


 （参考）もんじゅを含む高速増殖炉サイクル研究開発予算については、342 億円


の概算要求に対して 300 億円の措置（▲42 億円。前年度 402 億円から▲


102 億円。） 


○ 発電用新型炉等技術開発委託費については、更なる事業の絞り込みを行い最


低限の額に圧縮（24 年度概算要求から▲1億円）。 


○ ITER（国際熱核融合実験炉）補助金については、国際交渉を進めることによ


り、日本の負担を圧縮するなど膨張する負担を削減（24 年度概算要求から▲175


億円）。 


原子力発電所


の立地対策等 


経産省 


文科省 


○ 周辺地域整備資金については、着工済みの 3 基分に限定するなど、同資金を


取り崩し、資金規模の縮減を検討すべき。 


○ 電源立地地域対策交付金については、福島第一原発の事故や今後の原発建設


の遅延という状況を踏まえ、必要性を精査するとともに、事故対策や防災・安


全対策を拡充する仕組みを検討すべき。その際、立地を受け入れた自治体にと


っての使い勝手の良さに対しても配慮することが必要。 


○ 自治体毎に積み立てている周辺地域整備資金について、取り崩しを行い、資


金規模を縮減。 


 （参考）周辺地域整備資金の取り崩しについて 


   平成 23 年度当初    1,247 億円 


   平成 23 年度一次補正  500 億円取り崩し（1,247 億円→747 億円） 


   平成 24 年度当初    仕分けの指摘を踏まえ 49 億円取り崩し 


○ 最終処分積立金、再処理積立金については、最終処分・再処理等の目的に真


に合致する事業のために適切に管理・使用すべき。また、積立金の適正な運用


を図るとともに、取り崩した積立金の使途は、真に効果のあるものに限定する


とともに、情報開示を徹底すべき。 


○ 最終処分に関する NUMO（原子力発電環境整備機構）の広報事業や、地層処分


実規模設備整備事業については、最終処分場の選定・立地実現に真につながる


ものとなるよう抜本的に見直しを行うべき。 


※ 最終処分積立金、再処理積立金、原子力発電環境整備機構の事業費には国費


は投入されていない 
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政策名等 府省名 提  言（とりまとめ） 24 年度予算における対応 


原
子
力
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
等 


省エネルギー、


再生可能エネ


ルギー利用等


の促進方策 


経産省 


国交省 


環境省 


○ 省エネ、再生可能エネルギーの利用、低炭素化促進のための施策については、


概算要求前に、関係省庁の事業について、事前の効果測定、重複排除、優先順


位付け等の調整を行う仕組みを構築すべき。 


○ 関係省庁の事業の効果測定等に当たっては、環境省がリーダーシップをとっ


て積極的に情報提供等に努めることを求めたい。 


○ 省エネ、再生可能エネルギー関連設備等の導入・普及施策について、省エネ


規制等の規制を基本に考えるべき。 


○ 補助については、規制との有機的連携を図り、補助期間の限定、高額補助の


排除を徹底すべき。 


○ 重複していると思われる事業として例示された以下の事業につき、重複排除


の観点等から削減。 


 


〔住宅関係〕支援の目的や対象、手法について重複を排除。 


・＜経産省＞住宅・建築物ネット・ゼロ・エネルギー化推進事業（要求 140 億円）


（▲70 億円） 


・＜国交省＞ゼロ・エネルギー住宅等推進事業（要求 50 億円）（▲27 億円） 


・＜環境省＞節電リフォーム推進エコポイント事業(要求 44.5 億円) 


（皆減（▲44.5 億円）） 


〔地熱調査〕補助の前提となる規制緩和の進捗について関係各省で検討。また、


開発可能性のより高い（効果、優先順位が高い）地域に重点化することで、予


算規模を圧縮。 


・＜経産省＞地熱資源開発促進調査事業（要求 102.5 億円）（▲12 億円） 


・＜環境省＞自然共生型地熱開発のための掘削補助事業(要求 12.5 億円)（▲10


億円） 


〔競争的資金・公募提案型研究〕課題選択を見直し。成果管理を徹底。 


・＜経産省＞戦略的省エネルギー技術革新プログラム（要求 120 億円（▲18 億円）


・＜環境省＞地球温暖化対策技術開発等事業(競争的資金) (要求 72 億円)（▲12


億円） 


教
育
（
大
学
） 


大学改革の方


向性のあり方 
文科省 


○ 大学の国際通用力の向上の在り方については、「教育分野」における向上など


その具体的な達成目標と達成時期並びにその評価基準について明確化を図る。


まずは各大学による自己改革によってその実現を図る。 
○ 国立大学法人運営費交付金を削減(24 年度概算要求額 11,727 億円から▲361


億円。対前年度▲161 億円)。 


○ 私学助成（うち私立大学等経常費補助金）を削減(24 年度概算要求額 3,300


億円から▲112 億円。対前年度▲22 億円)。 


※ 他方、大学改革を促進させるために、「国立大学改革強化推進事業」（138


億円）、「私立大学教育研究活性化設備整備事業」（31 億円）を創設。このほか、


国公私の設置形態を超えた大学間連携も視野に大学の垣根を超えた「大学間


連携共同教育推進事業」（30 億円）を創設。 


○ 国立大学法人運営費交付金の積算において、第三者評価（第 1 期中期目標期


間の評価結果）を反映（運営費交付金の内数 30 億円） 


○ 成果（実績）の表れていない法科大学院があることを勘案し、私立法科大学


院に対する補助の 1 割程度を減額（対前年度▲4億円）。 


○ 教育の質の確保と安定的な経営の確保に資するため、大学の教育の内容、例


えば、生涯教育の拡充などへの転換を含む自律的な改革を促すとともに、寄付


金税制の拡充等自主的な財源の安定に向けた取組を促す仕組みを整備する。 


○ 法科大学院の需給のミスマッチの問題については、定員の適正化を計画的に


進めとともに、産業界・経済界との連携も取りながら、法科大学院制度の在り


方そのものを抜本的に見直すことを検討する。 


○ 国は大学教育において如何なる人材を育成するかといったビジョン及びその


達成の時期を明示した上で、その実現のため第三者による評価などの外部性の


強化に加え、運営費交付金などの算定基準の見直しなどの政策的誘導を図る。


加えて政策評価の仕組みの改善を図る。 
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政策名等 府省名 提  言（とりまとめ） 24 年度予算における対応 


科
学
技
術
（
研
究
開
発
） 


研究開発のあ


り方・実施方法 


内閣府 


文科省 


○ 科学技術予算のあり方については、成長への寄与度などイノベーションに関


する指標に重点を置いた検証可能な成果目標を設定したうえで、所管官庁から


独立した厳格な外部評価を行うべきである。そのためにも総合科学技術会議か


ら科学技術イノベーション戦略本部への改組に当たっては、構成員及び事務局


体制の全面的な見直し、あわせて、事業の優先付けを含めた各省横断的な総合


調整機能の強化を図る。なお、独立行政法人による研究開発については、種々


問題点が指摘されているところであり、事業の透明性を図るためにも、ガバナ


ンスの強化を図る。 


※ 「科学技術イノベーション政策推進のための有識者研究会」や行政刷新会議


の「独立行政法人改革に関する分科会」の結論等を踏まえ、所要の措置が行わ


れる見込み） 


中
小
企
業 


経営支援、商店


街活性化支援


策 


経産省 


○ 中小企業に対する支援は大事だが、今回の施策に関しては、効果が見えない


うえに、効果を測る指標自体が非常に曖昧。中小企業の自助努力や技術の強化


を進めていくことは全体的な方向性として良いが、国の役割とは何なのかとい


うことをはっきりと定めた上で、具体的な施策を行っていくべき。 


○ 提言を受け、以下の事業については、事業ごとに具体的な成果指標及び成果


目標を定めるとともに、より目標達成に資する案件に予算を集中することとし、


予算要求を縮減。 


・地域商業再生事業（要望 20 億円）（▲5億円） 


・中小商業活力向上事業（要求 20 億円）（▲2億円） 


・新事業活動促進支援補助金（要求 22 億円）（▲2億円） 


・戦略的基盤技術高度化支援事業（要求 133 億円）（▲1億円） 


公
共
事
業 


中長期的な公


共事業のあり


方 


国交省 


○ 公共事業について、現状では持続可能性がない。新規投資は厳しく抑制して


いき、選択と集中の考え方をより厳格に進めるべき。また、民間資金の一層の


活用を図るべき。この前提として、公共投資の全体像について一層の説明責任


を果たすべき。 ○ 24 年度予算案における新規事業については、後年度負担の観点等を踏まえつ


つ、「選択と集中」の考え方により対応。 


○ 既存ストックの維持管理・更新については、民間資金の一層の活用を図ると


ともに、重点化や長寿命化を図りつつ、見通しを立てた計画的な更新を行うべ


き。 


災害に強い国


土づくり 
国交省 


○ 防災の取組は、なお不十分である。国は自治体への「技術的な支援」を一層


強化するべき。また、国と自治体との検討の場を設けるなど、相互連携を進め


る中で、既存施策にとらわれない新たなソフト施策を検討していくべき。 


○ 治水事業や海岸事業については、ソフト対策として「津波防災地域づくり法」


に基づく津波浸水想定のための基礎調査への支援や、深層崩壊発生の危険性が


高い地域における斜面崩壊検知センサーの設置等の取組を実施。 


○ 港湾整備事業については、事業効果や「選択と集中」との整合性等を検証し、


新規直轄事業を３箇所に絞り込んだ。 
○ （災害に強い国土づくりの議論にあっても、港湾事業については、）平時にお


ける事業効果や、「選択と集中」の考え方を踏まえて取り組むべき。 
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政策名等 府省名 提  言（とりまとめ） 24 年度予算における対応 


農 
 


業 


地域での政策


推進体制 
農水省 


○ 現在の実情に即したものとなるよう、事業・制度を見直すべき。 


○ 協同農業普及事業交付金（要求 30 億円）について、指摘に沿った方向で制度


見直しを引き続き検討。24 年度予算は指導員の積算単価の見直しを予算に反映


（▲3億円）。 


○ 農地制度実施円滑化事業費補助金（要求 25 億円）について、指摘に沿った方


向で農地制度の相談活動等の積算を見直し予算に反映（▲3億円）。 


○ 体制整備ではなく、農家・事業者への直接的な支援へ重点化すべき。 


○ 6 次産業化総合推進対策（要求 20 億円）について、指摘に沿って、各県のサ


ポートセンターに常置している「6次産業化プランナー」は、農林漁業者等の求


めに応じて個別相談等を実施する場合に、その都度経費を支出する方法に改め、


予算規模を縮小（▲6億円）。 


○ 地域における産学連携支援事業（要求 1.6 億円）について、指摘に沿った方


向で産学連携の取組に重点化（▲0.3 億円）。 


官民の役割分


担 
農水省 ○ 国の負担割合はできる限り減らし、民間事業者の経営努力を促すべき。 


○ 飼料穀物備蓄対策事業（要求 25 億円）について、昨年の指摘どおりの予算額


とする（▲12 億円）。 


 ※ 23 年度の事業仕分けにおいては、23 年度要求額について「予算要求の縮減


（半額）」との評価結果が示され、要求額 28 億円に対して 14 億円のみ措置。 


環境保全への


支援 
農水省 ○ 環境保全の支援は目的に沿った簡素な制度とすべき。 


○ 酪農環境負荷軽減支援事業（要求 63 億円）について、指摘に沿った方向で制


度見直しを引き続き検討。24 年度予算は事務費を縮小（▲1億円）。 


○ 環境保全型農業直接支援対策（要求 34 億円）について、指摘に沿った方向で


制度見直しを引き続き検討。24 年度の拡充要求は認めない（▲7億円）。 


外
交
（
在
外
公
館
） 


外交戦略にお


ける在外公館


の役割 


外務省 


○ 本省への情報伝達など従来の仕事の手法について合理化・効率化を図るべき。


○ 外交上の戦略や領事業務の所要に基づき、合理化・効率化を図りながら、在


外公館、人員の配置など実施体制について、今後も適切な見直しを行うこと等


により予算要求（480 億円）から削減（▲13 億円程度）。 


○ 広報文化センター維持運営費については、予算要求（4.0 億円）から削減（▲


0.3 億円）。あわせて実施事業の内容を見直す。今後、契約更新のタイミングで、


同センターの賃借料引下げ、広さ縮小、移転、閉鎖、配置転換を検討。 


○ 国際機関選挙での支持獲得などの外交戦略を踏まえ、優先順位をつけて計画


的に配置を進めるべき。 


○ コンパクト化や領事館からリエゾンオフィス(出張駐在官事務所)の活用を進


めるべき。 


○ 在留邦人数、輸出入額、ビザの発給件数等の指標に基づき設置数・実施体制


を見直すべき。 


○ 在外公館の業務の一部について独立行政法人や民間法人等にアウトソーシン


グ化を進めるべき。 


○ 「広報文化センター」について（独）国際交流基金「日本文化センター」と


の業務を整理した上で、配置・内容の見直しを進めるべき。 
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政策名等 府省名 提  言（とりまとめ） 24 年度予算における対応 


情
報
通
信 


電波行政のあ


り方（新たな周


波数の割当て


等） 


総務省 
○ 第 3.9 世代携帯電話から導入すべき。 


○ オークション収入は一般財源とすべき。 


※ 提言を踏まえ、総務省において早期導入に向け電波法改正法案を提出予定（別


途、資料 1-4）。 


電波利用料の


活用 
総務省 ○ 将来的な一般財源化を含め、使途を拡大する方向で検討すべき。 ※ 提言を踏まえ、総務省において検討会を立上げ予定（別途、資料 1-4）。 


地
方
財
政 


地域主権型の


地方税財政の


あり方 


総務省 


○ 国への依存・国による支配から脱却し、地方の一層の自立を可能とするよう


な仕組みにすべき。 


○ 地方財政計画の合理化・適正化の更なる推進。 


○ 地方税における課税自主権を充実・強化し、課税自主権の発揮できる地方税


目を充実させるべき。また、国の付加税からの分離を検討すべき。 


○ 地方財政計画の抜本的見直しを進めつつ、地方交付税算定の簡素化・透明化


等の見直しを進めるべき。さらに、国が関与しない財政調整の仕組みを検討す


べき。 


社
会
保
障 


医療サービス


の機能強化と


効率化・重点化 


厚労省 


○ 国民・地域のニーズを具体的に把握して、診療報酬の改定を行うべき。その


中で、勤務医と開業医、また診療科目間について、リスクや勤務時間に応じて


報酬配分を大胆に見直す。また、医師不足改善のため、勤務医と開業医とのア


ンバランスや地域別・診療科別の医師不足の状況を踏まえて、メリハリの利い


た診療報酬改定を早急に行うべき。 


○ また、医療サービスの価格全体の前提となる診療報酬本体（医師の人件費等）


については、「据え置く」6 名、「抑制」3名という意見があったことを重く受け


止めて対応されたい。 


○ 12 月 21 日、財務・厚労大臣合意。 


・診療報酬本体＋1.38％、薬価等▲1.38％、ネット＋0.00％ 


○  診療報酬本体の引上げによる 5,500 億円程度の財源は、以下の３項目に重点


配分。 


 ・ 救急、産科、小児、外科等の急性期医療に従事する病院勤務医等の負担軽


減・処遇改善 


 ・ 地域生活を支える在宅医療の充実 


 ・ がん治療などの高度な医療技術の評価。 


○ 最終的な診療報酬点数や、加算に当たっての条件等については、今後、厚労


省において審議・決定される予定。 


後発医薬品の


使用促進など


薬の有効な使


用策 


厚労省 


○ 先発品の薬価は後発医薬品(ジェネリック)の薬価を目指して大幅に引き下


げ、医療費の支出と国民の負担を最小限にすべき。併せて、先発品薬価と後発


品薬価の差額の一部を自己負担とすることについて検討すべき。後発医薬品の


推進のロードマップを作成し、行政刷新会議に報告すること。  


○ ビタミン剤など市販品類似薬については、自己負担割合の引き上げを試行す


るべき。さらに、一部医療保険の対象から外すことについても検討すること。


○ 長期収載品(後発医薬品のある先発品)等の薬価について▲0.9％程度（医療費


ベースで約 250 億円）引き下げるとともに、長期収載品の薬価の在り方につい


て検討。 


○ ビタミン剤の医療保険制度上の取扱いについて、治療のために真に必要な場


合を除き、単なる栄養補給の目的での使用については保険上の算定から除外。


○  後発医薬品の推進のため、厚生労働省において、新たなロードマップを作成


する予定。 
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政策名等 府省名 提  言（とりまとめ） 24 年度予算における対応 


社
会
保
障 


介護サービス


の機能強化と


効率化・重点化 


厚労省 


○ 現役並みの所得がある者については、負担割合を見直すべき。あわせて、65


歳以上の低所得者に対する保険料軽減策を強化すべき。また、軽度の対象者に


対する生活支援については、自立を促す観点で保険給付のあり方を見直すべき。


基本的には、施設中心から在宅介護中心に移行すべき。 


○ 介護職員の処遇改善については、一時的な交付金よりも、介護報酬の中で対


応すべき。あわせて、事業者の内部留保がある場合にはその活用を行うべき。


○ サラリーマン（40～64 歳）の介護保険料については、世代内の公平な支え合


いの観点から、所得に応じた拠出（総報酬割）を医療保険と同様にまずは一部


導入すべき。 さらに今後、高齢者の介護保険料を軽減し、所得に応じた拠出


（総報酬割）を全部導入することについて検討すべき。 


○ 12 月 21 日、財務・厚労大臣合意。 


○ 全体改定率＋1.2％ （在宅＋1.0％、施設＋0.2％） 


○ 介護職員の処遇改善の確保、物価の下落傾向、介護事業者の経営状況、地域


包括ケアの推進といった点を踏まえ、決定。 


○ 報酬改定に当たり、以下の点を踏まえる。 


・ 介護サービス提供の効率化・重点化と機能強化を図る観点から、各サービ


ス間の効果的な配分を行い、施設から在宅介護への移行を図る。 


・ 介護予防・重度化予防については、真に利用者の自立を支援するものとな


っているかという観点から、効率化・重点化する方向で見直しを行う。 


・ 介護職員の処遇改善については、これを確実に行うため、これまで講じて


きた処遇改善の措置と同様の措置を講ずることを要件として、事業者が人件


費に充当するための加算を行うなど、必要な対応を講じる。 


年金制度（安定


的な年金財政


運営等） 


厚労省 


○ 現役世代を含む次世代に負担を先送りせず、将来も持続可能な年金制度とす


るためには、まずは年金の特例水準を来年度から速やかに解消していくべき。


○ 年金財政計算のあり方については、社会保障審議会年金部会の検討スケジュ


ールを明確化し、改革のロードマップについて行政刷新会議にも報告すること。


○ なお、一体改革成案に沿って、低所得者の年金の拡充も行うべき。 


○ 年金の特例水準（23 年度 2.5％）は 3年間で解消する。 


○ 24 年度は 10 月（12 月支払分）から実施し、▲0.9％分を解消。対前年度▲238


億円（厚生労働省所管の年金国庫負担予算。基礎年金国庫負担 36.5％ベース）。 


生活保護の見


直し（生活保護


医療の見直し


等） 


厚労省 


○ 生活保護基準(支給額)については、自立の助長の観点を踏まえ、基礎年金や


最低賃金とのバランスを考慮し、就労インセンティブを削がない水準とすべき。


社会保障審議会生活保護基準部会においては、こうした方針を反映していただ


きたい。 


○ 生活保護費の急増の要因は、その半分を占める医療扶助である。真に必要な


方への医療水準は維持しつつ、以下に掲げる対応を含むあらゆる方法を通じて


適正化に取り組むべき。 


①指定医療機関に対する指導強化 


②後発医薬品の利用促進。また、その義務付けの検討 


③翌月償還を前提とした一部自己負担の検討 


○ 生活保護費が本人に届かなくなるようないわゆる「貧困ビジネス」に対して


は、実効ある規制が必要である。 


○ 医療全体で後発医薬品の使用促進に取組んでいる状況等も踏まえ、生活保護


医療における後発医薬品の新たな使用促進策を実施。 


具体的には、生活保護受給者に理解を求めた上で、後発医薬品を一旦、服用


することを基本とする。ただし、本人の意向を尊重。 


また、電子レセプトを活用し、生活保護受給者に関する請求が突出して多い


医療機関等に対する点検を強化するなど、生活保護医療の適正化を行う。 


（上記の効果額▲124 億円） 


【参考】 


○ 生活保護基準（支給額）については、提言の内容も踏まえて、社会保障審議


会生活保護基準部会において検証を行う(24 年後半に取りまとめ予定)。 


○ 「貧困ビジネス」対策については、議員立法による規制法案について、国会


提出に向けた調整が行われており、当該法案の状況を踏まえて必要な対応を行


う。 


雇用（雇用政策


の効果の検証、


雇用保健の運


営等） 


厚労省 


○ これまでの雇用対策については、その効果が十分に発揮されておらず、その


検証も不十分であった。今後は、経済対策によるものも含め、毎年度全ての施


策の効果検証を定量的に実施し、予算に厳格に反映させること。 


○ 雇用保険積立金については、平成 23 年度末見込みで約 4兆円の水準となって


おり、雇用保険制度の持続可能性に配慮しつつ、受益者負担の軽減の観点から、


雇用保険料の一定の引下げを含む負担と受益（事業）の関係の見直しを検討す


ること。 


○ 雇用保険二事業（雇用調整助成金、震災対応経費を除く）の各種施策の効果


検証を厳格に行い、効果の乏しい事業の廃止や事業の統合等を実施し、予算の


効率化・重点化を推進（4,040 億円、対前年度比▲387 億円、▲8.7%）。 


○ 24 年度の雇用保険料については、積立金の水準や保険収支等を踏まえ、失業


等給付に係る保険料率（実効料率）を 1.2％から 1.0％に引下げ。これにより、


事業主、労働者の負担を軽減（▲3,000 億円程度）。 


（注）総論セッションについては記述省略。 





























提言型政策仕分け（情報通信）への対応について


資料１－４


平成２４年１月１９日







提言型政策仕分け（情報通信）への対応について


１．700/900MHz帯への割当て
① 昨年5月の改正電波法に基づき、割当てを実施
② 移行費用の透明性確保、新規参入者の公平性の確保に係る事項を割当方針（開設指針）に追加し、手続きを


改善し、申請受付を開始（平成23年12月14日）（→ 参考１）
③ 今後、申請概要、客観的指標やその評価根拠の公表など透明性を図りつつ、割当事業者を決定（→ 参考２）
④ （財）移動無線センターに関して、透明性を確保した運営や体制の刷新など抜本的な見直しを実施


２．周波数オークションの早期導入
① 「周波数オークションに関する懇談会」報告書（注１）取りまとめ（平成23年12月19日）


（注１）700/900MHz帯を含む様々な周波数帯について、中長期的なオークションの適用可能性を検討


② 電波法改正案を次期通常国会に提出（平成24年3月）
③ オークション収入は一般財源化する方向で検討（周波数移行経費等オークション実施に係る費用を使途に含む）
④ 対象周波数帯の拡大（第４世代携帯電話の他、3.9世代携帯電話用周波数帯を検討）
⑤ オークションの可能な限り早期の実施（平成25年中頃を目途）


３．電波行政全般のあり方
① 新たな周波数の有効利用手法である「ホワイトスペースシステム」の制度整備、実用化を推進
② 無線局の目的・用途区分の簡素化（平成23年度中に結論）
③ 国民により理解を得られるよう情報発信の充実（電波利用統計等）


４．電波利用料の使途拡大
① 平成24年初頭に電波利用料の使途（注２）のあり方についてオープンな検討の場を設け、見直しを検討。


その結果を平成25年度の予算編成に反映
（注２）防災通信などの公共無線システムの整備、電波に関する基礎研究等


② 支出の効率化についても併せて検討


Ⅰ． 電波行政のあり方


Ⅱ． 電波利用料の活用


1







実施済の取組 今年度末までの取組 来年度以降の取組


（23年12月末） （24年3月末） 　　　　　　　（24年夏頃）


情報通信


① オークション制度の早期導入は、透明性・公平性・財源収入
の観点から国民の理解は得られる、プラチナバンド、第3.9
世代から即時導入すべき、現在の進行中の900MHz の割当
方針は国民共有の財産を不当に低価で渡すことになる、
オークションを入れない理由はなく、早急に導入するため改
正法案を通す努力をすべき、(財)移動無線センターを使って
の裁量権行使を続けたいという執念しか感じられない、と
いったオークション制度の早期導入を求める意見がほとんど
であり、第3.9 世代携帯電話からオークション制度を導入す
べきということを当ワーキンググループの提言としたい。


② オークション収入をどうするかについては、国民共有の財産
である電波については国が責任を持つという意味で一般財
源とした方がわかりやすい、オークション収入を特定財源に
する理由がない、国家財政が厳しく一般財源とした方が国
民の理解が得られやすい、といった全員が一般財源とすべ
きだとの意見であり、オークション収入は一般財源とすべき
ということを当ワーキンググループの提言としたい。


③ 電波監理については規制改革として検討すべき、総務省電
波部・電波行政の在り方についても考えるべき、といった意
見もあった。


電波利用
料の活用


④ 主な意見としては、電波利用料を直接・間接に負担している
国民・消費者の情報通信に益する目的のための使途拡大を
行うべき、電波政策の理解に資するよう使途拡大を行うべ
き、防災等の利用範囲の拡大を行うべき、災害・衛星通信・
医療等の電波・ＩＣＴ関連事業への優先予算配分に配慮しつ
つ一般財源化を行うべき、電波監視等の本来の目的以外に
ついては一般財源化すべき、電波利用料の段階的使途拡
大を図りつつ中長期的な電波利用料の使途拡大を通じた一
般財源化を図るべき、ほぼすべての国民が携帯を持ってい
る以上もはや税金であり、一般財源化すべき、といったもの
であった。また、電波利用料を用いている支出の中で非効
率な支出を徹底的に精査すべき、現行制度は限定列挙され
た項目の肥大化を招いており非効率、といった意見があり、
これを踏まえた対応をとっていただきたい。
以上を総合して、将来的な一般財源化を含め、使途を拡大
する方向で検討すべき、を当ワーキンググループの提言を
する。


工程表


テーマ名


電波行政
のあり方
（新たな周
波数の割
当等）


提言（とりまとめ）


○900MHz帯の割当てについて、移行費用の透明性確保、


新規参入者の公平性の確保に係る事項を割当方針（開設


指針）に追加し、認定申請の受付を開始（12月14日）。 


○我が国における周波数オークション制度の導入に向け検


討を行ってきた、「周波数オークションに関する懇談会」にお


いて、報告書を取りまとめ、公表（12月20日）。 
 
○同報告書において、オークション払込金の使途について


は、オークション実施経費や既存免許人等の他周波数への


移行費用などに充てるべきとされている。 


○新たな周波数の有効利用手法である「ホワイトスペースシ


ステム」の実用化のための共用方針（案）について意見募集


を開始（12月27日）。 


○無線局の目的・用途区分の簡


素化について検討。 


○900MHz帯の割当て 
（申請概要、客観的指標やその評


価根拠を公表するなど、透明化を


図りつつ割当事業者を決定。） 


○次期通常国会に電波法改正案を提出 
（オークション収入は一般財源化する方向で検


討。） 


○3.9世代携帯電話用周波数を含むオークション対象周波数帯の具体化につ


いて検討。 


○電波行政の在り方を踏まえた電波利用料の活用に関するオープンな検討


の場を設け、見直しを検討。 


○700MHz帯の割当て 
（透明化を図りつつ、技術基準・開設指針の策定、


開設計画に係る認定申請受付、割当事業者の決


定。） 


○700MHz帯移動通信システムの技術的条件（案）につい


て意見募集を開始（12月28日）。 


○（財）移動無線センター等の公益法人に対して、周波数移


行に直接関わる設備改修費用以外の費用が支払われない


旨を開設指針の中で明確化。 


○周波数移行を実施した無線局や


その費用等の実施状況について、


四半期毎に公表。 


○規制改革要望等を踏まえ、引き続き規制見直しを検討。 


○ホワイトスペースシステムの制度化・実用化の推進。 


○同法人に関して、電波利用料等国による不適切な支出が行われないよう


にするとともに、運営体制の刷新など抜本的な見直しを実施。 


○実施に向け政省令


整備と併せ、新規参


入促進策等を検討。 


○関係省令、告示等の見直しを実施。 


 
同上 
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９００ＭＨｚ帯開設指針案の修正内容


意見募集の結果及び提言型政策仕分けの提言を踏まえ、開設指針案の規定を以下のとおり修正


修正内容開設指針案（意見募集時）の概要


周波数移行の透明性確保のため、以下の事項を明記


① 申請者は、認定までの間、対象免許人等及び製造業者等
と、終了促進措置に関する費用の負担に関する協議、調
整等を一切行わないこと


② 認定から一月以内に、問合せに対応するための窓口を設
置


③ 周波数移行の実施手順の通知内容を、インターネット等
により公表すること


④ 周波数移行に要する費用の負担の公正が確保されるよう
十分に配意し、MCA制御局の免許人等は、周波数移行の
実施に関する協議に関与したことに対して認定開設者及
び移行対象免許人等から対価を受けてはならないこと


⑤ 協議による合意内容を、書面又は電磁的記録で確認し、
認定の有効期間中保管し、総務大臣の求めに応じて速や
かにその写しを提出すること


新規参入者も公平に審査することができるよう、審査事項に、
割り当てている周波数帯の有無を含むことを明記


○ １５ＭＨｚ幅×２を１者に割当て


○ 改正電波法に基づき、周波数移行を、当該周波数を新たに利用する認定開設者による費用負担
（新設機器代金・工事費用等）で実施（認定開設者に以下の義務）


① 認定から一月以内に、問合せに対応するための窓口を設置


② 認定から六月以内に、周波数移行の実施概要の周知開始と、実施手順の通知


③ ②の実施前に、RFID製造業者等及びMCA制御局の免許人と協議


④ RFIDの無線局及びMCA端末局の免許人等との間で、周波数移行のために行う措置の内容・
時期及び費用負担の範囲・方法・時期等を協議


⑤ ③と同時に、MCA制御局の免許人との間で、④と同様の内容及び旧周波数におけるMCA
サービスの終了時期について協議


⑥ ④・⑤の協議による合意内容を、書面又は電磁的記録で確認し、認定の有効期間中保管


⑦ ④・⑤の協議の申し入れがあった場合は、遅滞なく協議を開始


○ 認定開設者は、四半期ごとに、開設計画に基づく事業の進捗及び周波数移行の実施状況を示す
書類を総務大臣に提出し、周波数移行の実施状況の概要をインターネット等により公表


○ 割当ての審査は、絶対審査基準（申請者において最低限満たすべき基準）と次の競願時審査基
準により実施


（１）周波数移行に係る費用（上限2,100億円）を最も多く負担可能な者


（２）3.9世代携帯電話の人口カバー率（2018年度末時点）が最も大きい者


（３）次の各項目に対し、総合的に最も適合している者


－周波数移行を実施するため、移行対象者との迅速な合意形成を図るための具体的な対策及
び円滑な実施を図るための具体的な体制の整備に関する計画がより充実していること


－他の電気通信事業者等多数の者に対する基地局の利用を促進するための具体的な計画が
より充実していること


－割り当ててている周波数帯の差違及び周波数の逼迫状況を勘案して、基地局を開設して電
気通信事業を行うことが、電気通信事業の健全な発達と円滑な運営により寄与すること


○ 700MHz帯の割当てでは、900MHz帯を割当てられた者を劣後させる


周波数移行の実施状況を適切に把握・公表するため、以下
の事項を明記


○ 認定開設者は、四半期ごとに、周波数移行を実施した無
線局数・その費用等の実施状況を示す書類を総務大臣に
提出


○ 総務大臣は、当該書類について、適切に実施されている
ことを確認し、インターネット等で公表


基地局の利用促進の方法として、卸電気通信役務の提供・
電気通信設備の接続（MVNO）が含まれていることを明記


参考１
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割当てにおける透明化


割当てについては、申請概要、客観的指標やその評価根拠の公表など、透明化を図りつつ、割当事業
者を決定。


（参考）平成１９年１２月に実施したＢＷＡシステム（広帯域移動無線アクセスシステム）の事業者の審査結果


参考２


 
開設指針の規定(比較審査基準) Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 


１－１ より広範な地域においてより早期に電


気通信役務を提供するための特定基地局を配


置する計画を有していること 


Ｂ＋ Ｂ Ａ Ｂ－ 


１－２ 開設計画に従って円滑に特定基地局を


整備するための能力がより充実していること 
Ｂ＋ Ｂ Ａ Ｂ 


１－３ 電気通信設備の設置及び運用を円滑


に行うための技術的能力がより充実しているこ


と 


Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 


１－４ 特定基地局の運用による電気通信事


業を確実に開始し、かつ、継続的に運営するた


めに必要な財務的基礎がより充実  している


こと 


Ａ Ｂ Ｂ＋ Ｂ 


１－５ 電気通信設備の保守及び管理体制並


びに障害時の対応体制がより充実して いるこ


と 


Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 


１－６ 電波法、電気通信事業法その他の関


係法令を遵守するとともに利用者の利益を確


保して適切な方法により業務を行う体制がより


充実していること 


Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 


２－１ 既設の無線局等の運用又は電波の監


視を阻害する混信を防止するためのより優れ


た技術を導入すること 


Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 


２－２ 既設の無線局等の運用又は電波の監


視を阻害する混信を防止するための対策がよ


り充実していること 


Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 


２－３ 小セル化及び空間多重技術の導入に


よる収容効率の向上に資する技術その他の電


波の能率的な利用を確保するための より優


れた技術の開発及び導入をする計画を有して


いること 


Ａ Ｂ Ａ Ｂ 


３－１ 本開設指針に基づく開設計画の認定を


受けていない電気通信事業者による無線設備


の利用を促進するためのより具体的な計画を


有していること 


Ｂ＋ Ａ Ｂ Ｂ 


３－２ １のほか、特定基地局を開設して  電


気通信事業を行うことが、電気通信事業の健


全な発達と円滑な運営により寄与すること。 


Ｂ－ Ｂ Ｂ＋ Ａ 


比較審査結果     


Ａ ２ １ ３ １ 


Ｂ＋ ３ ０ ２ ０ 


Ｂ ５ １０ ６ ９ 


Ｂ－ １ ０ ０ １ 


Ｃ ０ ０ ０ ０ 


（参考）Ａ＝２、Ｂ＋＝１、Ｂ＝０、Ｂ－＝－１、
Ｃ＝－２とした場合の点数 ６点 ２点 ８点 １点 


＜ 凡 例 ＞
Ａ 他 社 に 比 べ て 優 位 で あ る と 認 め ら れ る 。
Ｂ ＋ 他 社 に 比 べ て 差 を 有 す る 点 が 認 め ら れ る 。
Ｂ 他 社 と 同 等 と 認 め ら れ る 。
Ｂ － 他 社 に 比 べ て 差 を 有 す る 点 が 認 め ら れ る 。
Ｃ 他 社 に 比 べ て 劣 位 で あ る と 認 め ら れ る 。
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平成２４年１月


提言型政策仕分けにおける評価結果への
対応状況等について


厚生労働省


資料１－５







医療サービスの機能強化と効率化・重点化


○ 中長期的な検討課題として提案された地域・診療科間の偏在の解消など、医師不足の問題に対応する医療供給
体制の在り方について、社会保障審議会で検討の上、行政刷新会議に報告されたい。


○ 診療報酬本体について、「据え置き」６名、「抑制」３名との意見があったことを重く受け止めて対応されたい。


また、勤務医と開業医、診療科間のバランスを踏まえて、メリハリの利いた診療報酬改定を早急に行うべき。勤務
医の待遇改善につながる条件付けを行うべき。


提言


○ 医師確保対策を含む今後の医療提供体制の在り方については、平成２２年１０月より１５回にわたり、
社会保障審議会医療部会で審議を行ってきており、平成２３年１２月２２日には「医療提供体制の改革に
関する意見」がとりまとめられ、地域の実情に応じた医師等確保対策について方向性が示された。


※ 意見書では、主な医師確保対策として、以下について検討を進めるよう求められている。
・ キャリア形成支援等を通じて都道府県が地域の医師確保に責任を持って取り組むため、法制化等により、
都道府県の役割を明確化すべき


・ 都道府県は、医療圏ごと、診療科ごとの医師の需給の状況を把握した上で、より必要性の高いところに医師を供給するなど、
きめ細かい対応を行うことが必要


・ 実効性のある地域枠の設定や医師の養成課程において診療科を一定程度誘導する等により偏在是正を図っていく必要


＜参考＞
○ 平成２４年１月６日に政府・与党社会保障改革本部で決定された「社会保障・税一体改革素案」においても、同様の見直しの
方向性が示されるとともに、今後、あるべき医療提供体制の実現に向けて、診療報酬改定、新たな医療計画に基づく地域の
医療提供体制の確保、補助金等の予算措置等を行うとともに、医療法等関連法を順次改正することとされている。


○ 診療報酬改定については、提言型政策仕分けの提言を重く受け止めて検討を行ってきたが、
急性期医療を担当する勤務医等の負担軽減、医療と介護の連携、在宅医療の充実等のために、
診療報酬本体＋1.38％、本体と薬価改定等を併せた全体の改定率＋0.00％の改定となった。


○ 改定の具体的内容については、現在、中医協で審議中であり、病院勤務医等の負担の大きな医療従事者
の負担軽減等について重点課題として取り組むこととしている。


検討状況等
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後発医薬品の使用促進など薬の有効な使用策


○ 先発品薬価は、後発品薬価を目指して大幅に引き下げる、先発品薬価と後発品薬価の差額の
一部自己負担の検討等、後発医薬品の使用を促進すべき。


また、後発医薬品の使用促進のロードマップを作成し、行政刷新会議に報告すること。


○ ビタミン剤など市販品類似薬について、自己負担割合の引き上げを試行すべき。
さらに、一部医療保険適用の対象外とすることを検討すること。


提言


○ 平成２４年度までに後発医薬品の数量シェアを３０％以上にするとの目標に対して、平成２３年
９月現在の後発医薬品の数量シェアは２２．８％。


○ 平成２４年度診療報酬改定において以下の取組を実施予定。


・後発医薬品のある先発医薬品（いわゆる「長期収載品」）等の薬価を、追加で引き下げ。
（長期収載品の薬価のあり方について平成２４年度に検討を開始）
・保険薬局で患者へ後発医薬品の価格情報等の提供。
・処方せん様式の変更（個別の医薬品について、後発医薬品への変更不可か記載を求める。）
・保険薬局・医療機関における後発医薬品の使用数量に応じた報酬の見直し。
・ビタミン剤の医療保険制度上の取扱いについて、治療のために真に必要な場合を除き、
単なる栄養補給目的での使用については保険上の算定から除外。


○ 現在、「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」 （平成１９年度～平成２４年度）を
実施中であり、新たなロードマップを平成２４年度中に作成予定。


検討状況等
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介護サービスの機能強化と効率化・重点化


介護職員の処遇改善については、一時的な交付金よりも、介護報酬の中で対応すべき。あわせて、事業者の内
部留保がある場合にはその活用を行うべき。これに関し、事業者の内部留保のデータやそれが適切な水準である
かどうかについて、介護報酬改定前までに行政刷新会議に報告すること。


提言


○ 「内部留保」については、各自治体から提供のあった特別養護老人ホームの貸借対照表（22年度決算）をも
とに集計したところ、特別養護老人ホーム１施設当たり平均約3.1億円であった。
※集計施設数1,087（全国の特別養護老人ホーム6,126（平成21年10月））


※「内部留保」とは、一般的には純資産の部のうち、「その他積立金」・「次期繰越活動収支差額」に計上されているものを指す。


○ 今般の介護報酬改定については、


① 上記の特別養護老人ホームの内部留保の調査結果を、昨年12月5日の介護給付費分科会に報告。


② 昨年末の予算編成では、物価の動向や、介護事業経営実態調査に基づくサービスごとの収支差率、
施設サービスと在宅サービスの費用の構成比等の要素を総合的に勘案して、＋１．２％の改定率となり、
その中で、施設＋０．２％、在宅＋１．０％ というメリハリを付けた設定をしたところ。


③ 今後、介護給付費分科会で具体的な個々のサービスの報酬単位の議論をいただき、諮問・答申を経て、
最終的に介護報酬の改定を行う。


検討状況等
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○ 現役世代を含む次世代に負担を先送りせず、将来も持続可能な年金制度とするためには、ま
ずは年金の特例水準を来年度から速やかに解消していくべき。


○ 年金財政計算のあり方については、社会保障審議会年金部会の検討スケジュールを明確化し、
改革のロードマップについて行政刷新会議にも報告すること。


提言


年金制度（安定的な年金財政運営等）


＜特例水準について＞


○社会保障・税一体改革素案に基づき、特例水準について、平成24年度から平成26年度の３年間で解消し、平成


24年度は10月から実施する法案を通常国会に提出することとしている。


＜年金財政計算のあり方について＞


○公的年金制度においては、法律の規定に基づき、超長期の年金財政の将来見通しを作成し、財政状況を検証


することとされており、次回は遅くとも平成26年2月までに実施する予定。


これを実施するためには、将来の人口の見通しや超長期の物価、賃金、運用利回り（経済前提）を設定するこ


とが必要であり、現在、社会保障審議会年金部会の下に「年金財政における経済前提と積立金運用のあり方


に関する専門委員会（以下「専門委員会」という。）」を設置し、次回の財政検証に向けて議論を進めている。


○第３回の専門委員会（平成23年12月19日開催）に対して、提言型政策仕分けで提言された内容を報告。


○近いうちに新しい人口推計が公表される見込みであり、また、経済前提についても、人口推計の結果を踏まえ


た上で、最新の経済指標の実績や内閣府の見通しを参考にしつつ、引き続き議論を行う予定。


○社会保障・税一体改革素案に基づき、引き続き具体的な検討が進められている年金改革の議論を踏まえ、


今後、必要に応じて財政試算を示していく。


検討状況等
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１．地域の実情に応じた医師等確保対策


（１）医師等の人材確保
○ 医師の地域間、診療科間の偏在の是正は重要な課題である。このため、都道府県が担う役割を強化し、
地域の実情に応じた医師確保体制を構築すべきである。


○ 看護職員の不足・偏在も深刻な問題であり、離職防止対策や養成所への補助等により看護職員の確保
を図っていくべきである。


○ 病院勤務医の疲弊、女性の医療従事者の増加、看護職員の不足といった現状を踏まえ、負担の大きい
医療従事者の労働環境の改善に向けた取組が必要である。


（２）医師の養成、配置のあり方
○ 実効性のある地域枠の設定や医師の養成過程において診療科を一定程度誘導する等によって、医師の


地域間や診療科間の偏在是正を図っていく必要がある。
○ 医療技術の高度化・専門化に伴い、医師の専門分化の傾向が見られるが、高齢化の中で第一線の現場で


幅広く診ることのできる医師を確保し、地域の医療と介護をつなぐ役割を果たすため、総合的な診療を
行う医師を養成し、専門医との役割分担を行う必要がある。


○ こうした課題への対応として、総合的な診療を行う医師や専門医の養成のあり方について、国において
検討を行う必要がある。


（３）医師確保対策のあり方
○ 医師不足地域の医師確保の観点から、キャリア形成支援等を通じて都道府県が地域の医師確保に責任を


持って取り組むため、法制化等により、都道府県の役割を明確化すべきである。
○ また、都道府県は、医療圏ごと、診療科ごとの医師の需給の状況を把握した上で、より必要性の高い


ところに医師を供給するなど、きめ細かい対応を行うことが必要である。


Ⅱ 個別の論点について


医療提供体制の改革に関する意見（抄）
平成２３年１２月２２日 社会保障審議会医療部会


参考


厚生労働省においては、本部会の意見を踏まえ、医療提供体制の改革に必要な事項について、更に所要の
検討を進め、医療法等の改正を行う等、改革に早急に取り組み、着実にその実施を図られたい。
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提言型政策仕分けのフォローアップの進め方（案） 


提言型政策仕分けでは、東日本大震災からの復興や現下の厳しい財政事情に


かんがみ、歳出全般にわたる見直しが必要であるとの観点から、無駄や非効率


の根絶といったこれまでの視点にとどまらず、主要な歳出分野を対象として、


政策的・制度的な問題にまで掘り下げた検討を行い、来年度予算編成だけでな


く、中長期をも見通した政策的・制度的対応を各府省に促す提言を行った。 


これを受け、第 23 回行政刷新会議において、「今回の仕分けの提言を踏まえ


て今後制度の見直し等を検討していく必要があるものについては、まずは、所


管府省において、今後、提言を受けての具体的な制度設計や改革の進め方・工


程を検討すること、行政刷新会議としてもこれらの状況を適切にフォローアッ


プし、改革を強力に推進すること」を確認した。 


上記を踏まえ、提言型政策仕分けの提言についての当面のフォローアップ作


業は以下のとおり進めていくこととする。 


 


○各府省は、提言型政策仕分けの提言（以下「提言」という。）を踏まえた取


組状況、今後の取組予定･方針等について公表するとともに、進捗に応じて


公表内容を更新し、各府省としての国民への説明責任を果たすものとする。 


○公表内容は、行政刷新会議事務局が示した様式を基にして、提言内容の個


別事項ごとに、取組の検討方法（検討の場、開始時期、とりまとめ時期等）、


取組方針、法案等提出・施行等時期、実施状況等の概要を示すとともに、


詳細資料（工程表等）を添付するものとする。 


○各府省は、公表（既存の公表内容の更新を含む。）に際して、行政刷新会議


事務局に公表内容を事前に報告し、行政刷新会議事務局と調整を行う。行


政刷新会議事務局は、各府省の公表内容をとりまとめて随時公表するとと


もに、必要に応じて行政刷新会議に報告して審議を求めるものとする。 


○また、提言において行政刷新会議への報告を特に求めている事項について


は、上記に加えて、別途、各府省より行政刷新会議に対して個別の報告を


行うものとする。行政刷新会議への報告は、個々の提言において報告を求


めることとされた趣旨を踏まえて、適切な時期に行うとともに、各府省は


報告に先立って前広に行政刷新会議事務局に情報提供を行うものとする。 


資料２ 








特別会計改革の基本方針（工程表）について


平成24年1月19日
財 務 省


資料３－１







基本的考え方


 平成22年10月の事業仕分け第3弾の評価結果、平成23年11月の政策提言型仕分けの提言を着
実に履行する。


 社会経済情勢等の変化を踏まえて区分経理の必要性につき絶えず見直し、検証。事業の目的
が達成された場合などは、当該会計・勘定を廃止し一般会計に統合すべき。また、地方譲与税を
除く恒久的な税収等は一般会計に計上することとし、国全体の財政状況の総覧性を高める。


 こうした基本的考え方の下、震災からの復興・日本再生という新たな観点も踏まえつつ、以下の
方針に基づいて各特別会計の改革を着実かつ積極的に進める。


－特別会計における事務・事業の実施に当たっては、引き続き徹底した無駄の排除に取り組む。


－経済社会情勢の変化を踏まえ、対象事業の範囲や内容を柔軟に見直し、国民のニーズに合った予
算の編成を行う。


－各特別会計の決算上の剰余金について、積み立てる等の必要がない金額は毎年度の予算編成に
当たって可能な限り一般会計の歳入に繰り入れる。


－積立金については、真に必要な規模・水準について再検討を行うとともに、その必要性、積立基準
等について、適切な情報開示を行う。


－事務・事業の内容や会計制度について一層の情報開示を行うことにより、透明性の向上を図る。
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特別会計
仕分け結果
(H22.10)


23
年度


24
年度


25
年度


26
年度以降


特別会計
仕分け結果
(H22.10)


23
年度


24
年度


25
年度


26
年度以降


①交付税及び譲
与税配付金


・交付税勘定の抜本
見直し
・交通安全勘定廃止


適正化・合理
化の取組継続


法案提出
⑨食料安定供給


・経営基盤強化勘定
廃止


・将来的な統合


法案提出


②地震再保険 廃止の検討


・特会存続
・総支払限度
額等の改定


⑩農業共済再保険
・統合
・再保険支払基金勘
定廃止


法案提出


③国債整理基金
・規模圧縮
・事務費を一般会計
に移管 法案提出 事務費移管等


⑬漁船再保険及び
漁業共済保険


統合


④財政投融資
・規模圧縮
・一般会計繰入
・事業精査


規模圧縮
⑪森林保険 廃止 法案提出


(H26中)


⑤外国為替資金
・剰余金繰入


・規模圧縮


繰入ルール公表


法案提出
積立金制度の
見直し


⑫国有林野事業
・一部廃止
・負債区分経理


法案提出


⑥エネルギー対策


・規模縮小、剰余金繰入
・事業精査
（提言型仕分け）
存廃含めあり方を検討


あり方の検討


法案提出
電促税の活用
等


⑭貿易再保険 廃止して独法移管 法案提出
(H27末まで)


⑦労働保険


・雇用保険二事業は特
会では実施しない
・労災保険の社会復帰
促進事業の原則廃止


事業の予算削
減


事業の不断の
見直しを行い
無駄を排除


⑮特許 ガバナンス強化
ガバナンス強
化


⑧年金
新制度の中であり方
を検討


法案提出


⑯社会資本整備
事業


・廃止


・空整勘定は当面区
分経理


法案提出


法案提出
経過的に自動
車安全特会へ


⑰自動車安全
自動車検査登録勘定
を廃止して独法移管


法案提出
(H27末まで)


特別会計改革の工程表　概要
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繰上償還による規模圧縮（３兆円）


対象事業の重点化・効率化
資産負債総合管理の一層の高度化


社会保障・税一体改革を踏まえて検討


国以外の主体への
移管の検討


勘定の廃止


勘定の統合


勘定の廃止


統合


特会の廃止


特会の廃止


特会の廃止


特会の廃止


勘定の廃止


・商品性の検討







①交付税及び譲与税配付金特別会計


交付税及び譲与税配付金勘定 基礎年金勘定


交通安全対策特別交付金勘定 　　一般会計化 国民年金勘定


厚生年金勘定


福祉年金勘定　　 国民年金勘定に統合


健康勘定


児童手当勘定 漁船普通保険勘定


④財政投融資特別会計 業務勘定 漁船特殊保険勘定　　　　 


財政融資資金勘定 漁船乗組員給与保険勘定


投資勘定　 漁業共済保険勘定


特定国有財産整備勘定（経過勘定） 農業経営基盤強化勘定　　 一般会計化 業務勘定


農業経営安定勘定


米管理勘定


麦管理勘定　


エネルギー需給勘定 調整勘定　


電源開発促進勘定 業務勘定　（３会計の業務勘定を統合）


原子力損害賠償支援勘定 国営土地改良事業勘定（経過勘定） 治水勘定　　　　　一般会計化


⑦労働保険特別会計 ⑩農業共済再保険特別会計　　⑨⑬と統合 道路整備勘定　　　一般会計化


労災勘定 再保険金支払基金勘定 港湾勘定　　　　　一般会計化


雇用勘定 農業勘定 空港整備勘定　　　（経過勘定）として⑰へ


徴収勘定 家畜勘定      　 業務勘定　　　　　一般会計化


果樹勘定　 ⑰自動車安全特別会計


園芸施設勘定 保障勘定


業務勘定 自動車事故対策勘定（当分の間設置）


自動車検査登録勘定　　独法へ移管予定
：廃止・統合による減少分


：経過的な特会・勘定（改革前から経過的に置かれている勘定を含む）
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⑯社会資本整備事業特別会計　　　廃止


　　　　特別会計数　１７　→　１１
　　　（※経過的な会計を含むと１２）
　　　　勘定数　　　５１　→　２６
　　　（※経過的な勘定を含むと３１）


⑥エネルギー対策特別会計


⑧年金特別会計


特別会計・勘定の廃止・統合


⑪森林保険特別会計　　 民間の移管先検討


③国債整理基金特別会計


⑤外国為替資金特別会計


⑫国有林野事業特別会計　　 国有林野事業債務返
済特別会計（仮称）（経過特会）


⑬漁船再保険及び漁業共済保険特別会計
　　　　　　　　　　　　　　　⑨⑩と統合


⑭貿易再保険特別会計　　　新法人へ移管予定


⑮特許特別会計


⑨食料安定供給特別会計　　⑩⑬と統合し、食に関
する新しい特別会計に再編


②地震再保険特別会計


（東日本大震災復興特別会計は除く）


食料管理勘定


（仮称）に統合


農業共済再保険勘定


（仮称）に統合


漁船再保険勘定


（仮称）に統合
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特別会計改革の基本方針 


 


平成 24 年 1 月 19 日 


財 務 省 


 


 国の会計は、毎会計年度における国の施策を一覧できるよう、単一の会計（一


般会計）で一体として経理することが財政の健全性を確保する見地から本来望


ましいが、国の行政活動の広範・複雑化に伴い、特定の歳入歳出を区分経理す


る必要が生じ、その場合に限り、特別会計の設置を認めてきた。 


 


しかしながら、多くの特別会計が設置されることにより、予算全体の仕組み


が複雑で分かりにくくなるほか、国民の監視が不十分になって無駄な支出が行


われやすいのではないか、固有の財源により不要不急の事業が行われているの


ではないか、更に多額の剰余金等が存在し財政資金の効率的な活用が図られて


いないのではないかとの指摘もなされてきた。 


 


上記の問題意識から、平成 22 年 10 月の行政刷新会議による事業仕分け第 3


弾（特会仕分け）において、すべての特別会計のすべての勘定について、資金


の流れのみならず、事業そのものに係る制度の在り方に踏み込んだ検討が行わ


れ、評価結果が示された。また、平成 23 年 11 月の行政刷新会議による提言型


政策仕分けにおいても、例えばエネルギー関係予算全体の在り方について、抜


本的な見直しを行うべき旨の提言が行われたところである。 


 


区分経理の必要性については、社会経済情勢等の変化を踏まえ、その必要性


につき絶えず見直し、検証を行っていくべきであり、事業の目的が達成された


場合などは、速やかに当該特別会計やその勘定を廃止し、一般会計に統合すべ


きである。また、地方譲与税を除く恒久的な税収等は一般会計に計上すること


とし、国全体の財政状況の総覧性を高めていくべきである。 


 


このような基本的考え方の下、政府としては、事業仕分けの評価結果等を着


実に履行するとともに、東日本大震災からの復興及び日本再生という新たな課


題への対応という視点も踏まえつつ、以下の方針に基づいて、別紙の工程表に


沿って各特別会計の改革を着実かつ積極的に進めるものとする。  


資料３－２







（無駄の排除） 


特別会計を所管する各府省においては、その財源が国民の貴重な税金等に


より賄われていることを改めて強く認識し、特別会計における事務・事業の


実施に当たっては、引き続き徹底した無駄の排除に取り組む。 


（対象事業の柔軟な見直し） 


社会経済情勢の変化を踏まえ、対象事業の範囲や内容を柔軟に見直し、国


民のニーズに合った予算の編成を行う。 


（剰余金の一般会計への繰入） 


各特別会計の決算上の剰余金について、積立金に積み立て、又は資金に組


み入れる必要がない金額は、現在のきわめて厳しい財政状況に鑑み、毎年度


の予算編成に当たって可能な限り一般会計の歳入に繰り入れる。 


（積立金等の規模・水準の明確化） 


積立金等については、真に必要な規模・水準について再検討を行うととも


に、その必要性、積立基準や規模・水準等について、適切な情報開示を行う。 


（透明性の向上） 


国の財政の姿を国民に分かりやすく公表することが極めて重要であること


に鑑み、事務・事業の内容や会計制度について一層の情報開示を行うことに


より透明性の向上を図る。 


 


なお、今後の特別会計の新設については、簡素で効率的な政府を実現するた


めの行政改革の推進に関する法律第 18 条第 1 項の規定の趣旨を踏まえ、厳に抑


制するものとする。 


  







特別会計改革の工程表 


 


①  交付税及び譲与税配付金特別会計交付税及び譲与税配付金勘定について


は、平成 24 年度以降も地方財政計画の適正化・合理化に向けた取組を継続


するものとする。 


交通安全対策特別交付金勘定は、平成 24 年度末において廃止するものと


する。反則金収入は一般会計に受け入れた上で交付税及び譲与税配付金特別


会計に繰り入れ、適切に資金を配分するものとする。これらを内容とする法


案を平成 24 年の通常国会に提出するものとする。 


 


②  地震再保険特別会計については、東日本大震災の発生を踏まえ、今後も巨


大地震の発生が懸念される中で、国民の安心感を確保することが喫緊の課題


となっている現下の状況に鑑み、国以外の主体への移管は行わず存続させる


ものとする。なお、今回の震災を踏まえ、総支払限度額及び官民保険責任額


について早急に改訂を行うとともに、地震保険の商品性についても検討を行


うものとする。 


 


③  国債整理基金特別会計については、基金残高について、オペレーショナル


リスクの観点も踏まえつつ、国債の早期償還（平成 24 年度においては 3 兆


円程度の買入消却による繰り上げ償還）に活用するとともに、その性質及び


水準に関する適切な説明・情報開示を行うなど所要の措置を講じるものとす


る。また、平成 25 年度より、事務費を一般会計へ移管するほか、特別会計


に関する法律第 47 条に規定する借換国債（前倒債）の発行収入金について


の会計上の整理を行うこととし、平成 24 年の通常国会に法案を提出するも


のとする。 


 


④  財政投融資特別会計については、財政投融資計画について、対象事業の重


点化・効率化を図りつつ、金融・経済情勢及び東日本大震災からの復興需要


も勘案しながら適切に対応するものとする。また、資産・負債管理（ALM）


の高度化のための施策を引き続き実施するものとする。 


 


⑤  外国為替資金特別会計については、平成 25 年度より、繰替使用ではなく


財投預託金（資産計上）を減額し、それにより政府短期証券（負債計上）を


償還することを通じた資産・債務残高の縮減、また、外為特会に留保する剰


余金相当額について、円貨資産として保有し続けないで済む等の対応を図る


（別紙）







ものとし、平成 24 年の通常国会に法案を提出するものとする。 


 


⑥  エネルギー対策特別会計については、将来における一般会計化も含むエネ


ルギー関係予算全体の在り方について、受益と負担の関係、納税者の理解の


観点を踏まえつつ検討するものとする。 


電源開発促進税については、原子力安全規制にも活用するために法制度を


整備することとし、これを内容とする法案を平成 24 年の通常国会に提出す


るものとする。 


石油石炭税については、再生可能エネルギーの普及促進を強力に推進する


ため、平成 24 年度中に充当範囲を拡充するための制度を整備する。 


 


⑦  労働保険特別会計については、平成 24 年度以降においても、雇用保険二


事業を始め不断の見直しを行い、無駄を排除していくものとする。 


 


⑧  年金特別会計については、平成 24 年度末において国民年金勘定及び福祉


年金勘定を統合するものとし、平成 24 年の通常国会に法案を提出する。 


 


⑨  食料安定供給特別会計については、平成 24 年度末において農業経営基盤


強化勘定を廃止し、一般会計へ移管するものとする。また、米管理勘定及び


業務勘定の備蓄倉庫や庁舎など不用になった国有財産については、公的要望


の有無を確認の上、要望がない場合は一般競争入札により売却する。 


その上で、食料安定供給特別会計については、平成 25 年度より、農業共


済再保険特別会計並びに漁船再保険及び漁業共済保険特別会計と統合する


ものとする。統合に際しては、米管理勘定、麦管理勘定及び調整勘定を統合


し、業務勘定については農業共済再保険特別会計並びに漁船再保険及び漁業


共済保険特別会計の業務勘定と一体化するものとする。これらを内容とする


法案を平成 24 年の通常国会に提出するものとする。 


 


⑩  農業共済再保険特別会計については、平成 25 年度より、食料安定供給特


別会計並びに漁船再保険及び漁業共済保険特別会計と統合するものとする。


その際、再保険金支払基金勘定を廃止し、農業勘定、家畜勘定、果樹勘定及


び園芸施設勘定を統合した上で、業務勘定については食料安定供給特別会計


並びに漁船再保険及び漁業共済保険特別会計の業務勘定と一本化するもの


とする。これらを内容とする法案を平成 24 年の通常国会に提出するものと


する。 







 


⑪  森林保険特別会計については、平成 26 年度中に廃止するものとする。国


以外の実施主体への移管についての検討を早急に行い、平成 24 年度中にそ


の結論を得るものとし、これを踏まえ、所要の制度改正を平成 25 年度中に


行うものとする。 


 


⑫  国有林野事業特別会計については、平成 24 年度末において廃止し、一般


会計へ移管するものとする。ただし、債務を国民の負担とせず、林産物収入


等によって返済することを明確にするため、国有林野事業債務返済特別会計


（仮称）を設置し、当該債務を承継するものとする。これらを内容とする法


案を平成 24 年の通常国会に提出するものとする。 


 


⑬  漁船再保険及び漁業共済保険特別会計については、平成 25 年度より、食


料安定供給特別会計及び農業共済再保険特別会計と統合するものとする。そ


の際、漁船普通保険勘定、漁船特殊保険勘定及び漁船乗組員給与保険勘定を


統合した上で、業務勘定については食料安定供給特別会計及び農業共済再保


険特別会計の業務勘定と一本化するものとする。これらを内容とする法案を


平成 24 年の通常国会に提出するものとする。 


 


⑭  貿易再保険特別会計については、平成 27 年度末までに廃止し、独立行政


法人改革の結果である新法人としての日本貿易保険（NEXI）に移管するも


のとする。独立行政法人改革の結果を踏まえ、国家の保証等国の関与の在り


方、制度・組織の在り方、移管に伴う業務の効率化・スリム化のための方策


等について検討し、「日本再生の基本戦略」を踏まえつつ平成 25 年の通常国


会に法案を提出するものとする。 


 


⑮  特許特別会計については、平成 24 年度中に庁舎賃料につき移転を含めた


削減策の実現を目指すものとする。また、平成 24 年度以降においても、審


査の迅速化を進めるとともに、審査・審判業務の国際競争力強化に重点化し


つつ、業務効率化及びコスト削減等を通じたガバナンスの強化を継続する。 


 


⑯  社会資本整備事業特別会計については、平成 24 年度末において廃止し、


治水勘定、道路整備勘定、港湾勘定及び業務勘定は、一般会計に統合するも


のとする。 


空港整備勘定については、空港経営改革の取組や、債務の返済状況を見極







めるまでの間、自動車安全特別会計の下に経過勘定を設置し、一般会計と区


分して経理するものとする。これらを内容とする法案を平成 24 年の通常国


会に提出するものとする。 


加えて、空港経営改革を加速させるため、国管理空港等について公共施設


等運営権の設定を行えるよう措置するための法案を、平成 24 年の通常国会に


提出するものとする。 


 


⑰  自動車安全特別会計のうち自動車検査登録勘定については、自動車検査・


登録業務に係る独立行政法人改革の結果である新法人の設立に合わせて平


成 27 年度末までに廃止し、一般会計に統合するものとする。自動車検査・


登録業務は、独立行政法人改革の結果を踏まえ、独立行政法人の業務と一体


化するなど、更なる業務の効率化を含めた新法人設立後の制度の在り方につ


いて平成 24 年度中に検討し、平成 25 年の通常国会に法案を提出するものと


する。 


 








 


 


 


資料４－１ 


 


 


 


Ⅰ 独立行政法人の制度・組織の見直しの背景と基本的考え方  


●制度創設から10年以上が経過し、組織・業務運営の綻びが露呈。 


●様々な分野で様々な態様の業務を行っている法人すべてを一律の制度にはめ込んでおり、


法人の政策実施機能の発揮が不十分。 


●厳しい財政状況や、東日本大震災からの復興への取組の中で、独立行政法人制度を上記


の問題に対応した新たな法人制度に再構築することにより、政策実施機能を最大限発揮


させ、経済成長や国民生活の向上につなげていくことが不可欠。 


●このような認識の下、制度・組織の在り方を抜本的かつ一体的に見直し。 


①国の政策実施機能の強化等の観点から、国や民間との関係も視野に入れて組織をゼロベースで見直


し、廃止や、自律的な経営が可能な法人の民営化等を実施。 


②廃止又は民営化等を行うべき法人以外の法人については、各法人の事務・事業の特性に着目して類


型化し、類型ごとに最適なガバナンスを構築。 


③類型を踏まえつつ、政策実施機能の強化や効率性の向上の観点から法人を再編。 


④新たな法人制度に共通するルールを整備。 


 


Ⅱ 独立行政法人の制度の見直し  


１．法人の事務・事業の特性に着目した類型化とガバナンスの構築 


～類型ごとの最適なガバナンスの構築による政策実施機能の発揮～ 


●新たな法人制度に位置付けられる法人については、事務・事業の特性を踏まえ、国の関


与の在り方の違いなどに鑑み、大きくに２つに分類。 


①成果目標達成法人 


・一定の自主的・自律的裁量を有しつつ、計画的な枠組みの下で事務・事業を行うこと


により、主務大臣が設定した成果目標を達成することが求められる法人。 


・成果目標達成法人は、多種多様な事務・事業を実施しており、その特性に着目し、一


定の類型化を行った上で、当該類型に即したガバナンスを構築。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


  


独立行政法人の制度・組織の見直しについて（概要） 


【事務・事業の特性に着目した類型化・ガバナンス（例）】 


・研究開発型…支出の内部チェックの取組の強化など不適切な支出をより確実に抑止。専門の研


究評価委員会（仮称）による主務大臣の補佐。「科学技術イノベーション戦略本


部（仮称）」による科学技術イノベーション政策推進の観点からの一定の関与。 


・金融業務型…財務状況を専門的に点検する体制の整備を図り、内部ガバナンスを高度化。金融


庁検査がなじむ業務について、体制の整備等を図った上で、金融庁検査を導入。 


・文化振興型…民間等の資金の活用を図り、国の負担を増やさない形で必要な収蔵品を機動的・


効果的に購入するための仕組み（基金）の整備を検討。 


※このほか、大学連携型、国際業務型、人材育成型、行政事業型に類型化。 







 
②行政執行法人 


・国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りつつ、確実・正確な執行に重点を置い


て事務・事業を行う法人。 


・単年度ごとの目標管理の下で効率的な業務運営を実施。執行に関する法人の裁量が小


さく、必要最小限の簡素な意思決定の仕組みとすることが適当。 


２．新たな法人制度に共通するルールの整備 


～適正な事前・事後の関与の仕組みを導入。国民から信頼される制度を構築～ 


①法人の内外から業務運営を適正化する仕組みの導入 


●不適切な業務運営が明らかな場合、主務大臣の是正命令等の必要な措置。 


●監事に対する調査権限の付与等により内部ガバナンスを強化。適正な業務運営に係る役員の義務と


責任を明確化。 


②財政規律の抜本的な強化 


●交付金について事業別の予算の積算（見積もり）・執行実績を公表し、予算と実績の乖離を把握。 


●不適切な支出と法人内部の不要資産の留保を防止する仕組みを強化。 


●自己収入に関する目標を設定させ、国の財源に依存しない経営を促進。 


●経営努力で自己収入を増加させた場合等におけるインセンティブの強化。 


③一貫性・実効性のある目標・評価の仕組みの構築 


●政策責任者たる主務大臣が法人の中期目標設定から評価まで一貫して実施。 


●法人の実績・成果に応じて適切に評価のランク付けがなされる基準の導入等、府省横断的な評価ル


ールを設定。 


●中期目標期間の終了時等における法人の改廃等の判断の仕組みを導入。 


④国民目線での第三者チェックと情報公開の推進 


●「お手盛り」防止のため、制度所管府省に設置する第三者機関により主務大臣の評価等を点検。行


政評価・監視、行政事業レビューも適切に組み合わせ、国民目線での第三者チェックを実施。 


●組織・業務状況に係る情報公開の内容を拡充（部門別職員数やＯＢ再就職先との取引状況、契約に


よらない支出の状況、資産保有状況等）。業務運営状況等に係る国民向け説明会を開催。 


●会計基準を見直し、事業別のセグメント情報を充実。事業と財源の対応関係を明確化することによ


り、交付金の投入につき原則業務達成基準を採用。 


 


Ⅲ 独立行政法人の組織の見直し  


●各独立行政法人の組織の見直しの結果、現行102法人が65法人に大幅に縮減。縮減される


37法人の内訳は次のとおり（今後検討のものを含む）。 


・廃止（国移管・民間移管を含む） ： 7法人 


・民営化等        ： 7法人 


・統合          ：35法人→12法人（▲23法人） 


 


Ⅳ 新たな法人制度及び組織への移行に当たっての措置  


●新たな法人制度及び組織への移行に当たっては、合理化を徹底。 


●制度・組織の見直しに基づく取組を進めるに当たっては、独立行政法人の職員の雇用の


安定に配慮。 








民営化・他の法人制度を活用 


●特殊会社化 


・国の関与の下で政策上必要な業務の的確
な実施を確保しつつ、会社法のガバナンス
に基づく企業的経営により事業を効率的・
機動的に実施 


（例）農林漁業信用基金、日本貿易保険 


独立行政法人の制度・組織改革のイメージ 


・国の責任と判断の下で、
国と密接な連携を図り
つつ、確実・正確な業
務執行に重点を置いて
事務・事業を行う法人
について、主務大臣が
責任を持って効率的・
効果的な運営を確保。 


 


・国の指示した目標のも
と、単年度で業務運営。
簡素な意思決定の仕
組みを整備。 


 


・単年度の財政措置が
原則。合理的な理由が
ある場合は繰越も認め
る。 


 
（例）造幣局、農林水産消費
安全技術センター、駐留
軍等労働者労務管理機
構 等          
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・研究開発面における国際水
準にも即した目標設定・評価
のため、研究評価委員会（外
国人も参加）の設置を法定。 


 


・司令塔機能を果たす戦略本
部による関与（国際水準で統一
的な評価指針の整備、点検等）
との関係を整理し、効率的・効果
的な機能強化。 


 


・研究開発の特性に関連した制
度運用（国際的頭脳循環の促
進、自己収入の扱い、会計基準
の在り方、適切な中期目標期間


の設定等）について、適切な内
容となるよう、関係部局とも協
議し、対応。 


 
・支出の内部チェック等の取組
を強化。 


 
・研究体制の機能強化に併せ
て組織を統合（ふさわしい名
称の在り方も検討）。 


 


 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    


・重要事項等を審議する機関を設置 
・機動的な収蔵品購入や修復のための基金の創設 
・自己収入に関する目標の設定 


・国際的な情報発信力の強化、資産の有効活用等の観点から組織を統合 


・適正な受益者負担の確保 
・就職率向上等目標の明確化 
・教育機能強化等の観点から組織を統合 


・重要事項等を審議する機関を設置 


・大学関係者と連携した運営方法の共通性等の観点から組織を統合 
 


●医療関係法人 


・医療法の体系を活用しつつ、経営の自律化
と医療機能の強化を実現 


 （例）国立病院機構、労働者健康福祉機構 


●個別法により設立される法人 


・医薬の検査等国民の生命に直結する業務
を実施し、運営費交付金に依存しない法人
について、ガバナンスの強化と機動的な経
営確保を実現 


 （例）医薬品医療機器総合機構 
 


・国民の財産の保全・運用等の重要な業務を
行い、運営費交付金に依存しない法人につ
いて、ガバナンスを強化 


 （例）年金積立金管理運用独立行政法人 


研究開発型 


事務・事業の特性を踏まえた最適なガバナンスの構築 


文化振興型 


人材育成型 


大学連携型           


・法人の財務を点検する体制の整備 
・金融庁検査になじむ事務事業について、金融庁検査の導入を検討 


金融業務型           


・海外事務所評価の共通ルール設定 


・ワンストップサービス実現のため、海外事務所を機能的に統合 
・機能強化等の観点から在り方を協議 


国際業務型  


・事業内容が個別法令に規定されている事業の財源の補助金化 


・主務大臣が毎年業務内容を評価、第三者機関が点検 


行政事業型 


           ・不適切な業務運営が明らかな場合、主務大臣の是正命令等の必要な措置。 
             ・監事に対し調査権限機能を付与。不適切な業務運営を行った場合等の役員の責任を明確化。 
         ・役員の任命については公募を活用。 


               ・交付金について事業別の積算等を公表、予算と実績の乖離を把握。 
         ・不適切な支出と不要資産の留保を防止する仕組みを強化。                
                          ・自己収入目標を設定させ、国の財源に依存しない経営を促進。 
                          ・自己収入を増加させた場合におけるインセンティブを強化。 


              ・主務大臣が一貫して目標設定、評価。 


          ・中期目標期間終了時等に法人の存続性が認められない場合、主務大臣が法人の廃止を判断。 


           ・第三者機関による点検により「お手盛り」を防止。併せて行政評価・監視、行政事業レビュー等を活用。 
          ・国民説明会の実施など情報公開を強化。法人から関連会社等への再就職を法律により規制。 
          ・事業別のセグメント情報を充実するとともに、交付金投入につき業務達成基準を原則採用。 
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・共通ルールを適用 


その他           


●法律等により在り方の見直しが予定されている法人 


（例）国立公文書館、年金・健康保険福祉施設整理機構、国
立がん研究センター、国立循環器病研究センター、国立
精神・神経医療研究センター、国立国際医療研究セン
ター、国立成育医療研究センター、国立長寿医療研究セ
ンター 等 


●民間法人化 


・民間法人として事業を実施 


（例）海上災害防止センター 


資料４－２ 


成果目標達成法人 


～我が国の成長に資する政策実施機能の強化に向けて～ 


全法人一律の現行制度と組織を抜本的かつ一体的に見直し、事務・事業の特性に着目して類型化するとともに、最適なガバナンスを構築 







 


 
 


民営化・他の法人制度を活用 


●特殊会社化 


 


 


 


 
          


行政執行法人 


国移管 廃止 
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将来民間移管 


 
                   


   


●医療関係法人等 


 


 


●個別法により設立
される法人 


 


 


 


研究開発型 


事務・事業の特性を踏まえた最適なガバナンスの構築 


文化振興型 


人材育成型 


大学連携型           


金融業務型           


国際業務型  


行政事業型 


～我が国の成長に資する政策実施機能の強化に向けて～ 


全法人一律の現行制度と組織を抜本的かつ一体的に見直し、事務・事業の特性に着目して類型化するとともに、最適なガバナンスを構築 


成果目標達成法人 


注）どの類型に各法人が属するかは、 
今後の議論の中で変更があり得る 


 


 
 


その他           


●法律等により在り方の見直しが予定されてい
る法人 


 


 
 
 
 
 
 
 
 


今後、組織の在り方や大幅な合理化を検討           


平和祈念事業特別基金 


国立大学財務・経営センター 


日本万国博覧会記念機構 


空港周辺整備機構 


農林漁業信用基金 


日本貿易保険 


●民間法人化 


 


国立病院機構 


労働者福祉健康機構 


医薬品医療機器総合機構 


年金積立金管理運用 
独立行政法人 


国立公文書館 


郵便貯金・簡易生命保険 
管理機構 


年金・健康保険 
福祉施設整理機構 


国立がん研究センター 


国立循環器病研究センター 


国立精神・神経医療研究センター 


国立国際医療研究センター 


国立成育医療研究センター 


国立長寿医療研究センター 日本原子力研究開発機構 


原子力安全基盤機構 


国立美術館、国立文化財機構、日本芸術文化振興会 


国立科学博物館 


 大学評価・学位授与機構、大学入試センター、 
 日本学生支援機構 


日本学術振興会 


奄美群島振興開発基金 


中小企業基盤整備機構 


農業者年金基金 


日本貿易振興機構 


国際協力機構 


航海訓練所、海技教育機構 


水産大学校、水産総合研究センター 


農畜産業振興機構 鉄道建設・運輸施設整備機構 


環境再生保全機構 


総務省所管 


情報通信研究機構 


文部科学省所管 


宇宙航空研究開発機構 


（科学技術振興機構については、今後、資金配分実施機関として、  
抜本的に在り方を見直し） （今後、資金配分実施機関として、 


 抜本的に在り方を見直し） 
厚生労働省所管 


国立健康・栄養研究所、医薬基盤研究所 


労働安全衛生総合研究所、労働研修・研究機構 


農林水産省所管 


農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、 
農業環境技術研究所、国際農林水産業研究センター 


森林総合研究所 


経済産業省 


産業技術総合研究所、情報処理推進機構、経済産業研究所 


新エネルギー・産業技術総合開発機構 （今後、資金配分実施機関 
 として、抜本的に在り方を 
 見直し） 


国土交通省所管 


土木研究所、建築研究所、海上技術安全研究所、 
港湾空港技術研究所、電子航法研究所 


環境省所管 


国立環境研究所 


北方領土問題対策協会 国立高等専門学校機構 高齢・障害・求職者雇用支援機構 


国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 


勤労者退職金共済機構 


種苗管理センター、家畜改良センター 


石油天然ガス・金属鉱物資源機構 


自動車検査独立行政法人、交通安全環境研究所 


自動車事故対策機構 日本高速道路保有・債務返済機構 


国立青尐年教育振興機構 国立女性教育会館 日本スポーツ振興センター 水資源機構 航空大学校 


造幣局 


国立印刷局 


製品評価技術基盤機構 


農林水産消費安全技術センター 


駐留軍等労働者労務管理機構 


国立特別支援教育総合研究所 
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工業所有権情報・研修館 


福祉医療機構 


理化学研究所、物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、海洋研
究開発機構、科学技術振興機構 


国際交流基金 海上災害防止センター 


国際観光振興機構 


赤字は、組織等を大幅に見直す法人 


 
          


住宅金融支援機構 


都市再生機構 


本年度中に方向性等、24年夏までを 
目途に法人のあり方等について結論 


国際交流基金 


国際観光振興機構 


※4法人の海外事務所については、機能的に統合 


統計センター 


業務の性格等について検討、法人 
の分類について結論を得る 


放射線医学総合研究所 








独立行政法人の制度・組織見直しにより期待される主な成果 


現行制度の問題点 改革後の姿 
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人
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●主務大臣や監事による法人のガバナンスが不十分 
 ・非効率な事業の中止・改善等に対し主務大臣の関与に限界 
 ・監事の権限が不明確であり、内部から自律的に無駄を排除


する仕組みが不十分  
●運営費交付金の使途が不透明で、非効率な業務運営が発生 
 ・年度ごとの国からの財政資金の使用状況等が不明確 
 ・過剰な利益剰余金が法人に残存 
  
  


 
 
 
●行政組織や特殊法人の種々の業務について、検証や整理
が不十分なまま独立行政法人に移行 


 
●様々な分野で様々な態様の業務を行っている法人を一律
の制度で措置 


  


 
 
 
 
 
●具体的な目標設定がなされておらず、実効性ある評価が
困難 


 
●目標設定を行う主務大臣が評価を行わず一貫性なし。評
価について統一的なルールがなく、問題を起こした法人
に対しても高い評価 


  


 
 
 
●法人の内外から無駄な支出の排除を徹底 
 ・不適切な業務運営が明確な場合、主務大臣による是正命令等の必要な措


置を導入 
 ・監事の権限強化等による内部ガバナンスを整備。適正な業務運営に係る


役員の義務と責任を明確化 
 
●交付金の透明性を向上させ、予算と実績の乖離を把握しつつ、不適切な支
出と法人内部の不要資産を防止 


 
 
●国の政策実施機能の強化等の観点から、国や民間等の関係も視野に入れて
組織をゼロベースで見直し（102法人→65法人） 


 ・廃止（7法人）、民営化等（7法人）のほか、統合により、シナジー効果
の発揮や間接部門の合理化、役員の削減等を徹底 


 
●自主的・自律的に事務・事業を実施する成果目標達成法人と、国と密接に
連携しつつ事務・事業を実施する行政執行法人に分類 


 ・成果目標達成法人については、その特性を勘案した業務類型を設け、金融
庁検査の導入や、研究評価委員会の設置等を措置 


 
●主務大臣が一貫した目標設定、業務実績評価等を実施 
 ・目標設定の明確性・客観性や評価の評語・基準等について、制度所管府


省が統一的なガイドラインを整備 
 ・中期目標の終了時までに、主務大臣が、業務実績等を踏まえて法人の存


廃等について検証し、必要な措置を講じる仕組みを制度化 
 
●制度所管府省に設置する第三者機関に加え、行政評価・監視の仕組み等を
組み合わせ、効果的に業務運営の適正性を点検 


 法人の内外から業務運営を適正化する仕組みを導入 
 財政規律を抜本的に強化することで、無駄を徹底的に排除 


 法人の統廃合を行い、政策実施機能を強化する組織体制を構築 
 事務・事業の特性を踏まえて類型化等を行い、これに即したガバ
ナンスを整備 


 主務大臣が目標設定、業務実績評価等を実施する仕組とし、制度
所管府省による統一的な運用を確保 


 中立・公正な第三者機関による国民目線での点検の仕組みを整備 


問題点１： 
無駄な支出の発生 


問題点２： 
非効率な組織体制 


問題点３： 
実効性に乏しい評価 


資料４－３ 
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独立行政法人の制度・組織の見直しについて 


～我が国の成長に資する政策実施機能の強化に向けて～ 
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Ⅰ 独立行政法人の制度・組織の見直しの背景と基本的考え方 


 


独立行政法人制度は、公共性の高い一定の事業について、国の事前関与を極力


なくし、法人の自律性に委ねることで業務の効率化を高めることを目指して平成


13年に発足した。専門性が高く一般的な行政組織とは別に事業を遂行することが


必要な分野、あるいは運営費交付金制度等により機動的かつ柔軟な事業実施が求


められる分野等について、国からの一定のガバナンスを保持しつつ国から独立し


た組織体が政策を実施することによって、より質の高い行政サービスの提供を目


指す仕組みであった。 


 


しかしながら、独立行政法人制度については、創設から10年以上が経過し、組


織の在り方と業務運営の両面で綻びが露呈するに至っている。 


政府は、平成21年12月、「独立行政法人の抜本的な見直しについて」を閣議決


定し、同22年４月には独立行政法人の事務・事業に係る事業仕分けを実施した。


また、同年12月には、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」を閣議


決定し、これらに基づく取組を行ってきたが、その過程において、 


① 主務大臣や監事による法人の外部・内部のガバナンスが不十分であること


（組織規律の問題） 


② 運営費交付金の使途が不透明であり、無駄や非効率な業務運営が生じている


こと（財政規律の問題） 


③ 目標設定が不明確であり、客観的な評価が困難なこと。また、評価に府省横


断的な統一性がないなど、評価の実効性が欠けていること（目標・評価の問


題） 


④ 業務運営に対する第三者のチェックが不足しているほか、不要資産の保有、


不透明な取引関係の存在など業務運営の透明性が低いこと（説明責任・透明性


の問題） 


などが明らかとなった。 


 


また、現行の独立行政法人制度は、様々な分野で様々な態様の業務を行ってい


る法人全てを一律の制度にはめ込んでおり、独立行政法人に期待されていた国の


政策を効果的に実施する機能が十分に発揮できない仕組みになっていると考えら


れる。 


 


我が国の厳しい財政状況や、東日本大震災からの復興に向けて政府を挙げての


取組が求められている状況に鑑みれば、独立行政法人制度についても、上記の問


題に的確に対応した新たな法人制度に再構築することにより、法人の政策実施機


能が最大限発揮されるようにし、経済成長や国民生活の向上につなげていくこと


が不可欠である。 


また、「新成長戦略」（平成22年６月18日閣議決定）における健康、観光、科


学・技術・情報通信等の戦略分野に係る施策を一層推進し、成長に寄与する観点


から、各法人の機能を高めるよう組織の見直しを行う必要がある。 
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当分科会においては、上記のような認識の下、全法人一律の現行制度と全法人


の組織の在り方を、抜本的かつ一体的に見直すこととし、以下に掲げる考え方に


沿って検討を進めてきた。 


なお、検討に当たっては、当分科会の下に有識者から成るワーキンググループ


を設置し、独立行政法人の所管府省及び全ての独立行政法人からのヒアリング等


を実施したところである。 


 


① 国の政策実施機能の強化等の観点から、国や民間との関係も視野に入れて組


織をゼロベースで見直し、廃止や、自律的な経営が可能な法人の民営化等を実


施する。 


② 廃止又は民営化等を行うべき法人以外の法人については、各法人の事務・事


業の特性に着目して類型化し、類型ごとに最適なガバナンスを構築する。 


③ 類型を踏まえつつ、政策実施機能の強化や効率性の向上の観点から法人を再


編する。 


④ 新たな法人制度に共通するルールを整備する。 


 


  本報告書は、当分科会における検討の結果を取りまとめたものである。まず、


「Ⅱ 独立行政法人の制度の見直し」においては、新たな法人制度に基づく法人


に移行すべきものに関し、「法人の事務・事業の特性に着目した類型化 」、 「類


型ごとの最適なガバナンスの構築」及び「共通するルールの整備」について述べ、


次に、「Ⅲ 独立行政法人の組織の見直し」において、現行の独立行政法人の


「廃止 」、 「民営化等 」、 「新たな法人制度に基づく法人への移行及び統合」に


ついて記載している。 


 


  独立行政法人の改革は、独立行政法人に係る事業仕分けに始まる一連の取組を


経て、今般の制度・組織の見直しにより一つの区切りを迎える。 


当分科会としては、政府において、本報告書の内容に即して、新たな制度を構


築し、その制度に組み込まれた様々な仕組みを適切に運用することにより、法人


の有する政策実施機能が最大限発揮されるようにするとともに、各法人の職員が


業務に一層邁進することにより、新たな法人に対する国民の信頼が確保されるこ


とを強く期待したい。 
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Ⅱ 独立行政法人制度の見直し 


   


当分科会においては、前記Ⅰで述べたように、国や民間との関係も視野に入れ


て組織をゼロベースで見直すという基本的考え方の下、各法人の事務・事業の性


格等を踏まえ、どのような組織形態でそれを実施するのが適当であるかについて


検討し、まず、そもそも法人として存置する必要がなく廃止すべきものと、自律


的な経営が可能な法人の民営化等について整理を行った（後記Ⅲ参照 ）。  


その上で、このいずれにも該当しない法人については、独立行政法人に代わる


新たな制度に基づく法人として位置付けることとし、その制度の在り方について、


各法人に求められる政策実施機能が十分に発揮されるとともに、業務運営が的確


かつ効率的に行われようにするため、 


① 事務・事業の特性に着目して類型化し、類型ごとのガバナンスを構築する 


② 新たな法人制度に共通するルールを整備する 


という観点から検討を行い、以下のとおり一定の結論を得たところである。 


今後、政府においては、この内容に沿って、速やかに新たな法人制度の具体化


を図るべきである。 


 


１．法人の事務・事業の特性に着目した類型化とガバナンスの構築  


 


 新たな法人制度を構築するに当たっては、一つの制度で全ての法人を規律する


現行制度を抜本的に見直し、各法人が行う事務・事業の特性に着目し、最適なガ


バナンスを構築することにより、各法人が期待される政策実施機能を的確に発揮


できるようにすることが必要である。 


 新たな法人制度に位置付けられる法人については、その事務・事業の特性を踏


まえ、国の関与の在り方の違い等に鑑み、大きく次の二つに分類することができ


る。 


① 効率的に業務を遂行する上での自主的・自律的裁量を有しつつ、一定の計画


的な枠組みの下で事務・事業を行うことにより、主務大臣に与えられた成果目


標を達成することが求められる法人（以下「成果目標達成法人」という。） 


② 国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りつつ、確実・正確な執行に重


点を置いて事務・事業を行う法人（以下「行政執行法人」という。） 


このため、まずは、この二つの分類ごとに適したガバナンスの在り方について、


以下に整理する。 


 


（１）成果目標達成法人について 


 成果目標達成法人は、上記のとおり、効率的に業務を遂行する上での自主的・


自律的裁量を与えられた上で、一定の計画的枠組みの下で成果の達成を図ること


が求められているものである。これらの法人は、多種多様な事務・事業を実施し


ており、それぞれに期待される政策実施機能も様々である。 


したがって、これらの法人にその政策実施機能を的確に発揮させるためには、
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その事務・事業の特性に着目し、一定程度共通性のあるものとして類型化が可能


なものについては更に類型化をした上で、当該類型に適した固有のガバナンスを


構築することが適当である。 


これらの法人が行う事務・事業について、その特性に着目してみると、研究開


発型、文化振興型、大学連携型、金融業務型、国際業務型、人材育成型及び行政


事業型の７種類について類型化が可能であると考えられる。 


それぞれの類型について、期待される機能と構築すべきガバナンスの在り方を


整理すると、以下のとおりである。なお、一つの法人において複数の類型に跨る


事務・事業を行っている場合には、法人の経理を区分するなどした上で、複数の


ガバナンスが適用されることもあり得ると考えられる。 


  また、成果目標達成法人の中には、上記の 7 類型のいずれにも該当しない事


務・事業を行っているものもあるが、このような法人も含め、新たな法人制度に


おいて共通的に適用されるガバナンス等については、２．に後述する。 


 


○研究開発型 


【事務・事業の特性と果たすべき機能】 


  現在の独立行政法人の中には、理化学研究所、産業技術総合研究所、建築研


究所など、主務大臣によって付与された政策実施機能を果たす上で研究開発を


実施することが主要な業務となっているものが存在する。 


  これらの法人の業務の特性についてみると、その事業内容に研究開発面にお


ける高い専門性があるなどの点で共通している。 


一方で、研究開発に関する業務の実施により科学技術の水準の向上を図るこ


と自体が法人に期待される政策実施機能として位置付けられている場合や、研


究開発による技術の向上等を通じ、最終的には特定の別の政策目的の達成につ


なげていくなど、研究開発業務の実施が特定の政策目的の達成手段として位置


付けられる場合など、これらの法人が政策実施機能を発揮する上での研究開発


業務の位置付けは様々であり、また、基礎研究や応用研究等を直接実施する場


合や、公募等により優れた研究開発課題を選定し、研究資金の配分を行う場合


など、これらの法人が行う事務・事業の内容や手法にも相違があることから、


これを踏まえた対応を図ることが重要である。 


このような研究開発に関する事務・事業を実施する法人については、研究開


発の成果に対する評価を業務に反映しつつ、それぞれの政策分野に係る政策ニ


ーズに機動的に対応することが期待されているが、法人によっては更に、科学


技術イノベーション政策を国家戦略として位置付け、府省横断的にその推進を


図る観点から、現在内閣府において設置が検討されている科学技術イノベーシ


ョン戦略本部（仮称。以下「戦略本部」という。）が発揮する司令塔機能の下


で、国家として優先度の高い政策を的確に実施することが期待されている。 


  このような機能を果たすためには、平成23年11月に実施された提言型政策仕


分け（※）の指摘等も踏まえ、 
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・特定の政策ニーズに即した研究テーマに関し、別々の法人において、基礎研


究、応用研究、実用化研究等の様々な段階の研究が、一連の流れを俯瞰する


ことなく行われ、研究対象に重複が生じることや、研究面で法人間の連携が


十分に行われないこと、研究領域の狭間が形成されて重要な研究が抜け落ち、


実用化等の成果が発現しないことなどの問題が生じていることから、急速に


変化する環境の中で、有限の資源を有効活用し、的確に研究開発を進めるた


め、大括り化等、硬直的な組織の柔軟な見直しを行うこと。 


・研究領域や研究段階、業務手法（研究実施、資金配分、普及啓発等）等のそ


れぞれの法人の事務・事業の内容を踏まえてその役割・機能を明確にし、こ


れが的確に果たされ、成果が十分に上がっているか、第三者が検証できるよ


うな仕組みとすること 


・成果が現れるまで長期間を要するケースが尐なくないが、国民の税金等を原


資とする財政資金を財源とする以上、時代のニーズに即したテーマに関する


研究開発が適時適切に行われるよう、中止を含めたテーマの見直し等が柔軟


に行うことができるような仕組みとすること 


・科学技術イノベーション政策の司令塔機能が強化され、例えば新たな分野に


対する研究機能の強化を図るべき等の方針が出された場合に、これに的確に


対応するため、人材、資金を柔軟に再配分し、我が国の成長に資する研究開


発を迅速かつ確実に行うことのできる仕組みとすること 


などが必要である。 


※ 平成23年11月に実施された提言型政策仕分けにおいて、「科学技術（研究


開発 ）」 に関し、以下の提言がなされている。 


「科学技術予算の在り方については、成長への寄与度などイノベーション


に関する指標に重点を置いた検証可能な成果目標を設定したうえで、所管


官庁から独立した厳格な外部評価を行うべきである。そのためにも総合科


学技術会議から科学技術イノベーション戦略本部への改組に当たっては、


構成員及び事務局体制の全面的な見直し、あわせて、事業の優先付けを含


めた各省横断的な総合調整機能の強化を図る。なお、独立行政法人による


研究開発については、種々問題点が指摘されているところであり、事業の


透明性を図るためにも、ガバナンスの強化を図る。」（科学技術（研究開


発）：研究開発のあり方・実施方法 提言（とりまとめ）） 


 


   なお、研究開発型の法人の範囲については、特定の政策目的の達成のため、


法人の主要な業務として、研究開発に係る事務・事業を実施する法人を広く含


み得るものであるが、具体的には、それぞれの法人の事務・事業に占める研究


開発の重要性や、当該法人が研究開発の実施以外の面で期待される政策実施機


能（他の類型との関係）等を勘案して判断すべきであり、研究開発システムの


改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関す


る法律（平成20年法律第63号）に規定される研究開発法人の定義（※）による


法人全てが、必ずしも新たな法人制度において研究開発型の法人に該当するも


のではない。 
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  ※ 独立行政法人であって、研究開発等、研究開発であって公募によるものに


係る業務又は科学技術に関する啓発及び知識の普及に係る業務を行うものの


うち重要なもの（37法人が同法の別表に整理されている。）。  


 


【構築すべきガバナンス等】 


・法人の事務・事業の内容や規模を勘案しつつ、それぞれの研究領域や業務内


容に応じて役員（理事）の分担・責務を明確にし、研究領域や業務種別ごと


の事業の実施状況の詳細な把握やその成果について責任を明確化する（以下


の点も含め、研究開発面における法人の業務管理に係る実務的な対応につい


ては、関係部局が適宜連携し、府省横断的なガイドラインの策定を検討す


る。）。 


・目標達成の不確実性が高いことに鑑み、不適切な支出をより確実に抑止する


ため、例えば、一定額以上の支出について特定の役員がその適切性を点検す


る仕組みを整備するなど、支出の内部チェックの取組の強化や、大規模事業


の実施状況の透明性の向上等を図るものとする。 


・法人の目標管理に当たっては、基礎研究、応用研究、実用化研究等、法人が


行う業務の性格・特徴を踏まえ、最終的に期待される成果を意識した対応を


行うとともに、達成時期が明確で、第三者による客観的な検証が可能な成果


目標を設定するものとする。 


・それぞれの業務内容を勘案しながら、自己収入について、可能な限り定量


的・具体的な数値目標を設定した上で、その達成・不達成の状況により、法


人の経営努力を的確に把握し、その後の措置に反映するものとする。 


・研究開発面については、専門的観点から、目標設定・業務実績評価等におい


て主務大臣を補佐するため、主務大臣の下に、学識経験者等から構成される


専門の研究評価委員会（仮称）を設置するものとする。同委員会の委員の任


命に当たっては、制度所管府省への協議等により、その適切性を確保するも


のとする。同委員会が、目標設定・業務実績評価等に関し主務大臣を補佐す


る際には、国際的な研究開発に係る動向等も勘案しつつ、府省横断的に中立


的・客観的な運用が確保されるような取組を行うものとする（なお、業務全


般の点検等については、他の類型に該当する法人との整合性・一体性を確保


するため、後記する制度所管府省に設置する第三者機関により対応する。）。 


・科学技術イノベーションに係る事業を実施する研究開発型の法人については、


戦略本部が一定の関与を行うものと考えられる。戦略本部の機能等の詳細に


ついては、現在、内閣府において検討が行われているところであり、現時点


では明確になっていないが、戦略本部による法人への関与の仕組み（主務大


臣による中期目標の設定や業務実績評価等の点検の在り方等）を検討するに


当たっては、これらの法人等に重複した過度な負担を生じさせないこと、法


人制度としての全般的な整合性・一体性を確保することなどに留意しつつ、


これらの法人に対して戦略本部が行う関与と新たな法人制度の下で第三者機


関が行う関与との関係について十分整理する必要がある。なお、その際には、


第三者機関は、主務大臣の判断の中立性・客観性を確保する観点から、他の
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類型に該当するものも含めた全ての法人について横断的に点検し、法人制度


としての共通的事項に関する制度運営に係る整合性・一体性を確保するとと


もに、法人の業務運営全般について、類型の特性を踏まえた各種規律、個別


の政策目的、行政刷新等総合的な政策視点を的確に反映させるものとして整


理すべきであると考えられる。一方で、戦略本部は、科学技術イノベーショ


ン政策を推進する観点から、個別法人の研究内容の妥当性に踏み込んだ点検


を行うものとして整理すべきであると考えられる。 


・提言型政策仕分け等のフォローアップも含め、戦略本部の機能の内容やその


発揮状況、我が国の研究開発体制の在り方について、行政改革関連部局と総


合科学技術会議事務局が改組される新たな事務局組織が連携しつつ、行政刷


新会議において必要な検討を行うとともに、研究資金の配分に係る戦略本部


との役割分担や重複排除等の観点からの見直しなど、組織を含む各法人の在


り方について必要な見直しを行うものとする。 


・一定規模以上の大規模事業については、その適正な実施を確保するため、国


民に対して実施状況・投資効果を的確に説明し、その成果の普及・啓発を行


う観点からの国民向け説明会の実施を検討する。 


・調達について、競争性、透明性、公正性、効率性等を確保しつつ、調達する


財・サービスの性質等を考慮した基準・ルールに従い行うべきものとし、政


府において、このような基準・ルールについての検討を進めるものとする。 


 


○文化振興型 


【事務・事業の特性と果たすべき機能】 


  文化芸術分野においては、その自主性・創造性を尊重する必要があり、また、


特定の分野に偏ることなく中立性を維持し、長期的視野に立って継続的に事業


を行う必要がある。また、観客等が存在するものであることから、一定の自己


収入を得ることが可能な事業である。 


このような特徴を有する文化芸術分野の振興に関する事務・事業を行う法人


（国立美術館、国立文化財機構等）については、官民問わず、関係者の力を結


集し、我が国の多様な文化芸術資産を適切に保全・普及しつつ、国際的な情報


発信力を強化するという機能を果たすことが期待されている。 


  このような機能を果たすためには、 


・国の負担を増やさない形で、我が国の芸術品の海外への流出等を防ぐととも


に魅力ある収蔵品を機動的・効果的に購入等できるよう、民間資金等を活用


した仕組みを整備すること 


・経営努力により入場料収入等の自己収入を増加させる余地があり、また、こ


うした取組は法人の本来的役割である文化芸術資産の普及にも資することか


ら、こうした努力を促していく適切な仕組みを設けること 


・現在、文化振興事業を行っている各法人では、管理業務の負担が相対的に大


きくなっており、収蔵品の保存等専門的な業務にまで支障が生じかねない状
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況にあるため、できる限り間接業務を効率化し、必要な人材を確保すること


などにより、着実に事業を遂行できる体制を整備すること 


などが必要である。 


 


【構築すべきガバナンス等】 


・文化財の購入や芸術の保護・育成を行うに当たり、専門的・中立的な意思決


定を確保する観点から、法人に有識者による審議機関を設置し、重要事項を


審議するものとする。 


・国の負担を増やさない形での事業の充実に向け、民間等の資金の活用を図り、


必要な収蔵品を機動的・効果的に購入等するための仕組み（基金）の整備を


検討するものとする。 


・自己収入に関する数値目標を的確に設定し、当該目標を達成した場合には、


一定割合につきその後の交付金の算定から控除しないこととするなど、法人


の経営努力を的確に反映させる仕組みとする。 


 


○大学連携型 


【事務・事業の特性と果たすべき機能】 


  現在の独立行政法人の中には、大学評価・学位授与機構や大学入試センター


等、大学が行う業務と関連する事業を行っているものが存在する。これらの事


業については、大学と密接に連携を図りつつ行う必要があるという点において


共通するものである。 


このような事業を行う法人は、大学が有する力を十分に引き出すため、公平


な評価、適切な入試の実施や良質な学生の確保等を通じ、総合的かつ効率的・


効果的に大学運営を支援するという機能を果たすことが共通して期待されてい


るものである。 


  我が国の成長を持続する観点からは、我が国の大学のレベルアップを図り、


世界のトップに立ち得る国際的な競争力を有する大学・研究機関の数を増やす


ことが必要である。そのためには、これらの法人が、適切な評価を通じた大学


間の競争環境の整備・改善、適切な入学試験の実施による素養ある学生の確保、


研究活動への適切な支援等を通じて、大学の運営を側面から総合的かつ効果的


に支援できる体制を整備することが必要であるとともに、そのような支援が的


確になされるため、これらの法人が大学関係者と連携することが不可欠である。 


 


【構築すべきガバナンス等】 


・大学と密接な連携の下に事務・事業を行うため、大学関係者と一体となった


意思決定を確保する観点から、法人に有識者による審議機関を設置し、重要


事項を審議するほか、業務運営について法人の長に意見を述べるとともに、


法人の長の任命に当たり、主務大臣に意見を述べるものとする。 
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○金融業務型 


【事務・事業の特性と果たすべき機能】 


  現在の独立行政法人の中には、福祉医療機構や農林漁業信用基金等、特定の


政策目的を達成するため、その政策的手段として金融的手法を用いて事業を行


っているものがある。金融業務は、高い専門性を有するものであることから、


このような金融的手法を用いて政策を遂行するに当たっては、一般的な業務と


比べ、相対的に高いリスク管理、厳しい規律により、持続可能な形での事業の


実施を確保することが求められるものである。 


  金融的手法にはリスクが内在し、不適切な管理・運営を行った場合には、不


良債権の増大等により事業の継続可能性を損ないかねない事態や将来的な国民


負担につながる可能性もあることから、このような政策手段を用いる場合、適


切にリスク管理を行い、持続可能な形で事業が実施できるようにするとともに、


特に透明性を高めるため、内部監査を強化するとともに、リスク管理に関する


専門的知見を活用できる仕組みを整備することが必要である。 


 


【構築すべきガバナンス等】 


・将来に向けた損失リスクの管理等を行うという特性に鑑み、法人の財務状況


を専門的に点検する体制の整備等、内部ガバナンスをより高度化するものと


する。 


・貸付業務、保証業務等の金融リスク管理に関連する業務に関し、金融庁が持


つ専門性やノウハウの活用という観点から金融庁の検査がなじむものについ


て、主務省庁と金融庁との連携や検査体制の整備を図った上で、金融庁検査


を導入することを検討するなど、高度なガバナンスを措置するものとする。 


 


○国際業務型 


【事務・事業の特性と果たすべき機能】 


  現在の独立行政法人の中には、国際交流基金や国際観光振興機構等、文化交


流や企業支援、観光客誘致など多様な国際関係の事務・事業を実施しているも


のがあるが、これらの事業を行うに当たっては、各国において、我が国（我が


国の文化、企業、観光地等を含めて）に対する認識、関心等を高めることが必


要である。そのためには、これらの事業を実施している組織が有機的に連携し


て、総合的な行政サービス機能を強化するとともに、利用者の利便性向上を促


進することが期待されている。 


  これまでにも、各法人が業務連携、海外事務所の共用化等の取組を進めてき


ているが、我が国の成長に向けて更なる充実・強化が図られるような見直しが


必要である。 


また、平成23年11月に実施された提言型政策仕分けにおいて、在外公館業務


に関し、独立行政法人も含めたワンストップサービスを進める仕組みの検討の
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必要性について提言がなされていることにも留意する必要がある。 


 


【構築すべきガバナンス等】 


・利用者の利便性向上のため、海外事務所の機能的な統合によるワンストップ


サービスの実現を図るなど、より効率的・効果的な業務運営を実現するもの


とする。また、業務における事業連携及び海外事務所の機能的な統合を促進


する目標・評価に係る共通のルールを設定するものとする。 


 


○人材育成型 


【事務・事業の特性と果たすべき機能】 


  現在の独立行政法人の中には、航海訓練所や航空大学校等、特定の職業に直


結した人材育成に係る事務・事業を実施しているものがあるが、このような事


業を実施する法人については、政策上必要と判断された特定の分野において、


大学、民間研究機関等と有機的に連携しつつ、学科と実技のバランスのとれた


専門性の高い教育を実施することにより、当該分野を支える優秀な人材を効率


的かつ効果的に輩出することが期待されている。 


現下の厳しい財政事情の中で、今後も持続可能な形でこのような機能を果た


すためには、これまでのように官主体で事業を行うのではなく、裨益する産業


界も含めた官民一体の取組が必要であり、事業の実施に当たり、適切な受益者


負担の導入とできる限りの効率化を図るとともに、各産業の要請に的確に応え


るよう、大学等外部の機関との連携を図りつつ質の高い教育を実現することが


必要である。 


 


【構築すべきガバナンス等】 


・授業料のほか、裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入の


拡大や教育内容の高度化に向けた適切な措置を講じるものとする。 


・法人の中期目標について、関係する職種への就職率の目標値や専門の資格・


免許の合格率など、具体的・定量的な目標を設定するものとする。 


 


○行政事業型 


【事務・事業の特性と果たすべき機能】 


  現在の独立行政法人の中には、鉄道建設・運輸施設整備支援機構や環境再生


保全機構等、個別の法令に規定された事業を、補助金等の使途が定められた財


源により行うものがある。このような事業の実施に当たっては、補助金等に係


る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第 179 号）等の法令に従い、


効率的かつ着実に事業を実施することが期待されるものである。 


  このような機能を果たすためには、 
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・主な業務が個別法令で規定されており、達成すべき目標も明確となっている


ものの、個別具体的な事務・事業の実施段階においては、法人の創意工夫・


裁量の余地があることから、費用対効果を踏まえた効率的・効果的な事務・


事業の執行となる仕組みとすること 


・これらの法人の一部については運営交付金が交付されているが、当該運営費


交付金の使途は限定されたものとなっていると考えられるため、運営費交付


金による手当をすることについて見直しを行うこと 


などが必要である。 


 


【構築すべきガバナンス等】 


・法令や補助金等交付要綱への適合性や金額の妥当性については、補助金等に


係る予算の執行の適正化に関する法律等に基づき、主務大臣が毎年度チェッ


クしていることから、中期目標管理においては、これらを除いた業務・財務


の改善目標に重点を置きつつ、業務の実施方法の妥当性や効率性について、


主務大臣による評価を実施するものとする。 


・財源の使途があらかじめ限定されていることに鑑みると、補助金等の方が、


その財源と事業との関係がより明確となることから、事業内容が個別法令等


に規定されているものについては、その内容を精査し、現在運営費交付金に


より実施されているものであっても、可能な限り、補助金等による実施に切


り替えるものとする。 


 


（２）行政執行法人について 


 現行の独立行政法人制度は、基本的には極力国の事前関与を排し、効率的に業


務を遂行する上での法人の裁量が確保されているものであるが、貨幣の製造等を


行う造幣局や農薬登録に先立つ検査等を行う農林水産消費安全技術センター等、


実態として、国の判断と責任の下で、国から具体的な指示を受け、国と一体的に


業務を行う法人が存在する。 


このような法人（行政執行法人）は、予算・組織・人事等について一定の柔軟


性を確保しつつも、国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りながら、確実


かつ正確に事務・事業を実施することが求められているものである。 


 行政執行法人が行う業務は、毎年度、主務大臣からの具体的な指示等に基づき


実施されていることから、中期的な目標管理にはなじみにくいものである。した


がって、行政執行法人については、基本的に単年度ごとの目標管理の下で効率的


な業務運営を図ることによって、その政策実施機能の発揮を図ることが適切であ


る。 


 また、法人組織の面では、業務執行に関する法人の裁量が小さいことから、意


思決定の仕組みを必要最小限の簡素なものとすることも考えられる。 


これらの点を踏まえ、行政執行法人については、以下のようなガバナンスの仕


組み等を設けるべきである。 


 


-11-







【構築すべきガバナンス等】 


・確実な事務・事業の執行を担保するため、法人の業務全般にわたり、主務大


臣が特に必要と認める場合には、法人に対して命令を発することができるこ


ととする。 


・原則として中期目標管理を行わないこととし、毎年度、主務大臣が目標の達


成状況についての評価を行うものとする。主務大臣が行った評価結果につい


ては、後記する第三者機関において、中期的な管理が適切と考えられる設備


費・人件費等の業務効率性に係る事項を含め、一定期間ごとに中立的・客観


的な点検を行う仕組みとする。 


・中期目標管理から毎年度の目標管理に変更することと併せ、交付金による事


業について、業務の執行に要する金額を積算に基づき交付する単年度の財政


措置を原則とし、合理的な理由がある場合には繰越しを認める取扱いとする。


また、交付金によらない事業については、事業の特性に応じた取扱いとする。 


・単年度の財政措置とすることに伴う交付金の会計上の取扱い等については、


政府において専門的に検討するものとする。 


 


２．新たな法人制度に共通するルールの整備  


 


 ここまで、成果目標達成法人における各事業の類型や行政執行法人について構


築すべき固有のガバナンス等について述べてきたところであるが、これらの法人


は、国の政策の執行機能の一端を担うものとして設立された法人であるという点


で共通するものであり、このような観点から、これらの法人に共通的に適用され


るべき規律も存在する。 


このような共通の規律については、基本的には現行の独立行政法人通則法（平


成11年法律第 103 号）の仕組みを参考に整備することが適当であるが、それに当


たっては、現行制度について改善すべき点を改善し、的確かつ効率的な組織業務


運営につながるものとすべきである。また、その際には、法人の業務運営に対す


る主務大臣等による事前・事後の関与の在り方について、事前の関与を強化する


ことも含め、それぞれの期待する効果が十分に上がるよう、適切なガバナンスの


仕組みを検討し、類型ごとの固有のガバナンスと併せて、法人のガバナンス強化


を理事長等の才能や人柄のみに依存することなく、制度によって担保できるよう


にする必要がある。 


これを踏まえ、現行制度について改善すべき点に係る具体的方策を組織規律、


財政規律、目標・評価の在り方、透明性・情報公開の向上の４つの観点から整理


すると、以下のとおりである。 


 なお、行政執行法人については、中期目標管理を行わないという特性上、適用


になじまない規律が存在する点に留意が必要である。 
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（１）法人の内外から業務運営を適正化する仕組みの導入 


 


 


 


 


 


 


【検討の視点】 


 各法人が政策実施機能を的確に発揮するためには、法人における意思決定が適


切になされ、それに基づく業務が適切に執行されるよう、制度上も担保する必要


がある。 


現行制度においては、法人が効率的に業務を遂行する上で、自主的な裁量によ


る意思決定と業務執行が認められているが、政策責任者である主務大臣が法人を


政策実施機関として十分活用するため、その業務の運営にどのように関与するこ


とが必要か検討する必要がある。 


また、併せて、法人の適正な業務運営を確保するためには、どのような内部ガ


バナンスの仕組みとすべきかについても、検討する必要がある。 


 


【具体的改善方策】 


①国の関与の強化 


○ 政策実施の責任主体である主務大臣が、より的確に法人の業務運営の改善


に関与できるよう、毎年度の業務実績評価により、成果が不十分な場合や事


務・事業が非効率と認められる場合には、法人に対して事務・事業の見直し、


中止等の業務運営の改善のために必要な措置を講じることができるようにす


べきである。 


○ 法人に違法行為やそのおそれがある、又は、著しく不適切な行為があると


認められる場合には、主務大臣が法人に対してその是正のために必要な措置


を講じることができることとすべきである。 


 


②監事機能の強化等による法人の内部ガバナンスの強化 


○ 法人の適正な業務運営を確保する観点から、監事機能を強化すべきである。


具体的には、法人の長の権限行使を適切に監視するため、会社法の仕組み等


を参考に、監事等の調査権限を整備し、監査報告の作成等を義務付けるほか、


監事の任期を延長する等、監事が実効的に機能する仕組みとすべきである。 


○ 監事機能の強化に加え、法人の業務執行の適正化を図るため、内部統制シ


ステムの構築を義務化すべきである。また、法人の長を始め、役員等がその


職務に応じて、適正に業務運営に従事する義務を明確化した上で、これに違


反することにより損害が生じた場合、必要な責任が的確に取られるような仕


組みとすべきである。 


＜ポイント＞ 


・不適切な業務運営が明らかな場合、主務大臣の是正命令等の必要な措置。 


・監事に対する調査権限の付与等により内部ガバナンスを強化。適正な業務運


営に係る役員の義務と責任を明確化。 
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（２）財政規律の抜本的な強化 


 


 


 


 


 


 


 


【検討の視点】 


現行制度においては、法人の主要な財源である運営費交付金（平成23年度にお


いて約 1.5 兆円が国から交付）は、法人の裁量の下で、複数年度にわたって柔軟


に使用することが可能な仕組みとなっており、その使途の公開も求められていな


い。 


しかしながら、厳しい財政事情の下で国民の税金を原資とする財政資金が投入


されていることに鑑みれば、新たな法人制度を設計するに当たっては、運営費交


付金の在り方を含めた見直しを行い、適正かつ効率的・効果的な業務運営がなさ


れるよう、法人の財政規律に関する共通的なルールを策定し、その実効性を確保


できる仕組みを整備していくことが必要である。 


 


【具体的改善方策】 


①適正な財務運営のための基本ルール 


○ 本来の事務・事業の目的に沿った資金の使用を義務付けるとともに、法人


内部における不要資産の留保を防止する仕組みを構築すべきである。 


○ 法人の目標に対する業務実績評価を主務大臣等が的確に実施し、達成状況


をその後の予算配分等に適切に反映する（例えば、主務大臣の業務実績評価


の結果を踏まえて、年度ごとの交付金の算定額に反映する）ほか、監事等の


機能の強化、会計基準等の見直しを行うことにより、財務運営の適正化を図


るべきである。 


○ 法人の経営努力により自己収入の増加が見込まれる法人は、受益と負担の


関係を考慮した上で、可能な限り具体化・定量化した自己収入の目標を的確


に設定することとし、目標の達成に向け、法人の経営努力を促進すべきであ


る。その際には、法人の業務の特性（自己収入を上げる余地のある法人、費


用を節減する余地が大きい法人等）や、これを踏まえた自己収入の内容（自


己収入において、法人の経営努力がどの程度寄与しているかなど）に応じた


取扱いとすべきである。 


 


②法人の主体的な経営努力を促進する仕組みの強化 


○ 上記の基本ルールを踏まえ、法人の主体的な経営努力を促進する以下の取


＜ポイント＞ 


・交付金について事業別の予算の積算（見積り）・執行実績を公表し、予算と


実績の乖離を把握。 


・不適切な支出と法人内部の不要資産の留保を防止する仕組みを強化。 


・自己収入に関する目標を設定させ、国の財源に依存しない経営を促進。 


・経営努力で自己収入を増加させた場合等におけるインセンティブを強化。 
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組を行うこととし、政府において具体的な運用方法について更なる検討を行


うべきである。 
 


ア．交付金の算定ルールの見直し 


・法人に対する交付金の算定に当たり、自己収入の性質に応じ、増加分


のうち経営努力の寄与の度合いが高いものについて、一定割合は交付


金の算定の際に控除しないこととする。一方で、目標不達成の部分に


ついては、次期以降の交付金の算定において実質的に削減することに


ついて、事務・事業の内容や継続性等を踏まえて判断する。 


イ．剰余金の処理方法の見直し 


・剰余金の処理に際し、法人の業務と交付金の対応関係を明らかにした


上で、法人の経営努力が十分に説明できる場合には、目標を上回った


自己収入の増加分や、交付金が充てられる事業の費用削減による利益


につき、一定割合について適切に経営努力を認めることとする。また、


主務大臣による政策実施期間の延長や災害等による事業の実施の延期


等、法人の責任を問うことのできない要因により事業の実施が遅れ、


次期中期計画に盛り込まれた場合など、一定の合理的理由が認められ


る場合には、中期目標期間を超える繰越しを認める。 


 


③説明責任と透明性の強化 


○ 交付金の使途について、概算要求及び年度計画において、法人の事業別の


予算の積算（見積り）を添付するとともに、その執行実績を事業報告書に添


付・公表することを法人に義務付けることとし、業務運営の透明性を向上さ


せるべきである。 


○ 上記の取組により執行実績を把握した上で、積算と実績が相当程度乖離し


ている場合には、当該法人において、その理由を明らかにすることとすべき


である。 


○ これらの取組と併せ、業務運営の透明性をより強化する観点から、情報公


開の推進、会計基準等の見直しを行うべきである。 


○ なお、不要又は過大な会費の支出を含め、不適切な支出をチェックし、公


表する仕組みを構築すべきである。 


 


（３）一貫性・実効性のある目標・評価の仕組みの構築 


 


 


 


 


 


 


 


 


＜ポイント＞ 


・政策責任者たる主務大臣が法人の中期目標設定から評価まで一貫して実施。 


・法人の実績・成果に応じて適切に評価のランク付けがなされる基準の導入等


府省横断的な評価ルールを設定。 


・中期目標期間の終了時等における法人の改廃等の判断の仕組みを導入。 
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【検討の視点】 


主務大臣は、独立行政法人を政策実施機関として的確に活用することにより、


国民に対し、その最終的な政策責任を果たすことが期待されている。しかしなが


ら、現行制度では、政策責任者たる主務大臣は、法人に目標を与えるのみであり、


その目標に対する成果を自ら把握し、評価する仕組みとなっていない。このため、


主務大臣が、目標設定とその達成状況を踏まえて、政策責任をより的確に果たす


ための評価の仕組みとすることが必要である。 


また、併せて、法人が評価結果を踏まえ、その組織・業務について所要の改善


等を行った上で、次期の中期目標に基づく業務に取り組めるような仕組みとする


ことが必要である。 


 


【具体的改善方策】 


①評価主体の変更等 


○ 各年度及び中期目標期間における法人の業務実績の評価主体については、


政策の一貫性を確保するため、府省評価委員会、政策評価・独立行政法人評


価委員会から、政策責任主体である主務大臣に変更すべきである。 


○ 目標設定の明確性・客観性や、評価の評語（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ等）や基準に


ついて、府省横断的に統一性を持たせるなど、主務大臣が行う目標設定・評


価の実効性を上げるために、制度所管府省がガイドラインの整備等を行うべ


きである。 


 


②中期目標管理の仕組みの見直し 


○ 主務大臣が各事業年度に係る業務実績評価結果を踏まえ、中期目標の達成


を図る観点から法人に対して所要の措置を講じることとするなど、実効性の


ある毎年度の評価の仕組みを構築すべきである。 


○ 中期目標期間の業務実績評価の結果を、次期中期目標の策定や法人の組


織・業務の全般的見直しに適切に反映できるよう、中期目標期間の業務実績


評価等の時期について１年前倒しを行い、中期目標期間の終了時までに、業


務実績評価やそれに基づく措置が可能となるスケジュールとすべきである。 


 


③法人の存続の必要性の検証 


○ 中期目標期間の終了時までの法人の組織・業務の全般的見直しにおいて、


中期目標期間の業務実績評価の結果等に基づき、主務大臣が法人を存続させ


る必要性についても必ず検証を行い、かつ、検証結果について公表するよう


にすべきである。なお、法人そのものの廃止と法人の事務・事業の廃止を区


別し、法人を廃止する場合に国民向けにサービスを継続することが必要な事


務・事業については、国民生活や社会経済の安定の観点から国や他の主体へ


の移管などを別途措置すべきである。 
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※ なお、主務大臣による業務実績評価や法人の存廃に係る判断等については、


第三者による国民目線のチェックが必要であり、詳細については、後記する。 


 


（４）国民目線での第三者チェックと情報公開の推進 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


【検討の視点】 


独立行政法人は、国の出資の下、公共性の高い事務・事業を実施するものであ


ることから、その業務の運営状況について、国民に分かりやすく知らせることが


必要であるとともに、その在り方について、国民目線で不断にチェックを行う必


要がある。 


また、効率的・効果的な業務運営を担保する観点から、法人が様々な事務・事


業を実施するに当たり、それらがどのような資金で賄われ、その資金がどのよう


に支出されているのかを示すことも含め、その経営状況について分かりやすく公


開していくことが必要である。 


 


【具体的改善方策】 


①国民目線での第三者チェックの仕組みの整備 


○ 主務大臣が行う法人の目標設定や中期目標期間の業務実績評価等について、


第三者機関が点検を行い、主務大臣に対して意見を述べることができること


とすべきである。 


○ 上記の第三者機関は、中立性・公正性の確保の観点から制度所管府省に設


置すべきである。第三者機関の委員は、組織・経営・財務・会計・法令遵


守・行政制度等の専門家から選任することとし、必要に応じ、専門の部会を


設置できるようにすべきである。 


○ 法人の業務運営の適正性を確保するため、上記の第三者機関による点検を


行うほか、行政評価・監視の仕組みや行政事業レビュー等の手法についても、


事務の効率性にも配慮しつつ、それぞれの趣旨・目的を勘案して適切に組み


合わせ、効果的に活用することにより、法人の業務運営の適正性を確保すべ


きである。 


＜ポイント＞ 


・「お手盛り」防止のため、制度所管府省に設置する第三者機関により主務大


臣の評価等を点検。行政評価・監視、行政事業レビューも適切に組み合わ


せ、国民目線での第三者チェックを実施。 


・組織・業務状況に係る情報公開の内容を拡充。業務運営状況等に係る国民向


け説明会を開催。 


・会計基準を見直し、事業別のセグメント情報を充実。事業と財源の対応関係


を明確化することにより、交付金の投入につき原則業務達成基準を採用。 
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○ 法人に対し行政評価・監視が行われた場合は、その実地調査に基づく詳細


な精査や勧告を第三者機関が行う点検等に活用するなどの取組を検討すべき


である。また、第三者機関が点検等を行う上で必要な場合には、総務省に調


査を依頼することとすべきである。 


○ 法人の存廃等に係る主務大臣の判断について、公平・中立性の観点から第


三者機関が点検し、主務大臣に対して意見を述べることができることとすべ


きである。 


 


②業務運営に係る情報公開の推進等 


○ 組織や業務運営の状況を的確に国民に伝えるため、法人の組織・業務状況


（例えば、法人の事業部門・間接部門別職員数、一定水準以上の給与を受け


る職員の給与額等）、取引等の状況（例えば、公務員ＯＢの再就職先との取


引状況や会費等契約によらない支出の状況等）、財務状況（例えば、交付金


の使途や資産保有状況等）などについて、公開する情報の内容の拡充を図る


べきである。また、国民向け説明会を開催するなどにより、法人に関する情


報を国民に分かりやすく公表することが重要であり、その具体的内容につい


て更に検討を進めるべきである。 


○ 随意契約、一者応札等の見直しや契約・調達手法の多様化等、契約・調達


の適正化に向けた取組を促進するとともに、関連会社等との契約の透明性を


高め、多額の不要額が認められる場合に適切に返納させる取組を強化すべき


である。また、法人の業務運営の透明性・公正性を確保する観点から、法人


から関連会社等への再就職を法律により規制すべきである。 


 


③会計基準等の見直し 


○ 法人の会計基準について、損益均衡の仕組み（中期計画に沿って通常の運


営を行った場合には損益が均衡する仕組み）は維持しつつ、事業別に区分さ


れた情報を充実するとともに、事業と財源の対応関係を明らかにすることに


より、原則として業務達成基準を採用すること等の見直しを行うこととし、


その詳細について専門的に検討すべきである。 
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Ⅲ 独立行政法人の組織の見直し 


 


当分科会においては、各独立行政法人について、そもそも法人として存置する


必要があるか、又は、法人として存置する場合でも、国の財政（とりわけ運営費


交付金）への依存度が低いもの、事務・事業の特性上、固有の法制度に基づく国


の関与やガバナンスの下で事務・事業を実施することが適当と考えられるものな


どについては民営化等を行うことが適当ではないか、特に、国が関与することで


政策上必要な業務の的確な実施を確保しつつ、会社法のガバナンスに基づく企業


的経営により業務の効率的・機動的な実施が可能となるものについては、特殊会


社（全額政府出資のものを含む 。） とすることが適当ではないかという観点から、


国や他の法人に事務・事業を移管した上での廃止又は民営化等の可能性について


徹底した検討を行った。 


 


また、その検討の結果、廃止又は民営化等を行うべきと判断された法人以外の


法人については、上記Ⅱで述べた新たな法人制度に基づく法人に移行することが


適当である。 


これらについては、以下の観点を踏まえ、単独の法人として存続させるより他


の法人と統合することが適当であるかどうか、又は、法人そのものの統合にはな


じまなくても、政策実施機能の強化等の観点から事務・事業の一部を切り出して


統合することが可能かどうかについて精査を行った。 


さらに、業務の移管、民間委託の拡大等により法人の大幅なスリム化、効率化


等を行うことのできる可能性についても検討を行った。 


 


○ 統合によりシナジー効果が発揮され、我が国の成長に資する政策実施機能の


強化につながるか。 


○ 統合により、重複する事務・事業の廃止も含め、限られた予算、人員等の資


源を、事業ニーズや環境の変化に合わせて戦略的に配分することが可能となり、


新たな有用な事業の発現等、国の政策目的の達成に貢献すると見込まれるか。 


○ 統合による間接部門の合理化等により、より効率的な業務運営が可能となる


か。 


 


このような観点からの検討結果を踏まえ、各法人について講ずべき措置を別紙


のとおり提言する。 
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Ⅳ 新たな法人制度及び組織への移行に当たっての措置 


 


○ 独立行政法人から新たな法人制度及び組織への移行に当たっては、以下のよ


うな合理化を徹底すべきである。 


 ① 国を含む他の主体に事務・事業を移管した上で廃止する法人については、


事務・事業の徹底した合理化を行った上で移管する。 


 ② 民営化等を行う法人については、その業務が真に効率的かつ効果的に行わ


れるものとなるよう、民業補完の観点に留意しつつ制度設計を行う。 


③ 他の法人との統合等を行う法人については、事務・事業及び組織をそのま


ま引き継ぐのではなく、整理・合理化を徹底的に行った上で統合する。役員


の体制についても必要最小限の規模とする。 


 ④ 上記以外の法人についても、新たな法人に移行するに当たっては、事務・


事業及び組織の維持を所与のものとせず、その徹底的な合理化を図る。 


 


○ 合理化・効率化を推進するに当たっては、間接部門における効率的なシェア


ードサービスや民間の専門家の知見を積極的に活用し、事業部門の再編、業務


フローの見直し、業務処理システムの統一化等、真に実効性ある方策を講じる


とともに、間接部門の余剰人材を事業部門に振り分けるなど、全体としての業


務の最適化を図ることが必要である。その際、中長期的な観点からの費用対効


果分析も併せて行い、資源の有効活用を図ることが必要である。 


  また、新たな組織形態に移行した後においては、上記の取組を始め、行政事


業レビューの活用等により、事務・事業について不断の見直しを行うべきであ


る。 


 


○ 制度・組織の見直しに基づく取組を進めるに当たっては、独立行政法人の職


員の雇用の安定に配慮する必要がある。 


 


○ 独立行政法人については、我が国の厳しい財政状況や、政府を挙げて東日本


大震災に対処する必要性に鑑みれば、新たな組織形態への移行までの間におい


ても、現在の中期計画において定められている効率化等に関する取組の内容以


上の取組を実施するなど、引き続き一層の合理化に努めるべきである。 
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（別 紙） 


 


 


 


 


 


 


 


 


各独立行政法人について講ずべき措置 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


本資料は、当分科会の各ワーキンググループにおける各府省及び独立行政法人


へのヒアリング及び検討の結果を踏まえて取りまとめたものである。 
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 内閣府所管法人  


 


○国立公文書館 


・ 公文書等の管理業務は、国の基盤的な業務であり、その扱いに関する長年の検討を踏まえ、


公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）が成立した。同法附則第 13 条第１項で


は、「法施行後５年を目途として所要の検討を加え、必要な措置を講じる」とされており、また、


同法に係る付帯決議においては「組織の在り方の検討」が求められている。これらは、行政の


みならず立法及び司法に関連する文書についても国立公文書館において取り扱うことを念頭に


おいたものである。このような特殊な事情を前提に、国立公文書館については、法律で定める


法施行後５年を目途とする見直しの中で、特別の法人化を含めた検討を行うこととすべきであ


る。 


 


○北方領土問題対策協会 


・ 北方領土問題自体は、我が国の主権に関わる重大課題であり、その解決は国策として取り組


まれるべきものである。ただし、本法人は、国全体の問題解決の取組の中において、国策と方


向性を同一にしながらも、国民各層を結集した国民運動を柔軟かつ効率的に展開していくこと


を主たる任務としているため、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○沖縄科学技術研究基盤整備機構 


・ 本法人は、平成 23 年 11 月１日の学校法人「沖縄科学技術大学院大学学園」創設をもって解


散した。今後、沖縄振興予算による補助が行われる見通しであることを踏まえ、内閣府におい


て学校法人化後の規律についても適切に確保するため、大学の自律的な規律に加えて、①内閣


府との間で業務運営状況に関する定期的な協議会を開催すること、②月次で予算執行状況の報


告を行うことを事業計画認可に際して義務付けるべきである。 


 


 


 消費者庁所管法人  


 


○国民生活センター 


・ 本法人については、消費者庁と国民生活センターの間における「平成 25 年度の消費者庁への


一元化を目指す」との結論を受け、政務レベルでの判断を行うために、平成 23 年 10 月 12 日か


ら一元化に係る試行や第三者を含めた検証が行われてきた。その結果を踏まえ、本法人の全て


の機能を国へ移行することとし、その具体的な在り方について検討を行い、平成 24 年夏までを


目途に結論を得るとの判断に至った。これに基づき、消費者行政全体の機能を効率化・強化し、


国民の安全・安心を確実に担保するため、平成 25 年度を目途に本法人の機能を国に移管すべき


である。 


・ 平成 20 年度第二次補正予算に由来して法人に積まれている約 81.2 億円のうち、平成 24 年度
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末までの執行見込額を除いた約 58.4 億円を平成 23 年度末までに国庫に返納する方針を確認し


た。さらに、平成 24 年度末に当該資金に残高があれば、その時点で国庫に返納することを確認


した。 


 


 


 総務省所管法人  


 


○情報通信研究機構 


・ 本法人は、情報の電磁的流通及び電波の利用に関する技術の研究及び開発に係る業務を実施


していることから、研究開発型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、情報セキュリティ関連の研究開発については、情報セキュリティ対策の強化の観点か


ら、内閣官房情報セキュリティセンターの下で、各府省横断による政府の一体的な取組との連


携等を一層強化していくべきである。 


 


○統計センター 


・ 本法人は、国と連携を図りつつ、国の統計に係る製表事業等を確実かつ正確に実施すること


が求められているものであるが、新たな法人制度の検討において法人類型と職員の身分との関


係についての整理・検討が進んでいることから、「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年


12 月 24 日閣議決定）を踏まえ、今後の業務の在り方、当該業務を行う職員の身分等について


検討し、法人の分類について早急に結論を得るべきである。 


・ 製表事業については、各府省の統計業務が民間に漸次移行している状況を踏まえ、各府省の


統計業務を統合した上で、更なるアウトソーシングが可能かどうか見極め、製表事業を統括し


て行うことも検討していく必要がある。 


 


○平和祈念事業特別基金 


・ 本法人については、独立行政法人平和祈念事業特別基金等に関する法律の廃止等に関する法


律（平成 18 年法律第 119 号）により、平成 25 年４月１日までの政令で定める日に廃止される


ことを確認した。 


 


○郵便貯金・簡易生命保険管理機構 


・ 本法人については、郵政改革法案において、「政府は、この法律の施行後３年を目途として、


機構が日本郵政公社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険に係る債務の減少の状況、その他


の状況を勘案し、機構の解散について検討を加え、その結果に基づいて所要の法制上の措置そ


の他の措置を講ずるものとする。」とされており、同規定に基づいた対応が行われるべきである。 
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 外務省所管法人  


 


○国際協力機構及び国際交流基金 


・ 国際協力機構及び国際交流基金は、国内外における外交政策の実施機関としての機能を担っ


ていることから、共に国際業務型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。な


お、国際協力機構の有償資金協力業務については金融業務型のガバナンスを適用すべきである。 


・ また、国際交流基金及び国際観光振興機構については、国際相互理解の増進を目的とした事


務・事業を実施しており、その関連性が特に高いことから、統合に向けた工程表を作成するた


めの協議の場を設置し検討を行うべきである。 


・ 国際協力機構、国際交流基金、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所につい


ては、様々な活動を総合的に連関させることによる相乗効果の発揮及びワンストップサービス


の実現を図るとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法人の


拠点を活用できるよう、現地における事務所及び所員の法的地位等に留意しつつ、機能的な統


合を進めるべきであり、特に、３法人以上の海外事務所が設置されている都市については、速


やかに統合作業に着手すべきである。その他の海外事務所についても、統合に向けた戦略及び


国ごとの当該活動の実施状況・必要性、諸情勢等を勘案した個々の海外事務所における機能的


な統合の在り方について検討を行うべきである。 


 


 


 財務省所管法人  


 


○酒類総合研究所 


・ 酒類の分析・鑑定及びその理論的裏付けとなる研究・分析業務は、適正な課税に直結するも


のであり、国の判断と責任の下で実施すべき事務・事業である。また、本法人の規模は職員数


46 人と小規模であり管理コストに規模の経済が働きにくい。したがって、「独立行政法人の事


務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）に基づき、本法人を廃止し、講


習等の業務を民間による単独実施へと漸次移行していくことを前提に、必要な定員・予算を確


保した上で、その機能を一体として国に移管して実施すべきである（施設等機関化）。 


 


○造幣局 


・ 本法人は、国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りつつ、貨幣等製造事業及びそれに


必要な研究開発等の事業を確実かつ正確に実施する必要があるため、「独立行政法人の事務・事


業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）に基づいて業務のスリム化を進めてい


くことを前提に、偽造等への緊急対応が可能となる柔軟性を確保しつつ、行政執行法人として


位置付けることが適当である。 
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○国立印刷局 


・ 本法人は、国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りつつ、銀行券等の製造等及びそれ


に必要な研究開発等の事業を確実かつ正確に実施する必要があるため、「独立行政法人の事務・


事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）に基づいて業務のスリム化を進めて


いくことを前提に、偽造等への緊急対応が可能となる柔軟性を確保しつつ、行政執行法人とし


て位置付けることが適当である。なお、病院事業については、現行中期目標期間終了時までに


本法人の事業としては廃止すべく、公的医療機関への移譲以外の措置も選択肢に含めて鋭意取


り組むべきである。 


 


○日本万国博覧会記念機構 


・ 大阪府との財産関係の整理に関する協議が整うことを前提に、法人を廃止する。また、関係


者に対し、協議を更に加速し、速やかに結論を得ることを要請する。 


 


 


 文部科学省所管法人  


 


○国立特別支援教育総合研究所 


・ 本法人において現在取組が進められている地方公共団体、大学、民間企業、他省所管の独立


行政法人等との共同研究を機動的・弾力的に実施するため、成果目標達成法人として位置付け


ることが適当である。 


 


○大学入試センター、日本学術振興会、日本学生支援機構、大学評価・学位授与機構


及び国立大学財務・経営センター 


・ 大学連携型の成果目標達成法人に位置付けるべき大学入試センター及び大学評価・学位授与


機構については、大学関係者が運営に関与する仕組み等を導入することを前提に、大学教育の


質の保証を担う機能を強化する等の観点から、統合すべきである。なお、統合後の法人につい


ては、学位授与に係る手数料の引上げ等により、自己収入比率を高め、将来的に運営費交付金


に頼らない構造での運営を目指すべきである。 


・ 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）に基づき


廃止される国立大学財務・経営センターの業務のうち当面継続されるものについては、統合後


の法人に移管されるべきである。 


・ 日本学生支援機構の奨学金貸与事業については、返還率に関する情報開示を積極的に進める


など金融事業としての側面に着目した抜本的な見直し、ガバナンスの強化及び効率化により、


事業の持続可能性を確立していくべきである。また、本法人については、その機能を整理した


上で、統合後の法人への統合、事務・事業の他の主体への一部移管等、その具体的な在り方に


ついて平成 24 年夏までを目途に結論を得るべきである。 
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・ 日本学術振興会については、研究者向け学術研究の資金配分機関としての性格を有している


が、資金配分実施機関については、事業仕分け等の議論を踏まえ、その在り方を抜本的に見直


す必要があることから、その見直しの中で本法人の機能・役割・在り方についても検討が必要


である。 


 


○国立青少年教育振興機構 


・ 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）等に基づ


き、国立青少年交流の家等の自治体・民間への移管等に向けた取組や稼働率の低い施設の廃止


に向けた検討を積極的に進め、その上で、将来的な独立採算制への移行、他法人との統合等を


検討すべきである。 


・ なお、当面の在り方としては、民間への委託など業務運営の創意工夫により、施設管理の効


率化が進められる点に着目し、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○国立女性教育会館 


・ 女性教育及び男女共同参画の推進という政策目標の達成に向けて、国立女性教育会館の機能、


在り方及び効率化に関する抜本的な検討を関係者等の参画を得て行い、平成 24 年夏までに結論


を得るべきである。 


・ なお、当面の在り方としては、民間との連携により効率化が進展していること等から成果目


標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○国立科学博物館、国立美術館、国立文化財機構及び日本芸術文化振興会 


・ 文化振興型の成果目標達成法人に位置付けるべき上記４法人のうち、国立科学博物館につい


ては、自然史・科学技術史に関する調査研究と資料の収集・保管・展示等を一体的に行ってお


り、他の法人とは性格・位置付けが異なる。 


・ 他方、国立美術館、国立文化財機構及び日本芸術文化振興会の３法人については、それぞれ


の管理機能及び専門職員に裏付けられた事業遂行機能が限界的な状況に至っているとの指摘が


ある一方、①弱体化している間接部門の強化を図る必要があること、②さらに、その結果、我


が国の多様な文化芸術資産を適切に保全・普及しつつ、国際的な情報発信力の強化等が図られ


ること、③他方、規模の拡大により規律の確保が困難になるのではないかとの問題については


事業内容に相対的な親和性があり工夫により克服できる余地があると考えられることから、統


合して全体として機能強化を図るべきである。 


・ その際、文化振興法人については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成


22 年 12 月７日閣議決定）において「国の負担を増やさない形での事業の充実に向けて、制度


の在り方を検討する」とされた趣旨を十分踏まえ、必要な職員数・予算を確保するとともに、


真に自己収入の増加に向けたインセンティブが確保されることが不可欠である。このため、①


一定の自己収入を美術品等の管理等を行う専門職員の確保に使用できるようにする、②目的積


立金が運用上、弾力的に認定されるようにする、③我が国の美術品や文化財等の海外への流出
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等を防ぐとともに魅力ある収蔵品を機動的・効果的に購入できるように、また、トップクラス


の伝統芸能の伝承者や現代舞台芸術の実演家等を招へいする際に２年ないし３年後の公演とな


る契約等ができるように民間資金等を活用した「基金」を設置する、④シナジー効果を十全に


発揮するため法人本部機能を拡充する、といった制度設計・運用を前提とすべきである。 


 


○物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、放射線医学総合研究所、科学技術振興


機構、理化学研究所、宇宙航空研究開発機構、海洋研究開発機構及び日本原子力研


究開発機構 


・ 研究開発は国の経済成長の重要な要素であり、研究開発法人の在り方については、政府全体


の研究開発体制の在り方の中で検討していくことの必要性が指摘され、国家戦略としての科学


技術・イノベーション政策の司令塔機能の強化について検討が進められているが、その制度設


計と併せて、全ての研究開発法人に共通して、①組織の規模、②研究領域、③研究の進め方、


④規律の強化、⑤新たなニーズへの柔軟な対応、といった視点から検討を加え、その時々の政


策ニーズに機動的に対応できる研究開発体制を実現すべきである。 


・ 特に、①東日本大震災の経験を踏まえた防災研究の強化のため、防災科学技術研究所と海洋


研究開発機構を統合、②宇宙基本法（平成 20 年法律第 43 号）の趣旨を踏まえ、国民生活や産


業等の視点を宇宙開発に導入することにより、防災研究との連携強化や経済成長への寄与を図


るため、独立行政法人宇宙航空研究開発機構法（平成 14 年法律第 161 号）を改正し、本法人の


業務内容を見直し、③研究領域の広い、理化学研究所と科学技術振興機構については、科学技


術イノベーション創出のため、ニーズ主導への転換に向けた体制強化を図るとともにガバナン


スを強化、④応用範囲が広く、様々なニーズの基盤となる物質・材料分野を研究領域とする物


質・材料研究機構については、引き続き高いレベルでの成果を発揮させるため、ガバナンス及


び機能の強化を図る、といった組織改革を実現すべきである。 


具体的には、理化学研究所については、独創的シーズ創出のみならず、科学技術イノベーシ


ョン創出のため、ニーズ主導への転換に向けて、研究分野の融合・総合化等の見直しを行い、


併せて、現在、本法人に設置されている組織の再編整理を進める。その上で、組織横断的にニ


ーズ主導・イノベーション志向を徹底するための統括組織を整備してガバナンスを強化する、


といった組織改革を実現すべきである。 


科学技術振興機構については、業務内容を、①ニーズ主導への転換による科学技術イノベー


ションの創出に向けて基礎研究から応用研究までを効率的に実施、②日本全体の研究基盤とし


てのソフトインフラを整備、の大きく２つに再編する。また、内部組織を大くくり化・再編し


て効率化するとともに、組織横断的にニーズ主導・イノベーション志向を徹底するため、全体


の統括機能を強化することで、ガバナンス体制を整備する。さらに、両法人の実施している研


究について、プロジェクトスタート時及びプロジェクトの進捗途中にそれぞれの研究テーマに


重複・無駄がないか、あるとすればどちらにおいて実施することが望ましいかを調整する、理


事クラスの合同コーディネーション会議（仮称）を設置し、定期的（年２回程度）に開催する


こととする、といった組織改革を実現すべきである。なお、本法人については、研究開発の資


金配分機関としての性格を有しているが、資金配分実施機関については、事業仕分け等の議論
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を踏まえ、その在り方を抜本的に見直す必要があることから、その見直しの中で本法人の機能、


役割及び在り方についても検討が必要である。 


物質・材料研究機構については、①ニーズ主導を徹底し、更に具体的なイノベーション創出


を図るため、産学官共同事業に関する計画策定及び資源配分等の判断を企業・大学と合同で行


う意思決定システムを新たに整備する、②あわせて、国際的水準での成果を更に実現するため、


世界材料研究所フォーラム等の国際協力の枠組みを活用して主要な材料研究所の運営に関する


国際的基準を新たに採用・実施し、本法人の運営戦略へ反映する、といった組織改革を実現す


べきである。 


・ ただし、放射線医学総合研究所及び日本原子力研究開発機構の２法人については、今後行わ


れる中長期的な原子力政策及びエネルギー政策の見直しの議論等の結果を踏まえるとともに、


事故対策・安全確保対策への重点的取組の必要性に伴い、国の組織と一体になって、事故の収


束へ向けた中長期的な取組や安全対策に関する人材の確保・養成等の重要課題に効果的に取り


組むことができるよう、平成 24 年末を目途に成案を得るべく、原子力関連の独立行政法人の将


来的な統合等も含めた在り方について検討すべきである。その際、これらの２法人が有してい


る原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号）に基づく指定公共機関としての機能を


十全に果たすことを確保しつつ、経済産業省から環境省に移管される原子力安全基盤機構を含


めた研究開発・業務遂行体制の整理等を含め、政府全体としてあるべき姿を検討すべきである。 


 


○教員研修センター 


・ 学校教育関係職員に対して、国による実施が必要不可欠な研修を行う等の事業は、国の判断


と責任の下で実施すべき業務である。更なる教員の資質能力の向上は国の重要課題であること


から、必要な定員・予算を確保した上で、本法人の機能を一体として国に移管するとともに（施


設等機関化）、併せてその機能強化を図るべきである。 


 


○日本スポーツ振興センター 


・ 本法人については、施設管理やスポーツ振興投票業務において、民間への委託等による効率


化が進められているが、成果目標達成法人として位置付けた上で、更なる効率化を図るべきで


ある。民間委託方法の検討を含めた具体的な効率化策を平成 24 年夏までに作成する必要がある。 


・ また、民間委託等による効率化が十分な効果を挙げられないと認められる場合には、他法人


との統合、業務の再編等の可能性について引き続き検討すべきである。 


 


○国立高等専門学校機構 


・ 本法人は、我が国の技術系教育機関であるが、特定の業界に限られない学校経営という観点


から、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 
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厚生労働省所管法人  


 


○国立健康・栄養研究所及び医薬基盤研究所 


・ 医療・創薬のイノベーションの推進に向け、医療や健康に関する分野における研究開発の機


能を強化するためには、関係する研究の連携・融合を図ることが必要であることから、上記２


法人を統合し、研究開発型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


  なお、医療に係る研究開発業務を行う国立高度専門医療研究センター６法人については、後


記のとおり設立後３年以内に存廃の検討を行うこととされていることから、今回の組織見直し


においては統合の対象外とすべきである。 


・ 「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日閣議決定）において、安全性が高く優れた日本発の革新


的な医薬品等の研究開発を早急かつ確実に推進するための支援機能を強化し、国際的な創薬競


争における遅れを取り戻すことが指摘されていることを踏まえ、今後も、医薬基盤研究所は、


創薬支援に中心的に取り組むこととし、また、医薬基盤研究所、理化学研究所、産業技術総合


研究所等を含めた国を挙げての創薬体制を整備するため、創薬支援の在り方について、内閣官


房医療イノベーション推進室を中心に、厚生労働省、文部科学省、経済産業省等が連携して検


討を進め、早期に結論を得ることが必要である。 


 


○労働安全衛生総合研究所及び労働政策研究・研修機構 


・ 上記２法人は、労働政策の企画立案及び実施のために必要な調査研究を行うという共通目的


を有しており、労働政策研究に係る科学的知見の内製化及び労働政策の研究機能の強化の観点


から、上記２法人を統合することが適当である。 


・ また、労働政策研究については、ＩＬＯ条約を踏まえ、公平性・中立性が求められているこ


とに留意する必要がある。 


・ 労働政策の形成に資することを直接の目的とした体系的・継続的な研究を実施しており、主


務大臣から与えられた成果目標を最大限に達成することが求められることから、統合後の新法


人は、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○勤労者退職金共済機構 


・ 本法人は、中小零細企業で働く労働者のため、公的な性格を有する中小企業退職金共済制度


（中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第 160 号）に基づき制度の根幹部分を国が決定する）


の普及・運営が主たる業務であって、高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の成果


目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○高齢・障害・求職者雇用支援機構 


・ 本法人は、労働者の雇用の安定や福祉の増進等に係る業務を行っており、成果目標達成法人


として位置付けることが適当である。 
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○福祉医療機構 


・ 本法人は、国の医療・福祉政策の一環として、福祉医療分野における長期低利貸付けという


民間では困難な業務や社会福祉振興助成等の公的性格が強い業務を実施しており、成果目標達


成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、金融業務については、会社法を参考にした監査機能・リスク管理機能の強化等を図る


とともに、金融庁検査の導入及び高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型のガバナン


スを適用すべきである。 


・ また、福祉医療政策の動向や金融経済の環境を注視しつつ、政策金融業務を行う既存の法人


と同様な法人形態への将来的な移行も含め、その業務や組織の在り方について、引き続き適時


に見直しを行うべきである。 


 


○国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 


・ 本法人は、重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援に係る業務を行


っており、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○労働者健康福祉機構及び国立病院機構 


・ 上記２法人は、それぞれ労災病院、国立病院の経営を主要な業務とする法人であり、予算に


占める国からの財政支出割合が低く、自律的な経営が可能であると考えられる。国が担うべき


政策医療等について、国全体として無駄のない効率的な医療提供体制の下で、医療法の体系も


踏まえ、国が適切に関与しつつ、確実に実施することとすべきである。その上で、自律的かつ


効率的な経営の実現を目指すため、固有の根拠法に基づき設立される法人に移行することが適


当である。 


・ 具体的な制度の在り方については、例えば、国民負担の最小化、担うべき政策医療の明確化、


国との関係の明確化、適切な目標管理システムの構築、民間医療機関との役割分担、組織肥大


化の防止、医療の質の向上、財務の透明性確保、適正な利益配分等の観点から検討を進めるべ


きである。 


・ 労働者健康福祉機構については、移行に当たって、労災病院関係業務等の真に必要な事務・


事業に限定すべきであり、このような観点から、未払賃金立替払事業は勤労者退職金共済機構


に移管することが適当である。また、国立病院機構については、移行までに、非公務員化に伴


う問題の解決に向けた所要の調整を行う必要がある。 


・ 上記２法人については、引き続き、連携を進めつつ、将来の統合も視野に入れた具体的な検


討を行うべきである。 


 


○医薬品医療機器総合機構 


・ 国民の生命・安全に関わる医薬品の審査等の専門的な業務を行う法人であり、審査結果が、


法人の責任のみならず、主務大臣の責任に直結することから、国の責任に応じた適切な監督権


限を設け、国の関与を強化する必要がある。また、このような業務の特性を踏まえ、その業務
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運営における中立性・公平性を確保する観点から、本法人のガバナンスは新たな法人制度に比


較し厳格なものとすべきである。 


 また、事業仕分けや「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日閣議決定）等で指摘されたドラッグ・


ラグ及びデバイス・ラグを解消するため、専門性の高い人材の十分な確保について様々な工夫


をしつつ自己収入の範囲内で弾力的に行うことのできる仕組みを設けることが必要である。し


たがって、固有の根拠法に基づき設立される高度なガバナンスを有する法人に移行することが


適当である。 


・ 具体的な制度の在り方については、例えば、ドラッグ・ラグ及びデバイス・ラグの解消のた


めの戦略的な人材確保、出向者の在り方を含めた法人のガバナンスの抜本的な見直し、透明性


及び説明責任を確保するための積極的な情報公開、外部の目による徹底した評価の仕組みの導


入、国民負担の最小化等の観点から検討を進めるべきである。 


 


○年金・健康保険福祉施設整理機構 


・ 本法人については、独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一部を改正する法律


（平成 23 年法律第 73 号）により、同法の公布日から３年以内に、資産の譲渡・管理の業務を


主とする現行の法人から、病院（社会保険病院・厚生年金病院等）を直接経営する業務を主と


する地域医療機能推進機構へ移行することとされている。 


・ 現在、厚生労働省において地域医療機能推進機構の立上げに向けた実務的な検討・調整が進


められていることから、組織の在り方については、新法人への移行時までに検討することが適


当である。 


 


○年金積立金管理運用独立行政法人 


・ 本法人は、国民の巨額な年金資産（約 120 兆円）を運用する法人であり、運用による損失は、


国民の負担に直結することから、適切な監督権限を設け、国の関与を強化する必要がある。ま


た、このような業務を行っているため、その業務運営における中立性を確保しつつ、本法人の


ガバナンスは新たな法人制度に比較し厳格なものとすべきである。 


一方、資産の運用は、高度な専門性を有する人材を確保し、経済情勢に応じた機動的な対応


が求められるため、国とは別の主体で行うことが適当である。したがって、固有の根拠法に基


づき設立される高度なガバナンスを有する法人に移行することが適当である。 


・ 具体的な制度の在り方については、例えば、国としての責任が果たせる監督権限の導入、会


社法を参考にした監査機能・リスク管理機能等の強化や経営に係る責任の明確化、透明性及び


説明責任を確保するための積極的な情報公開、外部の目による徹底した評価の導入等の観点か


ら検討を進めるべきである。 


・ また、分科会においては、年金の運用は貴重な国民の財産の管理・運用であることに鑑みれ


ば、非市場性国債の保有により運用するか、あるいは市場運用とするかというそもそもの運用


方針の基本的在り方についても慎重に再検討すべきとの意見があった。 


・ なお、合議制の導入については、会社法と同様のガバナンス又は経営に係る責任体制が明確


化され、着実に機能する組織となることが前提であり、慎重な議論が必要との結論であった。 
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○国立高度専門医療研究センター（国立がん研究センター、国立循環器病研究センタ


ー、国立精神・神経医療研究センター、国立国際医療研究センター、国立成育医療


研究センター及び国立長寿医療研究センター） 


・ 国立高度専門医療研究センター６法人は、平成 22 年４月に国の機関から切り離して独立行政


法人として設立された法人であり、高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する


法律（平成 20 年法律第 93 号）の附則第 24 条において、同法の施行後３年以内に、独立行政法


人として存続させることの適否を含めた検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる


こととされている。 


・ なお、我が国の医療等の研究開発を強力に進める観点から、上記６法人については、医療や


創薬に関係する他の研究所との統合や機能面による再整理も含め、既存の枠組みにとらわれな


い検討を進めるべきである。 


 


 


 農林水産省所管法人  


 
○農林水産消費安全技術センター 


・ 本法人は、国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りつつ、必要な検査業務等を確実か


つ正確に実施する必要があるため、行政執行法人として位置付けることが適当である。 


 


○種苗管理センター及び家畜改良センター 


・ 上記２法人については、法人の裁量性やガバナンスに類似性があることを踏まえ、両法人が


実施する農畜産物の生産性・品質の向上等に係る業務を一体的に遂行する体制を構築する観点


から、両法人を統合し、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○水産大学校及び水産総合研究センター 


・ 水産大学校が持つ水産業界を担う即戦力となる人材育成機能と、水産総合研究センターが持


つ水産政策の基盤となる研究開発機能の一層の向上を図ることとし、水産分野の人材育成機能


及び研究開発機能をより拡充させた新たな法人を成果目標達成法人として設置すべきである。 


・ その際は、人材育成機関、研究開発機関それぞれの組織の自立性、意思決定の独自性に配慮


しつつ、水産大学校においては、その名称、立地（下関市）、施設を維持し、代表権を有する役


員を置くべきである。 


・ 人材育成業務については、人材育成型のガバナンスを適用し、水産関連業界への就職率の向


上と受益者負担の在り方を検討することが適当である。 


・ 新法人の設置時期については、水産大学校の在校生への影響を考慮すべきである。 
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○農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所及び


国際農林水産業研究センター 


・ 基礎から応用まで、農業・食品分野における研究を総合的に進めることにより、融合領域に


おける研究面でのプラスの効果の発現や、効率的な業務運営を推進するため、上記４法人を統


合し、研究開発型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、統合に当たっては、現在各法人が有している能力を維持・向上させる観点から、平常


時、災害対応等緊急時の如何にかかわらず、適切かつ迅速な意思決定によりその機能を最大限


に発揮させるマネジメント体制を構築することが必要である。 


 


○森林総合研究所 


・ 本法人は、主たる業務として、森林・林業の再生、木材及び木質資源の利用促進等、森林・


林業分野の国家的な行政課題に対して総合的に研究開発に係る業務を行うものであり、研究開


発型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ ただし、水源林造成事業等については、個別の法令に規定された事業を補助金等の使途が定


められた財源により実施していることから、行政事業型のガバナンスを適用することが適当で


ある。 


 


○農畜産業振興機構 


・ 本法人は、生産者の経営安定対策等、個別の法令に規定された事業を補助金等の使途が定め


られた財源により実施しており、行政事業型の成果目標達成法人として位置付けることが適当


である。 


・ なお、本法人の常勤理事の数は、常勤職員 205 名に対して８名となっており、その見直しを


検討すべきである。また、本法人の緊急対策分の保有資金については、民間保険等を活用する


などの取組を検討し、縮減に努めるべきである。 


 


○農業者年金基金 


・ 本法人は、農業者の老後生活の安定と農業者の確保を目的とし、政策的な補助を行いつつ、


加入者から保険料を徴収して年金事業を実施しているため、高度なガバナンスの仕組みを措置


した金融業務型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○農林漁業信用基金 


・ 本法人は、国等から相当の金額の出資（約 2174 億円）を受けて信用保証・保険や融資等の金


融業務を実施しているため、適切にリスク管理を行い、透明性を高めるとともに、高度なガバ


ナンスの仕組みを設ける必要がある。このため、効率的な業務運営とガバナンス強化の観点か


ら特殊会社化を検討すべきである。また、金融庁検査を導入することが適当である。 
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 経済産業省所管法人  


 


○経済産業研究所 


・ 本法人は、政策研究所として経済産業政策への貢献度が高い研究に重点化すべきであること、


ほぼ全ての財源が運営費交付金で賄われていること、職員数 46 人と小規模であり管理コストに


規模の経済が働きにくいこと、ＩＬＯ条約に基づき国からの一定の独立性が求められている労


働政策研究以外の政策研究は国が実施していることなどの事情を勘案し、国で直接実施するこ


とを含め、最も無駄を排除した効率的な運営をできる形態を検討すべきである。 


 


○工業所有権情報・研修館 


・ 本法人は、国際条約上の設置が求められる中央資料館の運営、工業所有権情報の提供事業、


特許庁職員の研修業務等を実施しており、引き続き現行と同様の運営を求められることから、


成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、人材育成事業のうち、特許庁職員向け研修を除く研修の実施については、民間の判断


に任せるべきである。ただし、特許庁の業務の迅速化等に資する研修については、民間に対す


る補助を導入するなど、適切な業務実施の在り方について引き続き検討を行うべきである。 


 


○日本貿易保険 


・ 平成 22 年 10 月の事業仕分けにおいて、貿易再保険特別会計を廃止し、その業務を本法人に


一体化するとともに、「国家の保証等国の関与を確保」することとされたところであり、「独立


行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）においても、「特


別会計の枠組みの在り方における新たな制度設計の中で、本法人の在り方について全般的な見


直しを行う」とされている。 


・ 本法人は、貿易保険事業を実施していることから、その特性を踏まえつつ、民間の保険業も


参考にガバナンスの強化やリスク審査能力の向上を図る必要がある。また、平成 20 年 7 月の産


業構造審議会貿易経済協力分科会貿易保険小委員会「中間とりまとめ」において、ガバナンス


の強化、経営の自由度の確保、サービスや効率性の向上のため、適切な国の関与の下、会社法


の法的枠組み等を活用する方向が出されている。 


・ これらを踏まえ、加えて、政府の「新成長戦略」（平成 22 年６月 18 日閣議決定）及び「日本


再生の基本戦略」（平成 23 年 12 月 24 日閣議決定）の推進に当たっての貿易保険の政策的重要


性に鑑み、国の政策意図を迅速かつ的確に反映させるなど国との一体性を高める必要がある。


また、会社法のガバナンスに基づき政策実施に向けた経営の機動性・効率性を向上させる必要


がある。このようなことから、国際競争力の観点を含め、「独立行政法人の事務・事業の見直し


の基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）において、「貿易保険の利用者に不便が生じない


よう対応する」とされていることを前提に、全額政府出資の特殊会社に移行すべきである。 
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・ 新たな制度設計に当たっては、貿易保険の特性を踏まえた経済産業大臣による指揮監督、会


社の保険金支払債務に係る政府保証、安定的な非課税措置、予算管理及び組織・事務等に関す


る機動性等について検討すべきである。 


 


○産業技術総合研究所 


・ 環境・エネルギー、ナノテクノロジー・材料・製造、ライフサイエンス、情報通信・エレク


トロニクス、標準・計測、地質の６つの研究分野において、産業技術の研究開発業務を行って


いるため、研究開発型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ また、本法人には、次世代天然物化学技術研究組合による大規模な公的化合物ライブラリー


が構築されていることなども踏まえ、日本発の革新的な医薬品等の研究開発を実現するための


支援体制の強化に向けて、関係機関との間で、研究開発に係る連携等の強化を進めていくべき


である。 


・ なお、情報セキュリティ関連の業務については、情報セキュリティ対策の強化の観点から、


内閣官房情報セキュリティセンターの下で、各府省横断による政府の一体的な取組との連携等


を一層強化していくべきである。 


 


○製品評価技術基盤機構 


・ 本法人は、国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りつつ、製品安全管理業務、化学物


質管理関連業務等の執行・規制に係る業務を確実かつ正確に実施する必要があるため、行政執


行法人として位置付けることが適当である。 


・ 電気工事士及びガス消費機器設置工事監督者の講習については、本法人の業務としての廃止


に向け、民間に委ねる具体的な方策の検討を進めるべきである。 


 


○新エネルギー・産業技術総合開発機構 


・ 本法人は、エネルギー・産業技術部門向け研究開発の資金提供機関として、民間企業の能力


を活用しつつ、大学や公的研究機関の有する研究開発能力の最適な組合せを図り、効率的・効


果的に個々の研究開発プロジェクトに係る事業を実施していることから、研究開発型の成果目


標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、本法人については、研究開発の資金配分機関としての性格を有しており、資金配分実


施機関として、事業仕分け等の議論を踏まえ、その在り方を抜本的に見直す必要があることか


ら、その見直しの中で本法人の機能、役割及び在り方についても検討することが必要である。 


 


○日本貿易振興機構 


・ 本法人は、国内外における貿易・投資振興等の実施機関としての機能を担っていることから、


国際業務型の成果目標達成法人として位置付けるべきである。 


・ 本法人と国際協力機構、国際交流基金及び国際観光振興機構の海外事務所については、様々


な活動を総合的に連関させることによる相乗効果の発揮及びワンストップサービスの実現を図
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るとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法人の拠点を活用


できるよう、現地における事務所及び所員の法的地位等に留意しつつ、機能的な統合を進める


べきであり、特に、３法人以上の海外事務所が設置されている都市については、速やかに統合


作業に着手すべきである。その他の海外事務所についても、統合に向けた戦略及び国ごとの当


該活動の実施状況・必要性、諸情勢等を勘案した個々の海外事務所における機能的な統合の在


り方について検討を行うべきである。 


・ 本法人の国内事務所が中小企業基盤整備機構の地方事務所と同一都市に存在する場合には、


中小企業に対するワンストップサービスの実現を図る観点から、自治体等と調整しつつ、同一


フロアへの集約等の共用化を進めるとともに、機能の統合を進め、中小企業の海外進出に係る


業務について総合的に支援する体制を構築すべきである。 


 


 


○原子力安全基盤機構 


・ 本法人は、「原子力安全規制に関する組織の見直しについて」（平成 23 年８月 12 日関係閣僚


了解）に基づき、経済産業省から環境省に移管することとされている。 


・ また、本法人については、今後行われる中長期的な原子力政策及びエネルギー政策の見直し


の議論等の結果を踏まえるとともに、事故対策・安全確保対策への重点的取組の必要性に伴い、


国の組織と一体になって、事故の収束へ向けた中長期的な取組や安全対策に関する人材の確


保・養成等の重要課題に効果的に取り組むことができるよう、平成 24 年末を目途に成案を得る


べく、原子力関連の独立行政法人の将来的な統合等も含めた在り方について検討すべきである。 


 


○情報処理推進機構 


・ 本法人は、一般国民に対する情報セキュリティ相談業務等を行っているものの、主な業務の


裨益者が情報セキュリティ業界やシステムを導入している民間企業であることから、公益法人


化すべきである。 


・ なお、本法人が情報セキュリティ対策において収集・分析した情報を研究開発へ迅速に反映


するなど、情報セキュリティに係る取組の抜本的な強化が図られるのであれば、ハードウェア


とソフトウェアに関する研究開発型の法人との統合も検討の選択肢と考えられる。その際、情


報セキュリティ関連の業務については、情報セキュリティ対策の強化の観点から、内閣官房情


報セキュリティセンターの下で、各府省横断による政府の一体的な取組との連携等を一層強化


していくべきことが求められることに留意すべきである。 


 


○石油天然ガス・金属鉱物資源機構 


・ 本法人は、石油等や金属鉱物の探鉱に必要な資源の供給（リスクマネー供給）や、石油等の


資源開発促進に係る研究開発業務等を行っており、主務大臣から与えられた成果目標を最大限


に達成することが求められることから、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、現在、国家戦略会議において、福島原子力発電所の事故の反省を踏まえたエネルギー・
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環境戦略の再構築として「革新的エネルギー・環境戦略」が検討されていることを踏まえ、エ


ネルギーに係る権益確保を強化する観点から、適切なリスク資産管理の機能強化をしつつ、必


要な対策を講じることが必要である。 


・ 金融的手法を用いたリスクマネー供給業務については、資源獲得の不確実性や民間金融機関


では対応困難なカントリーリスク等の特殊性等を踏まえた上で、高度なガバナンスの仕組みを


措置した金融業務型のガバナンスを適用すべきである。 


 


○中小企業基盤整備機構 


・ 本法人は、中小企業支援を行っており、主務大臣から与えられた成果目標を最大限達成する


ことが求められることから、成果目標達成法人として位置付けるべきである。 


・ 本法人における金融的手法を用いた業務については、高度なガバナンスの仕組みを措置した


金融業務型のガバナンスを適用し、金融庁検査を導入すべきである。 


・ 本法人の地方事務所が日本貿易振興機構の国内事務所と同一都市に存在する場合には、中小


企業に対するワンストップサービスの実現を図る観点から、自治体等と調整しつつ、同一フロ


アへの集約等の共用化を進めるとともに、機能の統合を進め、中小企業の海外進出に係る業務


について総合的に支援する体制を構築すべきである。 


 


 


 国土交通省所管法人  


 


○土木研究所、建築研究所、海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所及び電子航法


研究所 


・ 国土交通行政分野全般にわたる形で効率的な業務運営を図るため、上記５法人を統合し、研


究開発型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、統合に当たっては、現在各法人が有している能力を維持・向上させる観点から、各分


野に関して、平常時、災害対応等緊急時の如何に関わらず、適切かつ迅速な意思決定によりそ


の機能を最大限に発揮させるマネジメント体制を構築することが必要である。 


・ また、現在、各研究所が有するプレゼンスを損なうことがないようにする観点から、統合後


に各研究所の名称を引き続き使用することも含めて検討すべきである。 


 


○交通安全環境研究所、自動車検査独立行政法人及び自動車事故対策機構 


・ 上記３法人の業務には、それぞれ自動車の安全・環境性能の確保に係る業務が含まれている


ことから、国から移管される自動車検査・登録業務も含め、関連業務を１つの法人に集約すべ


きである。 


・ 具体的には、国から移管される自動車検査・登録業務、自動車検査独立行政法人の検査業務、


交通安全環境研究所の自動車審査・リコール技術検証業務、自動車事故対策機構の自動車アセ


スメント業務を新法人にて一体的に行うこととする。 
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・ 新法人は、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。なお、国から移管される


検査・登録業務の詳細等が明らかになった段階で、法人の分類について改めて検討すべきであ


る。 


・ なお、交通安全環境研究所の研究業務については、新法人が実施する検査・審査等の業務に


必要な調査、試験、評価等新法人の基本業務に付随的な業務を新法人にて行うこととすべきで


ある。 


・ また、自動車事故対策機構の業務のうち、上記の新法人に移管しない被害者援護業務及び安


全指導業務については、引き続き自動車事故対策機構にて行うこととし、本法人は成果目標達


成法人に位置付けるべきである。 


 


○航海訓練所及び海技教育機構 


・ 上記２法人は、船員養成という共通の目的を持って活動している法人であり、座学から実習


まで一貫して行えるようにするため、統合すべきである。統合後の法人は、人材育成型の成果


目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ 統合後の法人においては、船員養成を一層効果的・効率的に行う観点から、商船系国立大学、


商船系高等専門学校及び関係者との間で一層の連携強化を図り、他の船員養成機関とともに各


機関が有する施設や機能の一体的な運用を行っていくべきである。 


・ なお、両法人の業務により海運業界が裨益しているが、これまで海運業界を始めとする関係


者の受益者負担は十分ではないため、その在り方を整理し、人的・物的協力を含む適切な負担


の拡大を図っていくことが必要である。 


 


○航空大学校 


・ パイロット養成事業自体の必要性は認められるが、パイロットの養成については、航空会社


による自社養成に加え、私立大学による養成が始まっている。こうした中で、このような民間


の事業を積極的に支援し、また、これを活用していくことにより、効率的なパイロット供給に


努めることとし、航空大学校については、今後、パイロットの需給バランス、私立大学の動向、


国際競争力の確保、航空会社の意見等を踏まえ、パイロット養成事業を民間に委ねていくこと


につき検討すべきである。 


・ 本法人は人材育成型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○鉄道建設・運輸施設整備支援機構 


・ 本法人は、主として、個別の法令に規定された新幹線建設等の事業を補助金等の使途が定め


られた財源により実施しており、行政事業型の成果目標達成法人として位置付けることが適当


である。なお、特例業務及び船舶に関する業務には一般の成果目標達成法人のガバナンスを適


用し、このうち資金の貸付けを実施している内航海運活性化融資業務には、高度なガバナンス


の仕組みを措置した金融業務型のガバナンスを適用すべきである。 
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○国際観光振興機構 


・ 本法人は、国際業務型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ 国際交流基金及び国際観光振興機構については、国際相互理解の増進を目的とした事務・事


業を実施しており、その関連性が特に高いことから、統合に向けた工程表を作成するための協


議の場を設置し検討を行うべきである。 


・ 国際協力機構、国際交流基金、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所につい


ては、様々な活動を総合的に連関させることによる相乗効果の発揮及びワンストップサービス


の実現を図るとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法人の


拠点を活用できるよう、現地における事務所及び所員の法的地位等に留意しつつ、機能的な統


合を進めるべきであり、特に、３法人以上の海外事務所が設置されている都市については、速


やかに統合作業に着手すべきである。その他の海外事務所についても、統合に向けた戦略及び


国ごとの当該活動の実施状況・必要性、諸情勢等を勘案した個々の海外事務所における機能的


な統合の在り方について検討を行うべきである。 


・ 本法人は観光庁との役割分担により海外業務を中心とすることとなっているが、依然として、


職員 93 人のうち 62 人が本部で勤務しており、本部機能の縮小と海外業務への重点化を行うべ


きである。 


 


○水資源機構 


・ 本法人は、主として、個別の法令に規定されたダム建設等の事業を補助金等の使途が定めら


れた財源により実施しており、行政事業型の成果目標達成法人として位置付けることが適当で


ある。 


・ 本法人の業務については、利害調整や安全確保のための中核的な判断に関わる業務を除き、


外部に委託又は移管し、大幅にスリム化すべきである。スリム化に当たっては、業務の外部へ


の委託又は移管がコスト削減に結び付くよう、類似の業務を集約するなど業務の再構築を図る


べきである。 


 


○空港周辺整備機構 


・ 今後、国管理空港に係る空港運営の民間委託等を進める中で、福岡空港につき民間委託等を


行うこととなる際に、本法人が行う福岡空港の周辺環境対策も、その適正な実施を確保しつつ、


新たな空港運営主体に移管する方向で検討すべきである。 


・ それまでの間、本法人は、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


 


○海上災害防止センター 


・ 本法人については、油等防除の確実な実施のために必要な枠組みを維持しつつ、民間主体に


移行する方針とされており、これに向けた法整備を可及的速やかに進めるべきである。 
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○都市再生機構 


・ 本法人は、平成 22 年度末で約 3050 億円の繰越欠損金及び約 14 兆円の負債を抱えており、こ


れが将来の国民負担とならないよう計画的に解消・縮小していくことが重要な課題となってい


る。そのためには本法人を特殊会社化し、経営力の向上、事業執行責任の明確化、透明性の向


上、チェック機能の強化など、会社法に基づきガバナンスを抜本的に強化することを検討すべ


きである。国土交通省における有識者検討会の報告書においても、全額政府出資の特殊会社と


する選択肢が示されており、検討を進めるべきである。 


・ 特殊会社化に当たって解決・検討すべき具体的課題として、都市再生事業の施行権能や財政


融資資金の借入が引き続き認められるかなどが国土交通省から示されたところであり、それら


の必要性や、必要な場合における法改正を含めた解決可能性を早急に検討する必要がある。 


・ なお、特殊会社化に当たっては、本法人の住宅の居住者の居住の安定を維持する必要がある


ため、これを踏まえた移行プロセスを検討する必要がある。また、東日本大震災の復興事業の


推進に留意しつつ検討を進める必要がある。 


・ 組織改革を進めると同時に、繰越欠損金の解消計画のみならず、長期の債務削減計画を策定


し、この点も含めた抜本的な経営改善計画を策定することが不可欠である。 


 


○奄美群島振興開発基金 


・ 本法人は、奄美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）に基づき、奄美群島の自


立的発展のための産業振興を行っており、その機能は引き続き必要であるが、リスク管理債権


比率が極めて高い（平成 22 年度末で約 53％）など厳しい財務状況にあることから、今後この


機能を安定的かつ効果的に果たしていくために、具体的な繰越欠損金の解消に向けた計画を定


めるとともに、組織・業務の見直しを行うことが必要である。 


・ その際、ガバナンスの改善、コンサルタント機能の強化、財務状況の安定等を図る観点から、


日本政策金融公庫との統合の可能性も視野に入れることとし、信用保証業務や自治体からの出


資の扱いなどの問題を検討する必要がある。 


・ なお、本法人は、信用保証や融資を実施していることから、当面の在り方としては、高度な


ガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の成果目標達成法人として位置付け、金融庁検査を


導入することが適当である。 


 


○日本高速道路保有・債務返済機構 


・ 本法人は、成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ 本法人は、高速道路会社各社が建設する高速道路に係る資産及び債務を引き受けており、各


社の高速道路建設に係る工事内容、建設後のキャッシュフロー等を精査し、確認する必要があ


る。この点、本法人は高速道路会社各社と工事費用に係る債務の引受限度額や道路の貸付料に


ついて協定を結んでいるが、法人の職員の大半が各道路会社からの出向者であり、上記の精査


及び確認が不十分となるおそれや、高速道路会社各社のモラルハザード等により法人の利益を


害する危険を防ぐための何らかの仕組みが必要である。特に債務返済が滞った場合等の責任の
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所在を明確化すべきである。 


・ 職員構成の問題については、本法人は設立から 45 年以内の解散が予定されており、独自の職


員を採用していないことなどに配慮する必要はあるが、少なくとも、出向職員は出向元に関係


する業務に携わらないこととするなど、業務執行を工夫することが必要である。 


 


○住宅金融支援機構 


・ 本法人は、平成 22 年度末で約 36 兆円の資産を保有して金融業務を行っており、業務につい


てのリスク管理が重要であることから、より高度かつ適切なガバナンスを確保することが必要


である。経営力の向上、事業執行責任の明確化、透明性の向上、チェック機能の強化など、会


社法に基づきガバナンスを抜本的に強化する観点から、本法人を特殊会社化することは有力な


選択肢である。国土交通省における有識者検討会の報告書においても、全額政府出資の特殊会


社とする選択肢が示されている。 


・ 特殊会社化に当たって解決・検討すべき具体的課題として、会社更生法の適用除外等が国土


交通省から示されたところであり、その必要性や、必要な場合における法改正を含めた解決可


能性を検討し、今後の組織形態として本法人を実際に特殊会社とすることができるか整理すべ


きである。その際、現在の金融市場が不安定な状況にあることから、ＭＢＳ市場の混乱やこれ


に伴う長期固定の住宅ローンの金利の上昇などの事態を招かないよう十分に配慮する必要があ


る。 


・ また、本法人は毎年多額の損失を計上していることから、組織改革を進めると同時に、現在


中期目標で定めている一部の勘定を除いた黒字化及び繰越欠損金の解消ではなく、法人全体と


しての黒字化及び繰越欠損金の解消も含めた経営改善計画を策定すべきである。 


 


 


 環境省所管法人  


 


○国立環境研究所 


・ 本法人は、国内外の環境研究の中核的機関として、地球環境保全等に係る研究開発業務を行


っており、研究開発型の成果目標達成法人として位置付けることが適当である。 


・ なお、本法人については、経済産業省から環境省に移管される原子力安全基盤機構を含めた


研究開発・業務遂行体制の整理等を含め、平成 24 年末を目途に成案を得ることとされている原


子力安全規制組織の在り方の検討の中で、その扱いを検討する必要がある。 


 


○環境再生保全機構 


・ 本法人は、公害に係る健康被害の補償及び予防など、個別の法令に規定された事業を補助金


等の使途が定められた財源により実施していることから、行政事業型の成果目標達成法人とし


て位置付けることが適当である。 
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 防衛省所管法人  


 


○駐留軍等労働者労務管理機構 


・ 本法人は、国の判断と責任の下で、国及び在日米軍と密接な連携を図りつつ、駐留軍等労働


者の雇入れ、提供、労務管理等、真に必要な事務・事業に限定して引き続き実施すべきであり、


緊急に駐留軍等労働者の需要が急変した際にも、迅速、確実かつ正確な対応が必要であるため、


行政執行法人として位置付けることが適当である。 


・ また、本部・支部の課等の統廃合等の徹底した効率化・合理化の措置を講じる必要がある。 


 


 


 


（注）上記の講ずべき措置のうち、特定の類型の成果目標達成法人に位置付けることが適当とし


ている法人については、その法人が実施する主な事務・事業に着目して整理を行ったもので


あり、当該法人が他の類型に係る事務・事業を行っている場合、必要に応じ、当該事務・事


業については、当該他の類型のガバナンスを適用すべきである。 
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3 国立がん研究センター
○ 国立公文書館 国立循環器病研究センター


北方領土問題対策協会 国立精神・神経医療研究センター
沖縄科学技術研究基盤整備機構 国立国際医療研究センター


国立成育医療研究センター
1 国立長寿医療研究センター


国民生活センター
13


4 ○ 農林水産消費安全技術センター
情報通信研究機構 種苗管理センター


○ 統計センター 家畜改良センター
平和祈念事業特別基金 水産大学校
郵便貯金・簡易生命保険管理機構 農業・食品産業技術総合研究機構


農業生物資源研究所
2 農業環境技術研究所


国際協力機構 国際農林水産業研究センター
国際交流基金 森林総合研究所


水産総合研究センター
4 農畜産業振興機構


酒類総合研究所 農業者年金基金
○ 造幣局 農林漁業信用基金
○ 国立印刷局


日本万国博覧会記念機構 11
経済産業研究所


23 工業所有権情報・研修館
国立特別支援教育総合研究所 日本貿易保険
大学入試センター 産業技術総合研究所
国立青少年教育振興機構 ○ 製品評価技術基盤機構
国立女性教育会館 新エネルギー・産業技術総合開発機構
国立科学博物館 日本貿易振興機構
物質・材料研究機構 原子力安全基盤機構
防災科学技術研究所 情報処理推進機構
放射線医学総合研究所 石油天然ガス・金属鉱物資源機構
国立美術館 中小企業基盤整備機構
国立文化財機構
教員研修センター 20
科学技術振興機構 土木研究所
日本学術振興会 建築研究所
理化学研究所 交通安全環境研究所
宇宙航空研究開発機構 海上技術安全研究所
日本スポーツ振興センター 港湾空港技術研究所
日本芸術文化振興会 電子航法研究所
日本学生支援機構 航海訓練所
海洋研究開発機構 海技教育機構
国立高等専門学校機構 航空大学校
大学評価・学位授与機構 自動車検査独立行政法人
国立大学財務・経営センター 鉄道建設・運輸施設整備支援機構
日本原子力研究開発機構 国際観光振興機構


水資源機構
20 自動車事故対策機構


国立健康・栄養研究所 空港周辺整備機構
労働安全衛生総合研究所 海上災害防止センター
勤労者退職金共済機構 都市再生機構
高齢・障害者雇用支援機構 奄美群島振興開発基金
福祉医療機構 日本高速道路保有・債務返済機構
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 住宅金融支援機構
労働政策研究・研修機構
雇用・能力開発機構 2
労働者健康福祉機構 国立環境研究所


○ 国立病院機構 環境再生保全機構
医薬品医療機器総合機構
医薬基盤研究所 1
年金・健康保険福祉施設整理機構 ○ 駐留軍等労働者労務管理機構
年金積立金管理運用独立行政法人


　　　


独立行政法人一覧（平成23年９月１日現在）


内 閣 府 所 管


総 務 省 所 管


外 務 省 所 管


農林水産省所管


経済産業省所管


消 費 者 庁 所 管


国土交通省所管


環 境 省 所 管


防 衛 省 所 管


財 務 省 所 管


文部科学省所管


厚生労働省所管


※平成23年12月1日現在では102 法人


合 計 104 法人
（注１）雇用能力開発機構は平成23年10月1日に、沖科学技術研究基盤整備機構は同年11月1日に廃止さ
れた。
（注２）高齢・障害者雇用支援機構は、平成23年10月１日に、雇用能力開発機構の業務を統合し、高齢・障
害・求職者雇用支援機構に移行した。
（注３） ○印の法人は、特定独立行政法人（役職員が国家公務員の身分を有するもの（８法人））
（注４） 法人の名称の冒頭の「独立行政法人」は省略


資料１
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国の財政支出
（億円）注３


1 国立公文書館 ※ 内閣 ・歴史資料として重要な公文書等の保存及び一般の利用 47 24 24


2 北方領土問題対策協会 内閣


・北方領土問題その他北方地域に関する諸問題について国民世論の啓発並び
に調査及び研究、日本国民と北方領土在住ロシア人との間の相互交流事業を
行うとともに、北方地域に生活の本拠を有していた者に対する援護を行う
・北方地域旧漁業権者等に対する援護措置としての資金の融通を行う


17 17 16


3
沖縄科学技術研究基盤整備機
構


内閣
・国際的に卓越した科学技術に関する研究開発
・大学院大学の設置の準備


270 118 68


4 国民生活センター 消費
・国民生活の改善に関する情報の提供
・国民生活に関する国民からの苦情、問合せ等に対する情報の提供


126 65 31


5 情報通信研究機構 総務
・情報の電磁的流通及び電波の利用に関する技術の調査、研究及び開発
・周波数標準値の設定、標準電波の発射、標準時の通報
・高度通信・放送研究開発を行う者に対する支援


436 355 335


6 統計センター　※ 総務


・国勢調査、消費者物価指数、労働力調査（完全失業率）等国の基幹的統計の
製表
・府省・地方自治体の統計作成の支援
・政府全体の公的統計基盤の整備・提供


819 101 94


7 平和祈念事業特別基金 総務 ・恩給欠格者、戦後強制抑留者、引揚者等に対し慰藉の念を示す事業 15 44 -


8 郵便貯金・簡易生命保険管理機構 総務
・旧日本郵政公社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険を管理し、これらに
係る債務を履行すること


40 185,943 -


9 国際協力機構 外務
・開発途上地域に対する技術協力の実施、有償及び無償の資金供与による協
力の実施
・開発途上地域の住民を対象とする国民等による協力活動の促進


1,711 15,575 2,116


10 国際交流基金 外務
・国際文化交流の目的をもって行う人物の派遣及び招へい
・海外における日本研究に対する援助及びあっせん、日本語の普及
・国際文化交流を目的とする催しの実施、援助及びあっせん


213 181 130


11 酒類総合研究所 財務


・酒類の高度な分析・鑑定（これらに伴う手法の開発を含む）
・酒類の品質に関する評価
・酒類及び酒類業に関する講習
・酒類及び酒類業に関する研究・調査


46 11 10


12 造幣局　※ 財務
・貨幣の製造・販売・鋳つぶし
・勲章・褒章・賜杯・記章・極印の製造
・貴金属の品位証明


949 251 -


13 国立印刷局　※ 財務
・銀行券の製造
・官報の編集・印刷・普及
・国債・印紙・郵便切手・旅券等の製造・印刷


4,541 741 -


14 日本万国博覧会記念機構 財務
・万博跡地の整備、跡地における文化的施設の設置・運営
・日本万国博覧会記念基金の管理・運用、運用益による助成金の交付


48 37 -


15 国立特別支援教育総合研究所 文科
・特別支援教育に関する研究のうち実際的な研究を総合的に行うこと
・特別支援教育関係職員に対する専門的・技術的な研修を行うこと


67 11 11


16 大学入試センター 文科
・センター試験に関する問題作成・採点その他一括して処理することが適当な
業務


95 107 -


17 国立青少年教育振興機構 文科
・我が国の青少年教育のナショナルセンターとして、青少年教育指導者等の研
修事業や、国の政策課題や喫緊の青少年教育の課題に対応した先導的・モデ
ル的な体験活動事業等を実施


532 111 95


18 国立女性教育会館 文科


・基幹的女性教育指導者等に対する研修及び研修のための施設の設置
・女性教育・男女共同参画に関する専門的な調査及び研究
・女性教育・男女共同参画に関する情報及び資料の収集及び提供
・女性教育・男女共同参画に関する国際協力・連携に資する研修、調査研究の
実施


25 7 6


19 国立科学博物館 文科


・博物館の設置
・自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する調査研究
・自然史に関する科学その他の自然科学及びその応用に関する資料収集、保
管、公衆への観覧、教育普及事業


127 38 34


20 物質・材料研究機構 文科 ・物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発 846 187 152


21 防災科学技術研究所 文科 ・防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発 185 91 76


22 放射線医学総合研究所 文科
・放射線の人体への影響、放射線による人体の障害の予防、診断及び治療並
びに放射線の医学的利用に関する研究開発


478 140 116


23 国立美術館 文科
・美術館の設置
・美術に関する作品その他の資料の収集・保管・公衆への観覧


113 131 120


24 国立文化財機構 文科
・博物館の設置
・文化財の収集・保管・公衆への観覧
・文化財に関する調査及び研究


336 139 127


25 教員研修センター 文科
・学校教育関係職員に対する研修
・学校教育関係職員に対する研修に関する指導、助言及び援助


41 14 13


平成23年4月
内閣官房行政改革推進室作成


常勤
職員数
（人）注１


主　　　な　　　業　　　務


Ｈ23予算（億円）注２


独　　立　　行　　政　　法　　人　　の　　概　　要


主務
府省


No
法人名


（※は特定独立行政法人）


注４


資料２
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国の財政支出
（億円）注３


常勤
職員数
（人）注１


主　　　な　　　業　　　務


Ｈ23予算（億円）注２
主務
府省


No
法人名


（※は特定独立行政法人）


26 科学技術振興機構 文科
・新技術の創出に資する研究及び企業化に向けた開発
・科学技術に関する情報の流通促進・研究開発の交流支援
・科学技術に関する知識の普及、国民の関心・理解の増進


1,494 1,178 1,050


27 日本学術振興会 文科


・学術研究に関する必要な助成  　    ・若手研究者の養成・確保
・学術に関する国際交流の促進　　    ・学術の応用に関する研究の実施
・学術の社会的連携・協力の推進      ・国の助成事業に関する審査・評価
・学術の振興に関する調査及び研究  ・寄付金事業


130 3,216 2,749


28 理化学研究所 文科
・科学技術に関する試験・研究、その成果の普及・活用の促進
・科学技術に関する試験・研究及び開発を行う者への施設及び設備の共用
・科学技術に関する研究者・技術者の養成・資質の向上


3,320 931 882


29 宇宙航空研究開発機構 文科
・宇宙科学に関する学術研究、宇宙科学技術・航空科学技術に関する基礎研
究、宇宙・航空に関する基盤的研究開発
・人工衛星等の開発・打上げ・運用等


2,159 2,100 2,075


30 日本スポーツ振興センター 文科


・ナショナルスタジアムの運営・提供等に関する業務
・国際競技力向上のための研究・支援等業務
・スポーツ振興投票業務
・スポーツ振興基金業務
・災害共済給付業務、学校安全支援業務


341 1,129 113


31 日本芸術文化振興会 文科
・芸術の創造・普及のための活動等に対する資金の支給等の援助
・劇場施設の設置、施設における伝統芸能の公開・現代舞台芸術の公演の実
施


298 196 152


32 日本学生支援機構 文科


・経済的理由により修学に困難がある優れた学生等に対する学資の貸与
・留学生等に対する学資の支給、各種留学生交流プログラムの実施、留学生
宿舎の支援等
・学生生活支援に関する有益な活動事例の情報収集・分析、情報の提供等


474 22,480 1,442


33 海洋研究開発機構 文科 ・海洋に関する基盤的研究開発及び学術研究に関する協力等 998 421 378


34 国立高等専門学校機構 文科 ・国立高等専門学校の設置・運営 6,293 819 651


35 大学評価・学位授与機構 文科
・大学等の教育研究活動等の評価及び結果の公表
・学位の授与


114 16 15


36 国立大学財務・経営センター 文科
・国立大学法人等に対する施設整備等のための資金の貸付け及び交付等
・国立大学法人の財務・経営に関する調査研究


21 1,639 4


37 日本原子力研究開発機構 文科
・原子力に関する基礎的研究及び応用の研究
・核燃料サイクルを確立するために必要な技術の開発


4,694 2,257 1,815


38 国立健康・栄養研究所 厚労 ・国民の健康の保持増進及び栄養に関する研究 41 8 7


39 労働安全衛生総合研究所 厚労 ・事業場の災害予防並びに労働者の健康増進及び職業性疾病に関する研究 102 23 23


40 勤労者退職金共済機構 厚労 ・中小企業退職金共済事業の実施 255 7,072 93


41 高齢・障害者雇用支援機構 厚労
・高齢者雇用に関する給付金の支給、相談援助等
・障害者に係る職業リハビリテーションの提供、障害者納付金関係業務等


818 1,018 625


42 福祉医療機構 厚労


・社会福祉施設、病院等の設置等に必要な資金の貸付及びこれに伴う経営の
診断・指導、情報提供
・ＮＰＯ法人など、社会福祉振興事業を行う者に対する助成事業
・社会福祉施設職員等退職手当共済法の規定による退職手当金の支給に関
する事務
・地方公共団体が心身障害者扶養共済制度の加入者に対して負う共済責任を
保険する事務
・厚生年金保険、国民年金及び労働者災害補償保険の年金受給者に対する
年金受給権を担保とした小口の資金の貸付
・年金住宅融資等に係る債権の管理及び回収


252 1,887 329


43
国立重度知的障害者総合施設
のぞみの園


厚労
・重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、
知的障害者の支援に関する調査及び研究等


240 38 23


44 労働政策研究・研修機構 厚労
・内外の労働に関する事情及び労働政策についての調査研究
・厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員その他関係者への研修


114 28 27


45 雇用・能力開発機構 厚労
・公共職業訓練を実施する公共職業能力開発施設の設置・運営
・企業の雇用管理改善に関する相談・講習・研修、助成金の支給
・勤労者の計画的な財産形成促進のための勤労者財産形成融資


3,117 2,386 357


46 労働者健康福祉機構 厚労
・労災病院等の設置・運営
・未払賃金の立替払事業


14,765 3,224 310


47 国立病院機構　※ 厚労


国立病院における
・医療の提供
・医療に関する調査・研究
・医療に関する技術者の研修


52,503 8,968 371


48 医薬品医療機器総合機構 厚労


・医薬品の副作用又は生物由来製品を介した感染等による健康被害の救済
・薬事法に基づく医薬品、医療機器等の承認審査
・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性に関する情報の収集・分析・
提供


642 303 17


49 医薬基盤研究所 厚労 ・医薬品技術及び医療機器等技術に関する研究開発及びその振興 79 94 89


50
年金・健康保険福祉施設整理機
構


厚労 ・年金福祉施設等の譲渡・廃止 29 255 -


注５


注６


注７


注７


注７
注８
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51
年金積立金管理運用独立行政
法人


厚労 ・厚生年金保険及び国民年金における積立金の管理・運用 71 175,726 -


52 国立がん研究センター 厚労
・がんその他の悪性新生物に係る医療に関する調査、研究及び技術の開発並
びにこれらに関連する医療の提供


1,596 539 93


53 国立循環器病研究センター 厚労
・循環器病に係る医療に関する調査、研究及び技術の開発並びにこれらに関
連する医療の提供


1,058 278 54


54
国立精神・神経医療研究セン
ター


厚労
・精神・神経疾患等に係る医療に関する調査、研究及び技術の開発並びにこ
れらに関連する医療の提供
・精神保健に関する調査及び研究


658 145 45


55 国立国際医療研究センター 厚労


・感染症その他の疾患に係る医療に関する調査、研究及び技術の開発並びに
これらに関連する医療の提供
・国際医療協力に関する調査及び研究
・国立高度専門医療研究センターの職員の養成及び研修を目的とした、看護に
関する学理及び技術の教授及び研究等


1,571 409 78


56 国立成育医療研究センター 厚労
・成育医療に関する調査、研究及び技術の開発並びにこれらに関連する医療
の提供


876 215 51


57 国立長寿医療研究センター 厚労
・加齢に伴って生ずる心身の変化に関する、調査、研究
・長寿医療に関する調査、研究及び技術の開発並びにこれらに関連する医療
の提供


403 106 36


58
農林水産消費安全技術センター
※


農水
・ＪＡＳ法等関係法令の規定に基づく立入検査
・ＪＡＳ規格又は品質表示基準が定められた農林物資の検査
・肥料、農薬、飼料及び飼料添加物並びに土壌改良資材の検査


660 70 69


59 種苗管理センター 農水


・植物新品種の知的財産権（育成者権）の付与の可否を国が判定する際に必
要となる栽培試験
・種苗購入者の適切な選択に資するための表示検査・品質検査
・病害虫のまん延防止のための健全無病なばれいしょ及びさとうきびの原原種
（元だね）の一元供給


298 30 28


60 家畜改良センター 農水
・家畜の改良及び増殖並びに飼養管理の改善
・飼料作物の増殖に必要な種苗の生産及び配布


814 87 77


61 水産大学校 農水 ・水産を担うための人材の育成に必要な学理及び技術の教授及び研究 184 28 22


62
農業・食品産業技術総合研究機
構


農水


・農業及び食品産業に関する技術の総合的な試験研究
・農業、食品産業等に関する試験研究の委託とその成果の普及
・農業機械の改良に関する試験研究
・近代的な農業経営に関する学理と技術の教授


2,833 536 464


63 農業生物資源研究所 農水
・生物資源の農業上の開発及び利用に関する技術上の基礎的な調査及び研
究


370 97 71


64 農業環境技術研究所 農水
・農業生産の対象となる生物の生育環境に関する技術上の基礎的な調査及び
研究


167 39 32


65 国際農林水産業研究センター 農水
・熱帯、亜熱帯地域、その他開発途上にある海外の地域における農林水産業
に関する技術上の試験及び研究


180 39 36


66 森林総合研究所 農水


・森林及び林業に関する総合的な試験及び研究
・林木の優良な種苗の生産及び配布
・水源をかん養するための森林の造成に係る事業の実施
・農用地及び土地改良施設等の整備


1,129 649 374


67 水産総合研究センター 農水
・水産資源の持続可能な利用、沿岸漁業の総合的振興、持続的な養殖業の発
展、水産物の安全・消費者の信頼確保と水産業の発展のための研究開発、並
びに基盤となるモニタリング及び基礎的・先導的研究開発等


964 232 180


68 農畜産業振興機構 農水


・畜産・野菜・甘味資源作物・でん粉原料用いも生産者等の経営安定対策及び
その補完対策
・畜産・野菜の需給調整・価格安定対策、砂糖・でん粉の価格調整
・経済情勢等の変化に応じた緊急対策
・生産者や消費者等に対する分かりやすい情報提供
　等


205 3,883 1,206


69 農業者年金基金 農水 ・農業者年金事業の実施 76 2,190 1,280


70 農林漁業信用基金 農水
・農林漁業者の経営に必要な資金借入に係る保証及び保険
・農業信用基金協会及び漁業信用基金協会に対する同協会が行う保証業務
の充実のために必要な資金の貸付け


115 2,407 37


71 経済産業研究所 経産 ・内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する政策研究 46 15 15


72 工業所有権情報・研修館 経産


・発明、実用新案、意匠及び商標に関する公報、見本並びにひな形を収集し、
保管し、陳列し、並びにこれらを閲覧又は観覧させること
・工業所有権の流通促進をはかるため必要な情報の収集・整理及び提供
・特許庁の職員その他の工業所有権に関する事業に従事する者に対する研修


87 97 96


73 日本貿易保険 経産
・貿易・投資など対外取引において生ずる通常の保険によって救済することが
できない危険を保険する事業


130 410 -


74 産業技術総合研究所 経産


経済及び産業の発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な
供給の確保に資することを目的として、以下の業務等を実施
　・鉱工業の科学技術に関する研究開発
　・国家計量標準の整備、供給・地質の調査
　・地域産業の技術力の向上
　・技術経営力の強化に寄与する人材の養成


3,020 813 623


75 製品評価技術基盤機構　※ 経産


・工業製品その他の物資に関する技術上の評価
・工業製品その他の物資に関する試験・分析・検査等を行う事業者の技術的能
力の評価
・工業製品その他の物資の品質に関する技術上の情報収集・評価・整理及び
提供


399 78 71
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76
新エネルギー・産業技術総合開
発機構


経産


・産業技術、新エネルギー及び省エネルギー技術に関する研究開発の実施、
助成金の交付等
・新エネルギー及び省エネルギーの導入・普及に係る助成金の交付等
・京都議定書に基づく温室効果ガスの排出削減単位の取得等


879 1,554 1,494


77 日本貿易振興機構 経産
・中小企業を中心とする日本企業の海外展開支援
・対日投資促進
・アジア等の経済連携の強化に向けての貢献等


1,530 298 262


78 原子力安全基盤機構 経産


・原子力施設及び原子炉施設に関する検査
・原子力施設及び原子炉施設の設計に関する安全性の解析及び評価
・原子力災害の予防、原子力災害の拡大の防止及び原子力災害の復旧に関
する業務
・エネルギーとしての利用に関する原子力の安全の確保に関する調査、試験、
研究及び研修
・エネルギーとしての利用に関する原子力の安全の確保に関する情報の収
集、整理及び提供


426 216 201


79 情報処理推進機構 経産
・情報セキュリティ対策の推進
・情報システムの信頼性の向上
・高度IT人材の育成


175 103 40


80
石油天然ガス・金属鉱物資源機
構


経産


・石油等及び金属鉱物の探鉱等に必要な資金の出資及び債務保証等
・石油等及び金属鉱物の探鉱等に必要な調査・研究・技術開発及び情報提供
・石油及び金属鉱産物の備蓄
・鉱害防止に係る支援


482 15,797 1,315


81 中小企業基盤整備機構 経産


・中小企業支援策の情報の提供や活用についての相談事業
・中小企業と需要家としての大企業や連携先としての他の企業とのマッチング
事業
・経営力向上のための研修事業
・経営や生活の安定のための共済事業
・産業用地の分譲等（経過業務）


818 14,413 199


82 土木研究所 国交 ・土木技術に関する調査、試験、研究及び開発 458 95 90


83 建築研究所 国交 ・建築及び都市計画に係る技術に関する調査、試験、研究及び開発 86 20 18


84 交通安全環境研究所 国交
・自動車、鉄道等に係る安全確保、環境保全及び燃料資源の有効利用確保に
関する研究開発等、リコールに係る技術的検証、並びに自動車及び装置の基
準適合性審査等


100 23 19


85 海上技術安全研究所 国交 ・船舶技術に関する研究開発 217 34 28


86 港湾空港技術研究所 国交 ・港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及び技術の開発 97 25 14


87 電子航法研究所 国交 ・航空交通管理システム等に関する試験、調査、研究及び開発 60 19 16


88 航海訓練所 国交 ・商船に関する学科を置く学校等の学生に対する航海訓練 408 62 61


89 海技教育機構 国交 ・船員及び船員志望者に対する船舶の運航に関する学術・技能の教授 205 28 26


90 航空大学校 国交
・航空機の操縦に関する学科及び技能を教授することによる操縦従事者の養
成


112 30 24


91 自動車検査 国交 ・自動車の検査における自動車が保安基準に適合するかどうかの審査 827 113 23


92
鉄道建設・運輸施設整備支援機
構


国交


・整備新幹線等の鉄道の建設、保有・貸付け、譲渡・資金回収等
・鉄道整備を行う鉄道事業者に対する補助金の交付等
・旧国鉄の地位の承継に伴う費用の支払等
・内航船舶の共有建造、技術支援等
・運輸技術に関する基礎的研究等


1,590 19,283 878


93 国際観光振興機構 国交
・外国人観光旅客の来訪を促進するための広報・宣伝等
・国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化のための支援等


93 31 20


94 水資源機構 国交


・水資源の開発又は利用のための施設の改築等及び水資源開発施設等の管
理等を行うことにより、産業の発展及び人口の集中に伴い用水を必要とする地
域（三大都市圏、四国及び北部九州）に対する水の安定的な供給の確保を図
る


1,508 1,750 328


95 自動車事故対策機構 国交
・被害者援護業務
・安全指導業務
・自動車アセスメント


334 141 107


96 空港周辺整備機構 国交
・大阪国際空港及び福岡空港の周辺地域における、緑地帯の造成、騒音の影
響の少ない施設の用に供する土地の造成・貸付、住宅の騒音防止工事に対す
る助成等


59 58 9


97 海上災害防止センター 国交
・船舶海難等により流出した油等の防除措置の実施
・船舶乗組員等を対象とする海上防災のための訓練の実施


29 18 -


98 都市再生機構 国交
・既成市街地の整備改善を図るための敷地の整備等
・都市基盤整備公団から承継した賃貸住宅等の管理等
・ニュータウン整備事業等の実施（経過業務）


3,847 21,686 348
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99 奄美群島振興開発基金 国交
・奄美群島内の中小規模事業者の事業活動に必要な債務の保証及び事業資
金の貸付け


18 30 2


100
日本高速道路保有・債務返済機
構


国交
・高速道路に係る道路資産の保有及び高速道路会社への貸付け
・債務の返済（返済のための借入れに係る債務の返済を含む）


84 40,229 837


101 住宅金融支援機構 国交
・資本市場から資金を調達し、民間金融機関が供給した長期・固定金利の住宅
ローンの債権を譲り受ける業務（証券化支援業務）


923 106,332 1,007


102 国立環境研究所 環境
・環境の保全に関する調査及び研究
・環境の保全に関する国内及び国外の情報の収集、整理及び提供


247 174 142


103 環境再生保全機構 環境


・公害に係る健康被害の補償及び予防
・民間団体が行う環境の保全に関する活動の支援
・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の処理の円滑な実施の支援
・廃棄物最終処分場の維持管理積立金の管理
・アスベスト（石綿）による健康被害の救済


144 887 252


104
駐留軍等労働者労務管理機構
※


防衛
・駐留軍等労働者の雇入れ、提供及び労務管理の実施に関する業務
・駐留軍等労働者の給与の支給に関する業務
・駐留軍等労働者の福利厚生の実施に関する業務


313 34 34


139,395 678,727 30,002


注１：


注２：


注３：


注４： 国際協力機構の有償資金協力部門については、平成23年度資金計画の額を計上している。
注５： 雇用・能力開発機構の財形業務等が平成23年10月1日に移管されることから、平成23年度予算額については、財形業務等に必要な予算額（平成23年10月～平成24年3月分）を含む。


注６：


注７：


注８： 雇用・能力開発機構は、独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律により、平成23年10月1日で廃止となる。


勤労者退職共済機構、高齢・障害者雇用支援機構及び雇用・能力開発機構の予算額については、雇用・能力開発機構の廃止期日が4月1日から10月1日に延期されたことに伴い、補正予算に
より組み替えた後の予算額を記載している。


雇用・能力開発機構の職業能力開発業務等が平成23年10月1日に移管されることから、平成23年度予算額については、職業能力開発業務等に必要な予算額（平成23年10月～平成24年3月
分）を含む。


常勤職員数（任期付きの常勤職員を含む）は平成23年4月1日現在の数値。


H23予算は、各法人の当初予算ベースの平成23年度全体の収入・支出に係る計画における支出予算の総額等（他勘定への繰入れを含む）。


H23の国の財政支出は「平成23年度予算及び財政投融資計画の説明」（財務省主計局・理財局）による。(勤労者退職金共済機構、高齢・障害者雇用支援機構及び雇用・能力開発機構の予算
額を除く）


合計
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独
立
行
政
法
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向
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財
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概
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）
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行
政
法
人
向
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財
政
支
出
の
全
体
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3
年
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概
算
額
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蓄
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国
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け
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科
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振
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1
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兆


円
）


が
独


法
向
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独
立


行
政


法
人


改
革


を
め
ぐ
る
動


き


【
事


業
仕


分
け


・
行


政
刷


新
会


議
】


【
閣


議
決


定
等


】


事
業
仕
分


け
第


１
弾


（
H
2
1
.
1
1
）



国


が
行


う
事


業
を


仕
分


け
す
る
中
で
、
独
法
に
つ
い
て
も
仕
分
け


（
3
9
法
人
）
。


第
３


回
行


政
刷


新
会


議
（


H2
1
.
11
）



全


独
法


を
厳


格
に


見
直


す
こ
と
と
し
、
「
独
立
行
政
法
人
の
抜
本


的
な


見
直
し


に
当


た
っ


て
の
視
点
」
を
決
定
。


「
独
立
行


政
法


人
の
抜


本
的


な
見
直


し
に


つ
い
て


」
閣


議
決


定
（


H2
1
.
12
）



基


本
的


姿
勢


と
し


て
、


以
下


を
決


定
。



全


独
法


の
全


事
務


・
事


業
の


厳
格


な
見


直
し



廃


止
、


民
営


化
、


移
管


等
を


行
う


べ
き


独
法


へ
の


必
要


な
措


置



独
法


制
度
の


根
本


的
見


直
し


。
「


制
度


の
在


り
方


の
刷


新
」


を
明


記
。


事
業


仕
分


け
第


２
弾


（
H
2
2
.
4
）



全


独
法


に
ヒ


ア
リ


ン
グ


を
行
っ
た
上
で
、
閣
議
決
定
等
を
踏
ま
え


絞
り
込
ん
だ
独
法
を
対
象
に
仕
分
け
（
4
7
法
人
1
5
1
事
業
）
。


第
９


回
行


政
刷


新
会


議
（


H2
2
.
5）



事


業
仕


分
け


か
ら


得
ら


れ
た
独
法
の
問
題
点
を
明
示
。
全
独
法
の


横
断


的
な
見


直
し


事
項


を
決
定
。


「
独
立
行


政
法


人
の
事


務
・


事
業
の


見
直


し
の
基


本
方


針
」


閣
議


決
定


（
H2
2
.
12
）



改


革
の


第
１


段
階


と
し


て
、


全
法


人
の


事
務


・
事


業
等


に
つ


い
て


、
講


ず
べ


き
措


置
を


閣
議


決
定


。



今
後


、
改
革


の
第


２
段


階
と


し
て


、
独


法
の


制
度


・
組


織
の


見
直


し
の


検
討
を


進
め


る
こ


と
を


明
示


。


事
業


仕
分


け
第


３
弾


（
H
22
.
1
0
-1


1）



特


別
会


計
を


対
象


と
し


た
仕
分
け
の
ほ
か
、
事
業
仕
分
け
の
結
果


が
十


分
に
反


映
さ


れ
て


い
な
い
独
法
を
仕
分
け
（
６
法
人
）
。


第
1
4回


行
政


刷
新


会
議


（
H2


2
.
11


）



「


独
立


行
政


法
人


の
事


務
・
事
業
の
見
直
し
の
基
本
方
針
」
（
案
）


を
決


定
。


21
平
成
21


年


22
平
成
22


年


23
平
成
23


年



政


府
と


し
て


、
業


務
の


特
性


等
を


踏
ま


え
、


全
法


人
の


事
務


・
事


業
等


を
精


査
。


独
立


行
政


法
人


の
組


織
・


制
度


の
見


直
し


の
本


格
的


実
施


独 立 行 政 法 人 の


改 革 の 方 向 性


（ 改 革 の 第 １ 段 階 ）


事 務 ・ 事 業 の 見 直 し


（ 改 革 の 第 ２ 段 階 ）


制 度 ・ 組 織 の 見 直 し


第
2
0回


行
政


刷
新


会
議


（
H2


3
.
9）



基
本
方
針
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
報
告
（
「
2
2
年
度
中
に
実
施
」


は
、
9
8
件
中
8
8
件
を
措
置
済
み
）
。



独


立
行


政
法


人
改


革
に


関
す
る
分
科
会
の
設
置
。



行


政
刷


新
担


当
大


臣
が


「
独


立
行


政
法


人
・


政
府


系
公


益
法


人
等
の
抜
本
改
革
に
向
け
た
当
面
の
進
め
方
」
を
指
示
（
H
2
2
.
6
）


提
言
型
政


策
仕


分
け


（
H
2
3
.
1
1
）


資
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「
独


立
行


政
法


人
の


事
務


・
事


業
の


見
直


し
の


基
本


方
針


」
フ


ォ
ロ


ー
ア


ッ
プ


結
果


○
基
本
方
針
の
措
置
事
項
7
6
5
件
中
1
7
5
件
が
措
置
済
み
。
う
ち
、
「
2
2
年


度
中


に
実


施
」
と
さ
れ


た
措


置
事


項
9
8
件


に
つ
い
て
は


、
入


札
不


調
に
よ
り
不


要


資
産


の
国


庫
納


付
が


遅
れ


た
も
の


等
1
0
件


を
除


く
8
8
件


が
措


置
済


み
。


○
不
要
資
産
の
国
庫
返
納
に
よ
り
、
2
2
年


度
に
金


融
資


産
約


6
4
0
0
億


円
を
納


付
済


み
、
2
3
年


度
は


約
1
兆


3
4
0
0
億


円
を
歳


入
予


算
に
計


上
。
各
法
人
の
東


京
事
務
所
、
海
外
事
務
所
等
の
見
直
し
が
進
捗
。


措
置


事
項


の
総
数


：
７
６
５
件


➢
措


置
済


み
：
１
７
５
件


（
主


な
内


訳
）


不
要


資
産


の
国


庫
返


納
：
３
７
件


事
務


所
等


の
見


直
し
：
４
３
件


事
業


の
廃


止
：
２
４
件


縮
減


、
重


点
化


、
効


率
化


：
２
８
件


➢
実


施
中


：
５
５
７
件


➢
そ
の


他
：


３
３
件


※
「
実
施
時
期
」
が
未
到
来
の
も
の


※
各


法
人


ご
と
の


措
置


状
況


は
、
行


政
刷


新
会


議
及


び


各
府
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
全
て
公
表
。


フ
ォ


ロ
ー


ア
ッ


プ
結


果
の


概
要


○
政


府
は


、
昨


年
１
２
月


、
独


立
行


政
法


人
改


革
の


第
一


段
階


と
し
て
、
す
べ


て
の


独
立


行
政


法
人


の
全


事
務


・
事


業
及


び
全


資
産


を
精


査
し
、
そ
れ


ぞ
れ


に
つ
い
て
講


ず
べ


き
措


置
を
定


め
た
「
独


立
行


政
法


人
の


事
務


・
事


業
の


見
直


し
の


基
本


方
針


」
を
閣


議
決


定
。


○
今


般
、
各


府
省


及
び
独


立
行


政
法


人
の


取
組


状
況


を
確


認
す
る
と
と
も
に
、
事


務
・
事


業
の


見
直


し
が


２
４
年


度
予


算
概


算
要


求
や


制


度
・
組


織
の


見
直


し
等


に
反


映
さ
れ


る
よ
う
、
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
実


施
（
第


２
０
回


行
政


刷
新


会
議


（
２
３
年


９
月


１
５
日


）
に
報


告
）
。


○
不
要
資
産
の
国
庫
返
納


・
特
例
業
務
勘
定
の
利
益
剰
余
金
の
う
ち
1
.2
兆
円
を
今
年
度
中
に
国
庫
納
付
（
鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構
）


・
長
寿
・
子
育
て
・
障
害
者
基
金
事
業
基
金
（
2
9
2
1
億
円
）
を
国
庫
納
付
（
福
祉
医
療
機
構
）


・
大
手
町
敷
地
、
市
ヶ
谷
セ
ン
タ
ー
、
久
我
山
運
動
場
（
2
1
年
度
簿
価
：
9
9
8
億
円
）
を
国
庫
納
付


（
国
立
印
刷
局
）


○
事
務
所
等
の
見
直
し


・
東


京
事


務
所


を
廃


止
し
、
集


約
化


（
理


化
学


研
究


所
、
海


洋
研


究
開


発
機


構
、
日


本
原


子
力


研
究


開
発


機
構


）
・
海
外
事
務
所
（
５
か
所
）
す
べ
て
を
廃
止
（
農
畜
産
業
振
興
機
構
）


○
事
業
の
廃
止


・
総
合
的
職
業
情
報
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
（
キ
ャ
リ
ア
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
）
の
廃
止
（
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
）


・
低


利
預


託
原


資
貸


付
業


務
（
農


業
、
漁


業
）
を
法


人
の


事
業


と
し
て
今


年
度


中
に
廃


止
し
、
政


府
出


資
金


（
農


業
：
1
2
5
億


円
、
漁


業
6
0
億
円
）
を
国
庫
納
付
（
農
林
漁
業
信
用
基
金
）


・
工
業
所
有
権
情
報
の
流
通
促
進
事
業
を
廃
止
（
工
業
所
有
権
情
報
・
研
修
館
）


○
自
治
体
・
民
間
移
管


・
8
2
施
設
の
地
域
職
業
訓
練
セ
ン
タ
ー
等
を
自
治
体
等
へ
譲
渡
（
雇
用
・
能
力
開
発
機
構
）


・
法


律
に
基


づ
き
、
大


阪
国


際
空


港
の


周
辺


環
境


対
策


を
新


関
西


国
際


空
港


株
式


会
社


に
承


継
（
空
港
周
辺
整
備
機
構
）


○
法
人
の
廃
止


・
本


年
1
0
月


１
日


に
廃


止
（
雇
用
・
能
力
開
発
機
構
）


○
取
引
関
係
の
見
直
し


・
独
法
が
一
定
の
関
係
が
あ
る
法
人
と
契
約
を
締
結
す
る
場
合
の
情
報
公
開
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
、
７
月
か
ら
実
施


（
全
法
人
）


措
置


状
況


の
概


要
主


な
取


組
事


例


資
料
５
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問
題


事
例


（
指


摘
事


項
等


）
問


題
事


例
の


要
因


今
般


の
見


直
し


に
お


け
る


対
応


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
◎


主
務


大
臣


の
是


正
要


求
に


対
し


法
律


違
反


状
態


を
継


続


≪
駐


留
軍


等
労


務
管


理
機


構
≫


・
独


立
行


政
法


人
駐


留
軍


等
労


働
者


労
務


管
理


機
構


法
第


５
条


に
基


づ
き


、
主


た
る


事
務


所
を


東
京


都
に


置
く


と
さ


れ
て


い
る


。
・


本
部


事
務


所
の


賃
料


の
削


減
の


た
め


、
機


構
の


本
部


事
務


所
を


、
東


京
都


（
大


田
区


蒲
田


）
と


神
奈


川
県


（
横


浜
市


）
の


２
か


所
へ


移
転


（
平


成
2
0
年


２
月


）
役


員
室


は
東


京
都


（
大


田
区


蒲
田


。
理


事
長


、
監


事
は


随
時


勤
務


。
2
0
年


1
0
月


か
ら


常
駐


へ
）


役
員


室
以


外
の


本
部


は
神


奈
川


県
（


横
浜


市
）


・
防


衛
大


臣
か


ら
機


構
に


対
し


、
独


立
行


政
法


人
通


則
法


第
6
5
条


第
１


項
に


基
づ


く
是


正
要


求
（


平
成


2
0
年


９
月


）
・


本
部


事
務


所
を


東
京


都
（


港
区


）
へ


移
転


・
集


約
（


平
成


2
3
年


２
月


）


○
主


務
大


臣
の


関
与


は
、


中
期


目
標


の
指


示
、


中
期


計
画


の
変


更
命


令
、


違
法


是
正


の
要


求
な


ど
最


小
限


に
と


ど
ま


る
。


○
法


人
の


違
法


行
為


へ
の


主
務


大
臣


の
対


応
は


是
正


要
求


の
み


。


○
政


策
実


施
の


責
任


主
体


で
あ


る
主


務
大


臣
が


よ
り


的
確


に
法


人
の


業
務


運
営


の
改


善
に


関
与


で
き


る
仕


組
み


と
す


る
。


○
違


法
行


為
、


著
し


く
不


適
切


な
行


為
等


に
対


す
る


是
正


の
措


置
を


と
る


。


○
ま


た
、


毎
年


度
の


業
務


実
績


評
価


に
よ


り
、


成
果


が
不


十
分


な
場


合
や


事
務


・
事


業
が


非
効


率
と


認
め


ら
れ


る
場


合
に


は
、


法
人


に
対


し
て


事
務


・
事


業
の


見
直


し
、


中
止


等
の


業
務


運
営


の
改


善
の


措
置


を
と


る
。


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
◎


組
織


の
不


適
正


な
対


応
に


対
し


内
部


ガ
バ


ナ
ン


ス
が


機
能


せ
ず


≪
理


化
学


研
究


所
≫


○
主


任
研


究
員


が
、


民
間


企
業


と
共


謀
し


て
架


空
取


引
を


行
い


法
人


に
損


害
を


与
え


た
。


・
架


空
取


引
は


平
成


1
6
年


～
2
0
年


度
に


か
け


て
2
1
件


、
合


計
1
,
1
7
2
万


円
・


主
任


研
究


員
が


背
任


罪
の


容
疑


で
逮


捕


≪
放


射
線


医
学


総
合


研
究


所
≫


○
4
3
名


の
職


員
が


「
預


け
」


（
１


業
者


に
預


け
る


形
で


管
理


さ
せ


て
い


た
）


と
い


う
不


適
切


な
手


続
き


に
よ


り
研


究
費


を
支


出
。


・
平


成
1
3
～


1
9
年


度
に


か
け


て
契


約
1
8
2
件


、
合


計
約


6
,
6
0
0
万


円


○
核


燃
料


物
質


使
用


施
設


に
つ


い
て


、
法


令
に


基
づ


く
許


可
を


経
な


い
ま


ま
、


設
備


を
変


更
し


、
使


用
を


開
始


。
・


文
部


科
学


省
か


ら
核


燃
料


物
質


の
使


用
停


止
の


指
示


≪
緑


資
源


機
構


≫
○


緑
資


源
機


構
の


林
道


整
備


事
業


の
調


査
業


務
の


発
注


に
関


し
、


機
構


側
主


導
の


常
態


的
な


談
合


事
件


が
発


覚
。


・
同


機
構


の
理


事
・


課
長


等
が


独
占


禁
止


法
違


反
（


不
当


な
取


引
制


限
）


容
疑


で
逮


捕
・


機
構


の
廃


止


○
コ


ン
プ


ラ
イ


ア
ン


ス
等


を
確


保
す


る
体


制
が


不
十


分
で


あ
り


、
監


事
等


に
よ


る
適


正
な


業
務


運
営


を
図


る
た


め
の


チ
ェ


ッ
ク


が
不


十
分


。


○
業


務
執


行
の


適
正


化
を


図
る


た
め


、
内


部
統


制
シ


ス
テ


ム
の


構
築


を
義


務
化


す
る


。


○
監


事
等


の
調


査
権


限
を


整
備


し
、


監
査


報
告


の
作


成
等


を
義


務
付


け
る


ほ
か


、
監


事
の


任
期


を
延


長
す


る
。


○
役


員
等


が
職


務
に


応
じ


て
適


正
に


業
務


運
営


に
従


事
す


る
義


務
を


明
確


化
し


た
上


で
、


こ
れ


に
違


反
す


る
こ


と
に


よ
る


損
害


が
生


じ
た


場
合


、
必


要
な


責
任


が
的


確
に


取
ら


れ
る


よ
う


な
仕


組
み


と
す


る
。


○
契


約
・


調
達


の
適


正
化


に
向


け
た


取
組


を
促


進
す


る
。


≪
国


立
環


境
研


究
所


≫
○


設
備


の
新


設
、


増
設


を
行


う
際


に
、


自
然


公
園


法
に


基
づ


く
許


可
を


受
け


ず
に


工
事


を
実


施
し


た
。


≪
日


本
ス


ポ
ー


ツ
振


興
セ


ン
タ


ー
≫


○
t
o
t
o
の


多
額


の
累


積
欠


損
金


が
財


務
諸


表
に


適
正


に
表


示
さ


れ
て


い
な


い
と


の
会


計
検


査
院


か
ら


の
指


摘
を


受
け


、
平


成
1
6
年


度
財


務
諸


表
を


変
更


・
再


提
出


。
・


平
成


1
6
年


度
決


算
に


係
る


参
議


院
の


警
告


決
議


（
累


積
欠


損
金


の
解


消
に


向
け


た
対


応
、


t
o
t
o
の


在
り


方
を


再
検


討
）


・
監


事
の


退
職


金
を


引
き


下
げ


（
会


計
検


査
院


の
指


摘
、


警
告


決
議


を
受


け
た


こ
と


を
マ


イ
ナ


ス
要


素
と


し
て


評
価


）


≪
中


小
企


業
基


盤
整


備
機


構
≫


○
財


務
諸


表
の


法
定


期
限


（
6
月


末
）


ま
で


の
提


出
が


で
き


な
か


っ
た


（
7
/
1
2
に


提
出


）
。


・
経


済
産


業
省


は
、


財
務


諸
表


の
早


期
提


出
、


原
因


究
明


、
再


発
防


止
策


の
策


定
を


求
め


る
措


置
要


求
（


違
法


行
為


等
の


是
正


）


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
収


賄
等


の
職


員
の


不
祥


事


≪
住


宅
金


融
支


援
機


構
≫


○
職


員
が


職
務


上
知


り
え


た
情


報
を


民
間


企
業


に
提


供
し


、
そ


の
見


返
り


と
し


て
飲


食
接


待
や


金
品


を
受


領
。


・
金


品
に


関
し


て
は


、
平


成
1
9
～


2
0
年


に
か


け
て


合
計


2
0
0
万


円
。


・
職


員
が


収
賄


の
容


疑
で


逮
捕


。


≪
石


油
天


然
ガ


ス
・


金
属


鉱
物


資
源


機
構


≫
○


職
員


が
、


探
査


船
の


運
航


契
約


を
巡


っ
て


関
係


業
者


か
ら


わ
い


ろ
を


受
領


。
・


職
員


が
収


賄
の


容
疑


で
逮


捕
。


独
立


行
政


法
人


に
関


す
る


問
題


事
例


と
制


度
見


直
し


に
お


け
る


対
応


組 織 規 律 関 係


資
料
６


1
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問
題


事
例


（
指


摘
事


項
等


）
問


題
事


例
の


要
因


今
般


の
見


直
し


に
お


け
る


対
応


【
事


業
仕


分
け


関
係


】
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
運


営
費


交
付


金
の


使
途


が
不


透
明


≪
日


本
原


子
力


研
究


開
発


機
構


≫
○


提
言


型
政


策
仕


分
け


（
方


向
性


）
・


共
通


業
務


費
・


人
件


費
・


管
理


費
の


削
減


・
合


理
化


、
保


養
施


設
、


広
報


施
設


、
利


用
度


（
稼


働
率


）
の


低
い


研
究


施
設


の
必


要
性


の
厳


格
な


精
査


を
行


う
と


と
も


に
、


運
営


費
交


付
金


の
積


算
内


訳
や


積
算


根
拠


、
前


年
度


の
執


行
額


を
明


示
し


、
多


額
の


予
算


を
執


行
し


て
い


る
こ


と
の


説
明


責
任


を
果


た
す


べ
き
。


○
事


業
仕


分
け


第
３


弾
・


予
算


の
積


算
根


拠
を


明
確


に
し


、
合


理
化


を
図


る
べ


き
。


（
評


価
者


の
コ


メ
ン


ト
）


・
原


子
力


の
専


門
性


が
高


い
の


は
理


解
す


る
も


の
の


、
大


き
な


額
を


使
っ


て
い


る
の


で
、


安
全


性
だ


け
で


な
く


、
予


算
の


使
い


方
に


つ
い


て
透


明
性


も
確


保
し


、
わ


か
り


や
す


い
説


明
に


努
め


る
べ


き
。


（
取


り
ま


と
め


コ
メ


ン
ト


）


≪
宇


宙
航


空
研


究
開


発
機


構
≫


○
事


業
仕


分
け


第
３


弾
（


評
価


者
の


コ
メ


ン
ト


）
・


資
金


計
画


の
立


て
方


自
体


が
ず


さ
ん


と
言


わ
れ


か
ね


な
い


。
も


っ
と


ク
リ


ア
に


す
る


こ
と


。
・


プ
ロ


ジ
ェ


ク
ト


ベ
ー


ス
の


み
の


資
金


計
画


の
み


で
は


な
く


、
年


度
ご


と
の


純
粋


に
必


要
な


経
費


、
新


た
に


発
生


す
る


経
費


等
を


明
確


に
示


し
て


い
た


だ
き


た
い


。


○
独


立
行


政
法


人
の


主
要


な
財


源
で


あ
る


運
営


費
交


付
金


は
、


積
算


や
執


行
実


績
が


国
民


に
明


ら
か


に
さ


れ
て


い
な


い
。


○
運


営
費


交
付


金
の


算
定


に
当


た
り


控
除


し
た


利
息


収
入


等
の


積
算


と
実


態
に


か
い


離
が


生
じ


て
い


る
。


○
運


営
費


交
付


金
は


、
積


算
・


執
行


実
績


を
把


握
す


る
仕


組
み


が
な


く
、


説
明


責
任


が
十


分
に


果
た


さ
れ


て
な


い
。


○
十


分
な


検
証


の
な


い
ま


ま
必


要
の


な
い


資
金


を
保


有
し


て
い


る
。


○
交


付
金


の
使


途
に


つ
い


て
、


概
算


要
求


及
び


年
度


計
画


に
事


業
別


の
予


算
の


積
算


（
見


積
り


）
の


添
付


、
そ


の
執


行
実


績
の


事
業


報
告


書
へ


の
添


付
・


公
表


を
義


務
付


け
る


。


○
予


算
の


積
算


と
執


行
実


績
を


把
握


し
、


相
当


程
度


乖
離


し
て


い
る


場
合


に
は


、
そ


の
理


由
を


明
ら


か
に


す
る


。


○
適


正
な


資
金


の
使


用
を


義
務


付
け


る
と


と
も


に
、


不
要


資
産


の
留


保
を


防
止


す
る


仕
組


み
を


構
築


す
る


。


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
◎


不
要


な
金


融
資


産
が


法
人


に
残


留


○
事


業
仕


分
け


第
１


弾
（


Ｗ
Ｇ


の
評


価
結


果
、


取
り


ま
と


め
）


・
不


要
資


産
（


金
融


資
産


）
の


国
庫


返
納


等
≪


福
祉


医
療


機
構


≫
（


長
寿


・
子


育
て


・
障


害
者


基
金


事
業


）
≪


国
際


交
流


基
金


≫
（


運
用


資
金


）
≪


日
本


貿
易


振
興


機
構


、
情


報
処


理
推


進
機


構
、


石
油


天
然


ガ
ス


・
金


属
鉱


物
資


源
機


構
≫


（
保


証
金


・
信


用
基


金
等


）
≪


新
エ


ネ
ル


ギ
ー


・
産


業
技


術
総


合
開


発
機


構
≫


（
N
E
D
O
省


エ
ネ


・
リ


サ
イ


ク
ル


法
債


務
保


証
基


金
）


≪
国


立
青


少
年


教
育


振
興


機
構


≫
（


子
ど


も
ゆ


め
基


金
）


※
不


要
資


産
の


国
庫


納
付


に
つ


い
て


、
「


独
立


行
政


法
人


の
事


務
・


事
業


の
見


直
し


の
基


本
方


針
」


（
平


成
2
2
年


1
2


月
閣


議
決


定
）


に
お


い
て


措
置


○
事


業
仕


分
け


第
２


弾
（


Ｗ
Ｇ


結
論


）


・
不


要
資


産
（


金
融


資
産


）
の


国
庫


返
納


等
≪


住
宅


金
融


支
援


機
構


≫
（


証
券


化
支


援
業


務
）


≪
農


畜
産


業
振


興
機


構
≫


（
野


菜
関


係
業


務
等


）
≪


鉄
道


建
設


・
運


輸
施


設
整


備
支


援
機


構
≫


（
特


例
業


務
（


国
鉄


清
算


業
務


）
）


≪
農


林
漁


業
信


用
基


金
≫


（
低


利
預


託
原


資
貸


付
業


務
（


農
業


関
係


、
林


業
関


係
、


漁
業


関
係


）
）


≪
新


エ
ネ


ル
ギ


ー
・


産
業


技
術


総
合


開
発


機
構


≫
（


鉱
工


業
承


継
業


務
）


≪
医


薬
基


盤
研


究
所


≫
（


実
用


化
研


究
支


援
事


業
）


≪
情


報
通


信
研


究
機


構
≫


（
民


間
基


盤
技


術
研


究
促


進
業


務
、


情
報


通
信


ベ
ン


チ
ャ


ー
へ


の
出


資
）


○
事


業
仕


分
け


第
３


弾
（


Ｗ
Ｇ


の
評


価
結


果
）


・
可


及
的


速
や


か
に


2
,
0
0
0
億


円
を


国
庫


返
納


す
る


。
≪


中
小


企
業


基
盤


整
備


機
構


≫
（


一
般


勘
定


の
資


産
）
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問
題


事
例


（
指


摘
事


項
等


）
問


題
事


例
の


要
因


今
般


の
見


直
し


に
お


け
る


対
応


【
会


計
検


査
院


の
指


摘
関


係
】


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
◎


運
営


費
交


付
金


の
算


定
に


当
た


っ
て


の
不


適
切


な
対


応


○
会


計
検


査
院


の
指


摘
（


独
立


行
政


法
人


に
お


け
る


運
営


費
交


付
金


の
状


況
）


（
平


成
2
3
年


1
0
月


）


≪
新


エ
ネ


ル
ギ


ー
・


産
業


技
術


総
合


開
発


機
構


≫
・


運
営


費
交


付
金


の
算


定
に


当
た


り
、


運
営


費
交


付
金


の
利


息
収


入
を


控
除


対
象


自
己


収
入


と
し


て
お


り
、


普
通


預
金


で
運


用
す


る
と


し
て


、
当


該
預


金
の


利
率


を
用


い
て


算
出


し
、


平
成


1
9
年


度
2
0
万


余
円


、
2
0
年


度
3
8
7
1
万


余
円


、
2
1
年


度
3
6
3
5
万


余
円


と
し


て
い


た
。


・
実


際
の


運
用


方
法


は
、


同
機


構
が


策
定


し
た


「
定


期
預


金
等


運
用


マ
ニ


ュ
ア


ル
」


に
基


づ
き


、
定


期
預


金
又


は
譲


渡
性


預
金


に
よ


り
運


用
し


て
い


た
。


・
実


際
の


運
用


に
係


る
利


率
等


が
控


除
対


象
自


己
収


入
の


算
定


に
用


い
た


利
率


等
を


大
幅


に
上


回
っ


た
結


果
、


実
際


の
利


息
収


入
は


、
1
9


年
度


3
億


8
8
0
0
万


余
円


、
2
0
年


度
4
億


7
1
4
2
万


余
円


、
2
1
年


度
2
億


7
1
2
2
万


余
円


と
な


っ
て


い
た


。


≪
石


油
天


然
ガ


ス
・


金
属


鉱
物


資
源


機
構


≫
・


運
営


費
交


付
金


の
算


定
に


当
た


り
、


運
営


費
交


付
金


の
運


用
収


入
を


控
除


対
象


自
己


収
入


と
し


て
お


り
、


普
通


預
金


で
運


用
す


る
と


し
て


、
当


該
預


金
の


利
率


を
用


い
て


算
出


し
、


平
成


1
9
年


度
4
5
万


余
円


、
2
0
年


度
1
5
4
万


余
円


、
2
1
年


度
2
5
0
万


余
円


と
し


て
い


る
。


・
実


際
の


運
用


方
法


を
み


る
と


、
同


機
構


が
策


定
し


た
資


金
運


用
要


領
に


基
づ


き
、


定
期


預
金


に
よ


り
運


用
し


て
い


た
。


・
実


際
の


運
用


に
係


る
利


率
等


が
控


除
対


象
自


己
収


入
の


算
定


に
用


い
た


利
率


、
元


本
の


額
等


を
大


幅
に


上
回


っ
た


結
果


、
実


際
の


運
用


収
入


は
1
9
年


度
5
億


1
9
1
7
万


余
円


、
2
0
年


度
6
7
7
9
万


余
円


、
2
1
年


度
7
6
6
6
万


余
円


と
な


っ
て


い
た


。


（
再


掲
）


○
独


立
行


政
法


人
の


主
要


な
財


源
で


あ
る


運
営


費
交


付
金


は
、


使
途


が
特


定
さ


れ
ず


、
積


算
や


執
行


実
績


が
国


民
に


明
ら


か
に


さ
れ


て
い


な
い


。


○
運


営
費


交
付


金
の


算
定


に
当


た
り


控
除


し
た


利
息


収
入


等
の


積
算


と
実


態
に


か
い


離
が


生
じ


て
い


る
。


○
運


営
費


交
付


金
は


、
積


算
・


執
行


実
績


を
把


握
す


る
仕


組
み


が
な


く
、


説
明


責
任


が
十


分
に


果
た


さ
れ


て
な


い
。


○
十


分
な


検
証


の
な


い
ま


ま
必


要
の


な
い


資
金


を
保


有
し


て
い


る
。


（
再


掲
）


○
交


付
金


の
使


途
に


つ
い


て
、


概
算


要
求


及
び


年
度


計
画


に
事


業
別


の
予


算
の


積
算


（
見


積
り


）
の


添
付


、
そ


の
執


行
実


績
の


事
業


報
告


書
へ


の
添


付
・


公
表


を
義


務
付


け
る


。


○
予


算
の


積
算


と
執


行
実


績
を


把
握


し
、


相
当


程
度


乖
離


し
て


い
る


場
合


に
は


、
そ


の
理


由
を


明
ら


か
に


す
る


。


○
適


正
な


資
金


の
使


用
を


義
務


付
け


る
と


と
も


に
、


不
要


資
産


の
留


保
を


防
止


す
る


仕
組


み
を


構
築


す
る


。


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
◎


不
要


な
運


営
費


交
付


金
が


法
人


に
残


留


≪
労


働
者


健
康


福
祉


機
構


≫
○


会
計


検
査


院
の


指
摘


（
独


立
行


政
法


人
に


お
け


る
運


営
費


交
付


金
の


状
況


）
（


平
成


2
3
年


1
0
月


）
・


平
成


2
0
年


度
末


の
第


1
期


中
期


目
標


期
間


の
終


了
に


伴
う


期
末


処
理


に
お


い
て


、
最


終
年


度
末


ま
で


残
っ


た
運


営
費


交
付


金
債


務
の


額
等


約
1
6
億


円
が


発
生


し
て


い
た


。
・


運
営


費
交


付
金


債
務


の
残


額
を


上
回


る
前


期
か


ら
の


繰
越


欠
損


金
が


あ
り


、
同


機
構


の
経


理
は


省
令


に
よ


り
三


つ
の


経
理


単
位


に
区


分
し


運
営


費
交


付
金


を
充


当
し


な
い


勘
定


が
あ


っ
た


た
め


、
運


営
費


交
付


金
の


使
用


残
額


が
法


人
内


部
に


留
保


さ
れ


、
国


庫
納


付
さ


れ
て


い
な


か
っ


た
。


・
2
3
年


9
月


に
、


厚
生


労
働


大
臣


に
対


し
て


、
不


要
財


産
の


国
庫


納
付


に
係


る
認


可
申


請
書


を
提


出
。


≪
中


小
企


業
基


盤
整


備
機


構
≫


○
会


計
検


査
院


の
指


摘
（


独
立


行
政


法
人


に
お


け
る


運
営


費
交


付
金


の
状


況
）


（
平


成
2
3
年


1
0
月


）
・


平
成


2
0
年


度
末


の
第


1
期


中
期


目
標


期
間


の
終


了
に


伴
う


期
末


処
理


に
お


い
て


、
最


終
年


度
末


ま
で


残
っ


た
運


営
費


交
付


金
債


務
の


額
等


8
3
0
7
万


余
円


が
発


生
し


て
い


た
。


・
運


営
費


交
付


金
債


務
の


残
額


を
上


回
る


前
期


か
ら


の
繰


越
欠


損
金


が
あ


り
、


同
機


構
の


経
理


は
省


令
に


よ
り


三
つ


の
経


理
単


位
に


区
分


し
資


金
融


通
が


禁
止


さ
れ


て
い


た
た


め
、


運
営


費
交


付
金


の
使


用
残


額
が


法
人


内
部


に
留


保
さ


れ
、


国
庫


納
付


さ
れ


て
い


な
か


っ
た


。
・


2
3
年


9
月


に
、


経
済


産
業


大
臣


に
対


し
て


、
不


要
財


産
の


国
庫


納
付


に
係


る
認


可
申


請
書


を
提


出
。
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問
題


事
例


（
指


摘
事


項
等


）
問


題
事


例
の


要
因


今
般


の
見


直
し


に
お


け
る


対
応


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
具


体
性


に
欠


け
る


目
標


設
定


≪
海


技
教


育
研


究
機


構
≫


≪
住


宅
金


融
支


援
機


構
≫


○
中


期
目


標
の


設
定


に
お


け
る


客
観


性
の


確
保


に
当


た
っ


て
は


、
「


で
き


る
限


り
数


値
に


よ
る


等
そ


の
達


成
状


況
が


判
断


し
や


す
い


よ
う


に
定


め
る


こ
と


」
（


中
央


省
庁


等
改


革
推


進
本


部
決


定
）


と
さ


れ
て


い
る


も
の


の
、


徹
底


さ
れ


て
い


な
い


。
・


海
技


教
育


機
構


：
人


材
育


成
分


野
の


目
標


設
定


に
関


し
、


水
産


大
学


校
は


「
就


職
割


合
が


７
５


％
以


上
確


保
さ


れ
る


よ
う


努
め


る
」


と
明


確
に


設
定


さ
れ


て
い


る
の


に
対


し
、


「
就


職
率


を
維


持
・


向
上


す
る


よ
う


努
め


る
」


と
定


性
的


な
目


標
設


定
。


・
住


宅
金


融
支


援
機


構
：


金
融


関
係


の
目


標
設


定
に


つ
い


て
、


日
本


学
生


支
援


機
構


は
「


新
規


変
換


者
で


９
５


％
以


上
、


全
体


で
８


０
％


」
「


３
か


月
以


上
の


延
滞


額
を


３
年


間
で


半
減


」
「


前
年


度
比


１
５


％
以


上
削


減
」


な
ど


と
明


確
に


設
定


さ
れ


て
い


る
の


に
対


し
、


「
回


収
率


の
改


善
」


「
的


確
な


債
権


管
理


を
実


施
」


と
定


性
的


な
目


標
設


定
。


○
具


体
的


・
定


量
的


な
目


標
設


定
が


さ
れ


て
い


な
い


。


○
評


語
（


Ｓ
Ａ


Ｂ
Ｃ


等
）


な
ど


の
評


価
の


基
準


が
府


省
に


よ
っ


て
異


な
る


。


○
政


策
の


一
貫


性
を


確
保


す
る


た
め


、
評


価
主


体
を


政
策


責
任


主
体


で
あ


る
主


務
大


臣
に


変
更


す
る


。


○
目


標
設


定
の


明
確


性
・


客
観


性
や


評
価


の
評


語
や


基
準


に
つ


い
て


府
省


横
断


的
に


統
一


性
を


持
た


せ
る


な
ど


、
主


務
大


臣
が


行
う


目
標


・
評


価
の


実
効


性
を


上
げ


る
た


め
の


ガ
イ


ド
ラ


イ
ン


の
整


備
等


を
行


う
。


○
評


価
結


果
を


踏
ま


え
、


主
務


大
臣


が
中


期
目


標
の


達
成


を
図


る
観


点
か


ら
法


人
に


所
要


の
措


置
を


講
じ


る
こ


と
と


す
る


な
ど


、
実


効
性


の
あ


る
評


価
の


仕
組


み
と


す
る


。


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
問


題
を


起
こ


し
た


法
人


等
に


対
し


て
高


い
評


価


≪
緑


資
源


機
構


≫
○


1
7
、


1
8
年


度
に


実
施


し
た


入
札


に
関


し
て


、
機


構
側


主
導


の
常


態
的


な
談


合
事


件
が


発
覚


。
○


平
成


1
8
年


度
の


農
林


水
産


省
評


価
委


員
会


の
業


務
実


績
評


価
で


は
、


談
合


問
題


と
は


切
り


離
し


た
上


で
「


業
務


運
営


の
効


率
化


に
よ


る
経


費
の


抑
制


」
を


ａ
評


価
（


達
成


割
合


が
9
0
％


以
上


。
評


価
基


準
は


ａ
＋


ａ
ｂ


ｃ
ｄ


）


≪
年


金
積


立
金


管
理


運
用


独
立


行
政


法
人


≫
○


年
金


積
立


金
の


運
用


収
益


額
が


、
平


成
1
9
年


度
に


は
－


5
兆


5
1
7
8
億


円
、


2
0
年


度
に


は
－


9
兆


3
4
8
1
億


円
と


大
幅


な
減


額
。


中
期


目
標


期
間


（
平


成
1
8
年


度
～


2
1
年


度
）


中
の


累
積


収
益


額
は


－
1
兆


7
3
6
4
億


円
。


○
中


期
目


標
に


係
る


厚
生


労
働


省
評


価
委


員
会


の
業


務
実


績
評


価
で


は
、


「
運


用
の


目
標


」
を


含
む


「
そ


の
他


業
務


運
営


に
関


す
る


重
要


事
項


」
が


Ａ
評


価
（


評
価


基
準


は
Ｓ


Ａ
Ｂ


Ｃ
Ｄ


）
。


≪
日


本
原


子
力


研
究


開
発


機
構


≫
○


高
速


増
殖


原
型


炉
も


ん
じ


ゅ
に


て
、


主
冷


却
系


配
管


か
ら


ナ
ト


リ
ウ


ム
が


漏
れ


る
事


故
が


発
生


（
平


成
７


年
）


し
、


対
策


工
事


等
を


進
め


た
も


の
の


、
ト


ラ
ブ


ル
が


発
生


し
、


中
期


目
標


期
間


中
に


性
能


試
験


を
再


開
す


る
こ


と
が


で
き


な
か


っ
た


。
○


中
期


目
標


に
係


る
文


部
科


学
省


評
価


委
員


会
の


業
務


実
績


評
価


（
平


成
1
7
～


2
1
年


度
）


で
は


、
「


高
速


増
殖


原
型


炉
も


ん
じ


ゅ
に


お
け


る
研


究
開


発
」


を
含


む
「


国
民


に
対


し
て


提
供


す
る


サ
ー


ビ
ス


そ
の


他
の


業
務


の
質


の
向


上
」


（
2
8
項


目
）


に
つ


い
て


は
Ａ


評
価


と
な


っ
て


い
る


（
評


価
基


準
は


Ｓ
Ａ


Ｂ
Ｃ


Ｆ
）


。


○
主


務
大


臣
が


行
う


目
標


設
定


や
中


期
目


標
期


間
の


業
務


実
績


評
価


等
に


つ
い


て
、


第
三


者
機


関
が


点
検


を
行


い
、


主
務


大
臣


に
対


し
て


意
見


を
述


べ
る


。


○
第


三
者


機
関


は
、


中
立


性
・


公
正


性
の


確
保


の
観


点
か


ら
制


度
所


管
府


省
に


設
置


す
る


。
委


員
は


、
組


織
・


経
営


等
の


専
門


家
か


ら
選


任
し


、
必


要
に


応
じ


専
門


の
部


会
を


設
置


で
き


る
よ


う
に


す
る


。


○
行


政
評


価
・


監
視


や
行


施
事


業
レ


ビ
ュ


ー
等


の
手


法
を


適
切


に
組


み
合


わ
せ


、
効


果
的


に
活


用
す


る
。


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
不


要
な


事
業


を
実


施


○
事


業
仕


分
け


第
１


弾
（


Ｗ
Ｇ


の
評


価
結


果
）


・
事


業
の


廃
止


≪
情


報
通


信
研


究
機


構
≫


（
情


報
通


信
分


野
の


ベ
ン


チ
ャ


ー
企


業
支


援
）


≪
科


学
技


術
振


興
機


構
≫


（
地


域
イ


ノ
ベ


ー
シ


ョ
ン


創
出


総
合


支
援


事
業


、
理


科
支


援
員


等
配


置
事


業
）


≪
高


齢
・


障
害


者
雇


用
支


援
機


構
≫


（
高


齢
期


雇
用


就
業


支
援


コ
ー


ナ
ー


）


○
事


業
仕


分
け


第
２


弾
（


Ｗ
Ｇ


結
論


）


・
事


業
の


廃
止


≪
住


宅
金


融
支


援
機


構
≫


（
住


宅
資


金
貸


付
業


務
（


ま
ち


づ
く


り
関


連
）


（
賃


貸
住


宅
関


連
）


、
住


宅
融


資
保


険
業


務
）


≪
農


畜
産


業
振


興
機


構
≫


（
情


報
収


集
提


供
業


務
）


≪
農


林
漁


業
信


用
基


金
≫


（
低


利
預


託
原


資
貸


付
業


務
（


農
業


関
係


）
（


林
業


関
係


）
（


漁
業


関
係


）
）


≪
国


際
観


光
振


興
機


構
≫


（
外


国
人


旅
行


客
の


受
入


体
制


整
備


）
≪


日
本


ス
ポ


ー
ツ


振
興


セ
ン


タ
ー


≫
（


学
校


安
全


支
援


業
務


の
う


ち
「


学
校


安
全


部
 
食


の
安


全
課


」
が


行
う


業
務


（
検


査
・


研
修


施
設


）
）


≪
労


働
政


策
研


究
・


研
修


機
構


≫
（


労
働


政
策


研
究


（
職


業
情


報
・


キ
ャ


リ
ア


ガ
イ


ダ
ン


ス
ツ


ー
ル


の
研


究
開


発
）


、
成


果
普


及
等


）
≪


福
祉


医
療


機
構


≫
（


年
金


担
保


貸
付


事
業


及
び


労
災


年
金


担
保


貸
付


事
業


）
≪


労
働


者
健


康
福


祉
機


構
≫


（
小


規
模


事
業


場
産


業
保


健
活


動
支


援
促


進
助


成
金


事
業


、
自


発
的


健
康


診
断


受
診


支
援


助
成


金
事


業
）


≪
宇


宙
航


空
研


究
開


発
機


構
≫


（
Ｊ


Ａ
Ｘ


Ａ
ｉ


（
広


報
施


設
）


の
運


営
）


○
独


立
行


政
法


人
に


移
行


前
の


行
政


組
織


や
特


殊
法


人
等


に
お


け
る


様
々


な
業


務
が


、
十


分
な


検
証


や
整


理
が


な
さ


れ
る


こ
と


な
く


新
法


人
に


引
き


継
が


れ
、


必
要


の
な


い
事


業
が


継
続


さ
れ


た
。


○
中


期
目


標
期


間
終


了
時


ま
で


の
法


人
の


組
織


・
業


務
の


全
般


的
見


直
し


に
お


い
て


、
主


務
大


臣
が


法
人


を
存


続
さ


せ
る


必
要


性
に


つ
い


て
も


必
ず


検
証


を
行


い
、


検
証


結
果


を
公


表
す


る
。


法
人


を
廃


止
す


る
場


合
、


必
要


な
事


務
・


事
業


に
つ


い
て


は
別


途
措


置
す


る
。


○
法


人
の


存
廃


に
係


る
主


務
大


臣
の


判
断


に
つ


い
て


、
第


三
者


機
関


が
点


検
し


、
意


見
を


述
べ


る
こ


と
が


で
き


る
こ


と
と


す
る


。


※
事


業
の


廃
止


に
つ


い
て


、
「


独
立


行
政


法
人


の
事


務
・


事
業


の
見


直
し


の
基


本
方


針
」


（
平


成
2
2
年


1
2
月


閣
議


決
定


）
に


お
い


て
措


置


目 標 ・ 評 価 関 係
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問
題


事
例


（
指


摘
事


項
等


）
問


題
事


例
の


要
因


今
般


の
見


直
し


に
お


け
る


対
応


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
不


要
な


実
物


資
産


が
温


存
、


契
約


関
係


等
が


不
透


明


○
事


業
仕


分
け


第
２


弾
（


Ｗ
Ｇ


結
論


）


・
不


要
資


産
の


売
却


等
≪


労
働


政
策


研
究


・
研


修
機


構
≫


（
労


働
行


政
担


当
職


員
研


修
（


労
働


大
学


校
）


）
≪


高
齢


・
障


害
者


雇
用


支
援


機
構


≫
（


障
害


者
職


業
セ


ン
タ


ー
の


設
置


運
営


（
地


域
障


害
者


職
業


セ
ン


タ
ー


）
）


≪
日


本
貿


易
振


興
機


構
≫


（
Ｊ


Ｅ
Ｔ


Ｒ
Ｏ


本
部


、
海


外
事


務
所


、
Ｊ


Ｅ
Ｔ


Ｒ
Ｏ


会
館


等
）


・
関


係
法


人
の


利
益


剰
余


金
の


国
庫


返
納


等
≪


都
市


再
生


機
構


≫


・
密


接
な


関
係


に
あ


る
と


考
え


ら
れ


る
法


人
と


契
約


す
る


際
の


情
報


公
開


（
取


引
契


約
関


係
）


≪
国


際
協


力
機


構
≫


○
事


務
・


事
業


見
直


し
の


基
本


方
針


（
閣


議
決


定
）


・
不


要
資


産
の


国
庫


返
納


≪
国


立
印


刷
局


≫
（


大
手


町
敷


地
、


市
ヶ


谷
セ


ン
タ


ー
、


久
我


山
運


動
場


）


○
情


報
公


開
の


取
組


は
進


み
つ


つ
あ


る
も


の
の


、
法


人
の


不
適


切
な


対
応


を
防


止
で


き
る


ま
で


の
レ


ベ
ル


に
達


し
て


い
な


い
。


○
法


人
の


組
織


・
業


務
状


況
（


例
え


ば
、


事
業


部
門


・
間


接
部


門
別


職
員


数
等


）
、


取
引


状
況


（
例


え
ば


、
公


務
員


Ｏ
Ｂ


の
再


就
職


先
と


の
取


引
状


況
や


契
約


に
よ


ら
な


い
支


出
の


状
況


等
）


、
財


務
状


況
（


例
え


ば
、


交
付


金
の


使
途


や
資


産
保


有
状


況
等


）
な


ど
に


つ
い


て
、


公
開


す
る


情
報


の
内


容
の


拡
充


を
図


る
。


○
契


約
・


調
達


の
適


正
化


を
進


め
る


取
組


を
促


進
す


る
と


と
も


に
、


関
連


会
社


等
と


の
委


託
契


約
の


透
明


性
を


高
め


、
多


額
の


不
要


額
が


認
め


ら
れ


る
場


合
に


適
切


に
返


納
さ


せ
る


取
組


を
強


化
す


る
。


ま
た


、
法


人
か


ら
関


連
会


社
等


へ
の


再
就


職
を


法
律


に
よ


り
規


制
す


る
。


※
実


物
資


産
の


国
庫


納
付


等
に


つ
い


て
、


「
独


立
行


政
法


人
の


事
務


・
事


業
の


見
直


し
の


基
本


方
針


」
（


平
成


2
2
年


1
2
月


閣
議


決
定


）
に


お
い


て
措


置


≪
日


本
原


子
力


研
究


開
発


機
構


≫
○


提
言


型
政


策
仕


分
け


（
方


向
性


）
・


退
職


者
の


再
就


職
先


と
の


随
意


契
約


問
題


に
つ


い
て


、
透


明
性


・
公


正
性


・
競


争
性


確
保


の
観


点
か


ら
の


更
な


る
見


直
し


○
会


計
検


査
院


の
意


見
・


機
構


が
公


表
し


て
い


る
も


ん
じ


ゅ
の


研
究


開
発


に
要


し
た


経
費


（
9
2
6
5
億


円
）


は
、


実
際


の
支


出
額


で
は


な
く


予
算


額
の


合
計


で
あ


り
、


人
件


費
、


固
定


資
産


税
等


が
含


ま
れ


て
い


な
い


な
ど


、
経


費
の


全
体


規
模


を
示


す
も


の
と


な
っ


て
お


ら
ず


、
実


際
の


総
支


出
額


は
9
9
8
0
億


円
と


な
り


、
公


表
額


を
7
1
4
億


円
上


回
っ


て
い


た
。


・
も


ん
じ


ゅ
関


連
施


設
で


あ
る


リ
サ


イ
ク


ル
機


器
試


験
施


設
は


、
完


成
し


て
い


る
建


物
部


分
の


維
持


管
理


費
が


多
額


に
上


っ
て


い
る


に
も


か
か


わ
ら


ず
使


用
さ


れ
る


こ
と


な
く


存
置


さ
れ


、
ま


た
、


建
設


等
の


支
出


額
（


8
3
0
億


円
）


が
公


表
さ


れ
て


い
な


か
っ


た
。


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
会


計
処


理
に


関
す


る
ル


ー
ル


が
不


十
分


≪
水


産
大


学
校


≫
≪


海
技


教
育


機
構


≫
≪


航
空


大
学


校
≫


○
会


計
検


査
院


の
指


摘
（


独
立


行
政


法
人


に
お


け
る


運
営


費
交


付
金


の
状


況
）


（
平


成
2
3
年


1
0
月


）
・


３
法


人
は


、
運


営
費


交
付


金
債


務
の


収
益


化
基


準
に


つ
い


て
、


費
用


進
行


基
準


の
み


を
採


用
し


て
い


た
。


・
業


務
に


係
る


費
用


の
見


積
も


り
に


つ
い


て
は


、
相


当
程


度
細


分
化


さ
れ


た
経


費
単


位
ご


と
に


毎
年


度
決


定
し


て
お


り
、


業
務


の
達


成
度


に
つ


い
て


は
、


学
校


又
は


教
育


課
程


ご
と


に
修


業
期


間
、


授
業


科
目


、
単


位
数


、
履


修
方


法
等


が
定


め
ら


れ
、


そ
れ


ぞ
れ


所
定


の
定


員
に


対
し


て
、


計
画


的
に


履
修


さ
せ


て
所


定
の


単
位


を
修


得
し


た
者


を
卒


業
又


は
修


了
さ


せ
て


い
る


。
・


こ
れ


ら
3
法


人
は


、
業


務
の


全
部


又
は


一
部


に
つ


い
て


、
業


務
と


運
営


費
交


付
金


と
の


対
応


関
係


が
明


ら
か


で
、


業
務


に
よ


っ
て


は
期


間
的


な
対


応
関


係
が


あ
る


こ
と


か
ら


、
業


務
達


成
基


準
又


は
期


間
進


行
基


準
が


採
用


で
き


る
と


認
め


ら
れ


た
。


○
大


半
の


法
人


が
費


用
進


行
基


準
を


採
用


し
て


い
る


（
会


計
検


査
院


の
検


査
対


象
8
3
法


人
中


6
1
法


人
（


7
3
.
4
％


。
2
1


年
度


）
）


○
運


営
費


交
付


金
は


、
積


算
・


執
行


実
績


が
明


ら
か


に
さ


れ
て


い
な


い
。


○
原


則
と


し
て


業
務


達
成


基
準


を
採


用
す


る
こ


と
、


事
業


別
に


区
分


さ
れ


た
情


報
を


充
実


さ
せ


る
こ


と
な


ど
の


見
直


し
を


行
う


こ
と


と
し


、
詳


細
に


つ
い


て
更


に
検


討
す


る
。


透 明 性 ・ 説 明 責 任 関 係
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問
題


事
例


（
指


摘
事


項
等


）
問


題
事


例
の


要
因


今
般


の
見


直
し


に
お


け
る


対
応


そ の 他 （ 研 究 開 発 型 ）


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


　
　


◎
研


究
開


発
を


行
う


独
立


行
政


法
人


に
対


し
ガ


バ
ナ


ン
ス


が
機


能
せ


ず


≪
科


学
技


術
振


興
機


構
≫


○
事


業
仕


分
け


第
２


弾
（


取
り


ま
と


め
コ


メ
ン


ト
）


・
国


が
戦


略
性


を
も


っ
て


い
な


い
、


そ
れ


が
十


分
に


省
を


通
じ


て
独


法
に


下
り


て
き


て
い


な
い


、
総


合
科


学
技


術
会


議
と


文
科


省
と


独
法


と
の


関
係


が
全


く
整


理
さ


れ
て


い
な


い
。


さ
ら


に
言


え
ば


、
総


合
科


学
技


術
会


議
自


体
が


機
能


を
果


た
し


て
い


な
い


と
い


う
の


が
共


通
の


問
題


点
で


あ
り


、
そ


れ
が


ク
リ


ア
さ


れ
て


い
な


い
た


め
、


独
法


の
運


営
自


体
と


国
の


戦
略


性
と


の
リ


ン
ク


が
乏


し
く


な
っ


て
い


る
よ


う
に


み
え


る
。


・
結


論
と


し
て


、
総


合
科


学
技


術
会


議
の


あ
り


方
を


中
心


に
科


学
技


術
政


策
を


抜
本


的
見


直
し


、
と


し
た


い
。


≪
日


本
原


子
力


研
究


開
発


機
構


≫
○


提
言


型
政


策
仕


分
け


（
方


向
性


）
・


運
営


費
交


付
金


の
積


算
内


訳
や


積
算


根
拠


、
前


年
度


の
執


行
額


を
明


示
し


、
多


額
の


予
算


を
執


行
し


て
い


る
こ


と
の


説
明


責
任


を
果


た
す


べ
き


。
・


Ｊ
Ａ


Ｅ
Ａ


の
退


職
者


の
再


就
職


先
と


の
随


意
契


約
問


題
に


つ
い


て
、


透
明


性
・


公
正


性
・


競
争


性
確


保
の


観
点


か
ら


の
更


な
る


見
直


し
・


Ｊ
Ａ


Ｅ
Ａ


を
含


む
研


究
開


発
を


担
っ


て
い


る
独


立
行


政
法


人
の


ガ
バ


ナ
ン


ス
の


抜
本


的
な


見
直


し
を


行
う


べ
き


。


≪
研


究
開


発
の


あ
り


方
・


実
施


方
法


≫
○


提
言


型
政


策
仕


分
け


（
方


向
性


）
・


独
立


行
政


法
人


に
よ


る
研


究
開


発
に


つ
い


て
は


、
種


々
問


題
点


が
指


摘
さ


れ
て


い
る


と
こ


ろ
で


あ
り


、
事


業
の


透
明


性
を


図
る


た
め


に
も


、
ガ


バ
ナ


ン
ス


の
強


化
を


図
る


。
・


科
学


技
術


予
算


の
あ


り
方


に
つ


い
て


は
、


成
長


へ
の


寄
与


度
な


ど
イ


ノ
ベ


ー
シ


ョ
ン


に
関


す
る


指
標


に
重


点
を


置
い


た
検


証
可


能
な


成
果


目
標


を
設


定
し


た
う


え
で


、
所


管
官


庁
か


ら
独


立
し


た
厳


格
な


外
部


評
価


を
行


う
べ


き
で


あ
る


。
そ


の
た


め
に


も
総


合
科


学
技


術
会


議
か


ら
科


学
技


術
イ


ノ
ベ


ー
シ


ョ
ン


戦
略


本
部


へ
の


改
組


に
当


た
っ


て
は


、
構


成
員


及
び


事
務


局
体


制
の


全
面


的
な


見
直


し
、


あ
わ


せ
て


、
事


業
の


優
先


付
け


を
含


め
た


各
省


横
断


的
な


総
合


調
整


機
能


の
強


化
を


図
る


。


○
研


究
体


制
に


重
複


が
生


じ
る


こ
と


や
研


究
領


域
の


狭
間


が
形


成
さ


れ
重


要
な


研
究


が
抜


け
落


ち
る


こ
と


な
ど


、
各


省
横


断
的


な
総


合
調


整
が


的
確


に
行


わ
れ


ず
戦


略
性


を
持


っ
た


研
究


開
発


体
制


が
確


立
さ


れ
て


い
な


い
。


○
検


証
可


能
な


成
果


目
標


が
設


定
さ


れ
ず


、
研


究
開


発
面


も
含


め
た


評
価


が
的


確
に


行
わ


れ
て


い
な


い
。


○
目


標
管


理
に


当
た


っ
て


は
、


基
礎


研
究


、
応


用
研


究
等


法
人


が
行


う
業


務
の


性
格


・
特


徴
を


踏
ま


え
た


対
応


を
行


う
と


と
も


に
、


達
成


時
期


が
明


確
で


、
第


三
者


に
よ


る
客


観
的


な
検


証
が


可
能


な
成


果
目


標
を


設
定


す
る


。


○
研


究
開


発
面


に
つ


い
て


、
専


門
的


観
点


か
ら


、
目


標
設


定
・


業
務


実
績


評
価


等
に


お
い


て
主


務
大


臣
を


補
佐


す
る


た
め


、
主


務
大


臣
の


下
に


、
学


識
経


験
者


か
ら


構
成


さ
れ


る
専


門
の


研
究


評
価


委
員


会
（


仮
称


）
を


設
置


す
る


。


※
科


学
技


術
イ


ノ
ベ


ー
シ


ョ
ン


政
策


を
国


家
戦


略
と


し
て


取
り


組
む


に
当


た
り


、
そ


の
推


進
の


司
令


塔
機


能
を


担
う


「
科


学
技


術
イ


ノ
ベ


ー
シ


ョ
ン


戦
略


本
部


（
仮


称
）


」
に


よ
る


法
人


へ
の


関
与


と
第


三
者


機
関


が
行


う
関


与
と


の
関


係
に


つ
い


て
十


分
整


理
す


る
こ


と
が


必
要


。
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○第４期「科学技術基本計画」（平成 23 年８月 19 日閣議決定）（抄） 


 


３．実効性のある科学技術イノベーション政策の推進 


（１）政策の企画立案及び推進機能の強化 


我が国では、内閣総理大臣のリーダーシップの下、科学技術政策を府省


横断的に推進する組織として総合科学技術会議が設置され、基本政策等の


戦略や資源配分方針の策定、大規模研究開発の評価などにおいて一定の役


割を果たしてきた。しかし、国として科学技術イノベーション政策を一体


的に推進していくためには、各府省が、具体的な政策等の企画立案、推進、


さらには社会還元に至るまで、一貫したマネジメントの下で取り組むとと


もに、各府省の政策全体を俯瞰し、より幅広い観点から、政策を計画的か


つ総合的に推進する機能を強化していく必要がある。このため、科学技術


イノベーション政策を国家戦略として位置付け、より一層強力に推進する


観点から、総合科学技術会議の総合調整機能を強化し、さらに、これを改


組して、新たに「科学技術イノベーション戦略本部（仮称）」を創設し、政


策の企画立案と推進機能の大幅な強化を図る。 


 


（２）略 


 


（３）研究開発の実施体制の強化 


①研究開発法人の改革 


研究開発法人は、長期的視野に立った研究開発、公共性が高い研究開発、


現時点ではリスクが高い研究開発など、民間や大学では困難な研究開発を


実施する機関である。現在、研究開発法人は独立行政法人として設立され


ているが、研究開発の特殊性等を十分に踏まえた法人制度に改善を図る必


要がある。このような観点から、研究開発力強化法及び附帯決議では、研


究開発法人の在り方について必要な措置を講じるとされたところであり、


これらを踏まえ、研究開発法人の機能強化に向けた取組を推進する。 


＜推進方策＞ 


・ 国は、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12


月７日閣議決定）を踏まえつつ、研究開発の特性（長期性、不確実性、予


見不可能性、専門性）に鑑み、組織のガバナンスやマネジメントの改革等


を実現する国の研究開発機関に関する新たな制度を創設する。また、現行


制度においても、運用上、改善が可能なものについては、早急に見直しを


検討する。 


資料７ 
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○提言型政策仕分け（科学技術（研究開発）：研究開発のあり方・実施方法）（平


成 23 年 11 月 21 日） 


 


（論点①）独立行政法人をはじめとする各種科学技術施策は、投資に見合った


成果が現実に出されているのか。施策の評価・検証は十分か。どの


ような仕組みにより説明責任を全うすべきか。 


（論点②）費用対効果や実用化・産業化に向けた意識を高めるためにも、大学


等の研究機関において、民間との連携・民間資金の導入を自律的に


強化していく必要があるのではないか。 


（論点③）研究開発の施策の優先順位付けが十分に行われていないのではない


か。各省間の連携を含めた効果的・効率的な施策の実施のため、ど


のように実効的な優先順位付け等を図るべきか。 


 


提言（とりまとめ） 


科学技術予算の在り方については、成長への寄与度などイノベーションに関


する指標に重点を置いた検証可能な成果目標を設定したうえで、所管官庁から


独立した厳格な外部評価を行うべきである。そのためにも総合科学技術会議か


ら科学技術イノベーション戦略本部への改組に当たっては、構成員及び事務局


体制の全面的な見直し、あわせて、事業の優先付けを含めた各省横断的な総合


調整機能の強化を図る。なお、独立行政法人による研究開発については、種々


問題点が指摘されているところであり、事業の透明性を図るためにも、ガバナ


ンスの強化を図る。 


 


論点①、② 


国の研究開発施策に今必要なことは何か。 


a）時期を明確にした実効的な成果指標の設定と厳格な評価 ９名 


b）透明性の向上および説明責任の強化 ４名 


c）事業毎の積算や執行実績の明確化など投資先のガバナンスの強化 ３名 


d）大学・独立行政法人の役割分担 １名 


e）民間からの資金導入目標の設定 ４名 


f）その他 １名 


 （※複数回答） 


論点③ 


イノベーションを推進するために、どのような実施体制を構築するべきか。 


（１）国益を踏まえて戦略的に指揮する司令塔機能が必要 ９名 


a)時期を明確にした実効的な成果指標の設定と厳格な評価 ６名 


資料８ 
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b)透明性の向上および説明 ８名 


c)調整・評価機能の一元化 ６名 


d)その他 ０名 


 （※複数回答） 


 


（２）現状のままでよい。 ０名 
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主務大臣の関与の改正イメージ


１．中期目標の指示（変更を含む）、中期計画の認可・変更命令


主務大臣 評価委員会


法人


②中期目標の指示（変更を含む）
中期計画の認可・変更命令


①意見


【現行制度】 【改正イメージ】


主務大臣 第三者機関


法人


②中期目標の指示（変更を含む）
中期計画の認可・変更命令）


①チェック


２．評価結果を踏まえた業務運営の改善の命令


【現行制度】 【改正イメージ】


資料９


主務大臣は、報告聴取、立入検査等から、法人の著しく不適
切で放置できない状況（違法等の行為を除く。)を発見しても、
直接、改善させることができない。


主務大臣


評価委員会法人


①業務実績評価（一次評価）
②業務運営の改善等の勧告


④意見
（二次


評価）


政独委


③評価結
果の通
知


主務大臣 第三者機関


法人


①業務実績評価
③評価結果を踏まえた業務運
営の改善の命令


②チェック


３．違法行為やそのおそれのある行為、著しく不適切な行為の是正命令


【現行制度】 【改正イメージ】


主務大臣


法人


②措置内容の報告①是正要求


主務大臣


法人


①是正命令 命令違反には罰則を検討


命令違反には罰則を検討
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監事機能の強化等と役員の責任の明確化のイメージ


監事


法人


監
査


内部統制システムの構築を義務付け
（コンプライアンスの体制整備等）


１．監事機能の強化等


２．役員等の責任の明確化


法人


役員等


損
害


○職務忠実義務
（任務懈怠責任）


法律に明記


損害賠償請求


監事が実効的に機能する仕組みを実現
法人の適正な業務運営を確保


○ 役職員等に対する監事の調査権限を整備
○ 監査報告の作成等義務
○ 監事の任期期間の延長


民間法人と類似のガバナンスを達成
役員等の適正な業務運営を担保


資料10
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運営費交付金の
削減50


交付金算定の見直しイメージ


○ 自己収入の数値目標を達成した場合


目標＝実績過去5年の傾向


（仮定例）
• 自己収入を200とする目標（例年100）を設定し、達成。
• 交付金の算定に当たり、自己収入増加分（100）の半額（50)を控除対象外。


○ 自己収入の数値目標を達成できなかった場合


目標


（仮定例）
• 自己収入を200とする目標（例年100）を設定したものの、実績は50。
• 厳格な評価を経て交付金を削減（削減額50）。


資料11


予算の積算、執行実績に関する情報を年度計画、事業報告書等に添付することで説明責任を強
化した上で、例えば以下のような見直しを行う。


交付金400
（控除後）


自己収入100
（控除済）


自己収入
見込み200
（控除済）


算定過去5年の傾向


交付金400


自己収入200


交付金350
（控除後）


控除対象の
自己収入50


控除対象外
自己収入50


従来、交付金
の算定にあた
り控除されて
いた自己収入
増加分につい
て、一定部分
を控除しない


事業規模500(必要な支出)


目標：200
→達成


収入600


事業規模550


算定


交付金400
（控除後）


自己収入100
（控除済）


交付金400


自己収入200


交付金350
（控除後）


事業規模500(必要な支出)


目標：200


収入600


実績


交付金400
（控除後）


実績：50


事業規模
400


自己収入50
（控除済）


自己収入見込み
50（控除済）


事業規模
の縮減50


厳格な評価を経
て交付金の減額


(注)交付金の削減は、事務・事業の内容や継続性等を踏まえ総合的に判断されるもの。目標未達成が続く場合、
中期目標期間終了時の見直しにより法人の存廃を含めて事業が再構築される。


事業規模450
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剰余金の処理の見直しイメージ


○ 交付金を節減した場合


交付金
100


中期目標期間終了
後に国庫納付


実績


費用
80


積立金10


予定


目標：100


目的積立金10


（仮定例）
• 100の費用で業務を実施することを予定（交付金が100交付）
• 80の費用で業務を実施（交付金を20節減）
• 節減分（20）のうち、一定割合を経営努力認定し、目的積立金化


中期計画に定める
剰余金の使途への
充当


節
減


○ 自己収入が増加した場合


自己収入
80


実績


自己収入
100


目的積立金
20


例年の傾向


中期計画に定める
剰余金の使途への
充当利


益


（仮定例）
• 例年、80の自己収入。目標として100の自己収入を設定
• 目標を達成した場合、利益のうち、経営努力認定がなされた部分を目的積立金化


資料12


経営努力認定の要件
を明確化


従来、経営努力認定
が認められにくい運
営費交付金の節減分
を、厳格な認定を行
うことを前提に対象
化


予算の積算、執行実績に関する情報を年度計画、事業報告書等に添付することで説明責任を
強化した上で、例えば以下のような見直しを行う。
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目
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臣
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大
臣


法
人


①
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③
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②
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績
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③
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議


②
中


期
目
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③
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直
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当
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の
提


示
④


勧
告


の
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向
性


の
提


出


①
業


務
実
績


の
報
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②
年
度
実
績
の
評
価


③
評
価
結
果
の
通
知


必
要
が
あ
れ
ば
改


善
勧
告


③
評
価
結
果


の
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知


④
必
要
が
あ


れ
ば
意
見


①
業
務
実
績


の
報
告


②
実


績
の


評
価


③
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価
結


果
の


通
知


必
要
が
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れ
ば
業


務
運


営
の


改
善


等
の


勧
告


③
評
価
結
果


の
通
知


④
必


要
が


あ
れ
ば


意
見


現 行 見 直 し 案


第
三
者
機
関


（
制


度
所


管
府


省
）


府
省


評
価


委
員


会
（
各


府
省


）


政
独


委
（
総


務
省


）
政


独
委


（
総


務
省


）


政
独


委
（
総


務
省


）


府
省


評
価


委
員


会
（
各


府
省


）
府


省
評


価
委


員
会


（
各


府
省


）


府
省
評
価
委
員


会
（
各


府
省


）


第
三
者
機
関


（
制


度
所


管
府


省
）


第
三
者
機
関


（
制


度
所


管
府


省
）


資
料


1
3


総
務
省 行
政
評
価
・
監
視


（
適


宜
）


情
報
共
有
等


① 組 織 ・ 業 務 の 検 討


勧
告


実
地


調
査


行 政 事 業 レ ビ ュ ー に よ る 見 直 し


①
中
期
目


標
案
の
提
示


④ 中 期 目 標 の 指 示④ 中 期 目 標 の 指 示


① 業 務 実 績 の 報 告


② 意 見


⑤ 所 要 の 措 置
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資料 14 


 


現行制度の目標管理・評価の流れと改善後のイメージ 


 


（現行制度の目標管理・評価の流れ） 


 


 


 


（改善後のイメージ） 


 


主
務
大
臣
に
よ
る
中
期
目
標
の
設
定 


法
人
に
よ
る
中
期
計
画
・
年
度
計
画
の
作
成 


法
人
が
計
画
に
基
づ
き
業
務
を
実
施 


政
独
委
に
よ
る
勧
告
の
方
向
性
・
主
務
大
臣
に
よ
る
法
人


の
組
織
・
業
務
全
般
の
見
直
し
内
容
の
決
定 


評
価
委
員
会
に
よ
る
各
事
業
年
度
の
業
務
実
績
評
価 


政
独
委
に
よ
る
二
次
評
価 


～ 


評
価
委
員
会
に
よ
る
中
期
目
標
期
間
の
業
務
実
績
評
価 


政
独
委
に
よ
る
二
次
評
価 


次
期
中
期
目
標
・
中
期
計
画
・
年
度
計
画
の
作
成 


中期目標期間 
次期 


中期目標期間
前期 


中期目標期間 


主
務
大
臣
に
よ
る
中
期
目
標
の
設
定 


法
人
に
よ
る
中
期
計
画
・
年
度
計
画
の
作
成 


法
人
が
計
画
に
基
づ
き
業
務
を
実
施 


主
務
大
臣
に
よ
る
法
人
の
組
織
・
業
務
全
般
の
見
直
し
内


容
の
決
定
、
次
期
中
期
目
標
の
概
定 


主
務
大
臣
に
よ
る
各
事
業
年
度
の
業
務
実
績
評
価 


～ 


主
務
大
臣
に
よ
る
中
期
目
標
期
間
の
業
務
実
績
評
価 


次
期
中
期
目
標
・
中
期
計
画
・
年
度
計
画
の
作
成 


中期目標期間 


前期 
中期目標期間 


予算編成過程 


反映されず 
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費
用


収
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減
価
償
却
費


退
職
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付


引
当
金


修
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○
企


業
会


計
○


独
立


行
政


法
人


会
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独
法
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に
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け
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損
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用
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退
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付
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金


減
価


償
却


費
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損
益
均
衡


法
人


の
裁


量
と


は
無


関
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決
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れ
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減
価


償
却


費
相
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や
退


職
給


付
引


当
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相
当


額
な


ど
を


損
益


計
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の
対


象
外


と
し


、
中


期
計


画
に


沿
っ


て
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常
の


運
営


を
行


っ
た


場
合


に
費


用
と


収
益


が
見


合
う


よ
う


な
仕


組
み


。


収
益


費
用


利
益


経
営


努
力


損
益


均
衡


の
仕


組
み


に
よ


る
利


益
の


一
定


部
分


を
目


的
積


立
金


と
し


て
活


用
す


る
こ


と
を


認
め


、
法


人
の


経
営


努
力


を
促


進
。


資
料


1
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決
算
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運営費交付金債務の収益化基準（イメージ）


○ 業務達成基準


• 一定の業務と運営費交付金との対応関係が明らかにされている場合に、当該業務の達成度に
応じて、財源として予定されている運営費交付金債務の収益化を行うもの（例：一定のプロジェク
トの実施について、財源との対応関係が明らかにされている場合等）


→ 利益計上の余地あり


○ 期間進行基準


運営費交付金は、受領時に債務として計上され、業務の進行に応じて、一定の基準に基づき
収益化（債務として計上したものを収益として認識）することとされている。


• 一定の業務と運営費交付金との対応関係が明らかにされている場合に、業務の実施と運営費
交付金財源とが期間的に対応しているときに、一定の期間の経過を業務の進行とみなし、運営
費交付金債務の収益化を行うもの（例：管理部門の活動等）


→ 利益計上の余地あり


• 上記２基準と異なり、業務と運営費交付金との対応関係が示されない場合に、業務のための支
出額を限度として、運営費交付金債務の収益化を行うもの。


→ 利益計上の余地なし


プロジェクトＡの実施期間
【交付金100】


達成率100％→100収益化（費用80）


4/1 給与、福利厚生費等
【交付金100】


１年経過＝100収益化（費用90）


○ 費用進行基準


Ｂ業務
【交付金100】


4/1


60の費用＝60収益化


4/1


運営費交付金債務 100 支払 80 達成率 100％


運営費交付金収益 100    費用 80                            運営費交付金債務（残額） ０収益 ２０


運営費交付金債務 100 支払 90 期間進捗率 100％


運営費交付金収益 100    費用 90                            運営費交付金債務（残額） ０収益 １０


運営費交付金債務 100 支払 60


運営費交付金収益 60   費用 60                            運営費交付金債務（残額） 40


4/1


収益 ０


資料16
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携
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携
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国
の
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的


に
削


減
す


る
こ


と
に


つ
い


て
判


断
。


○
剰


余
金


の
処


理
に


際
し


、
目


標
を


上
回


っ
た


自
己


収
入


の
増


加
分


や
交


付
金


事
業


の
費


用
削


減
に


よ
る


利
益


に
つ


い
て


、
一


定
割


合
で


経
営


努
力


を
認


定
。


ま
た


、
一


定
の


合
理


的
な


理
由


が
あ


る
場


合
に


は
、


中
期


目
標


期
間


を
超


え
る


繰
越


し
を


認
め


る
。


（
○


可
能


な
限


り
定


量
的


・
具


体
的


な
自


己
収


入
の


数
値


目
標


を
設


定
）


（
○


自
己


収
入


の
数


値
目


標
を


設
定


）


説
明


責
任


と
透


明
性


の
強


化


○
運


営
費


交
付


金
は


、
積


算
や


執
行


実
績


を
把


握
す


る
仕


組
み


が
な


く
、


説
明


責
任


が
十


分
に


果
た


さ
れ


て
な


い
。


○
概


算
要


求
及


び
年


度
計


画
に


事
業


別
の


予
算


の
積


算
（


見
積


り
）


の
添


付
、


そ
の


執
行


実
績


の
事


業
報


告
書


へ
の


添
付


・
公


表
を


義
務


付
け


。
○


積
算


と
執


行
実


績
が


相
当


程
度


乖
離


し
て


い
る


場
合


に
は


、
そ


の
理


由
を


明
示


。
○


不
適


切
な


支
出


を
チ


ェ
ッ


ク
し


、
公


表
す


る
仕


組
み


。


そ
の


他


○
民


間
等


の
資


金
の


活
用


を
図


り
、


収
蔵


品
を


機
動


的
・


効
果


的
に


購
入


等
す


る
仕


組
み


（
基


金
）


の
整


備
を


検
討


○
裨


益
す


る
業


界
等


か
ら


の
適


正
な


負
担


を
求


め
る


な
ど


、
自


己
収


入
の


拡
大


や
教


育
内


容
の


高
度


化
に


向
け


た
適


切
な


措
置


○
事


業
内


容
が


個
別


法
令


等
に


規
定


さ
れ


て
い


る
も


の
の


内
容


を
精


査
し


、
運


営
費


交
付


金
に


よ
り


実
施


さ
れ


て
い


る
も


の
に


つ
い


て
、


可
能


な
限


り
補


助
金


等
に


よ
る


実
施


に
切


り
替


え


独
立


行
政


法
人


改
革


に
お


け
る


類
型


ご
と


の
ガ


バ
ナ


ン
ス


成
果


目
標


達
成


法
人


組 織 規 律 財 政 規 律


○
積


算
に


基
づ


き
交


付
金


を
交


付
す


る
単


年
度


の
財


政
措


置
を


原
則


○
合


理
的


な
理


由
が


あ
る


場
合


に
繰


越
し


を
認


め
る


取
扱


い


現
行


制
度


共
通


的
な


制
度


見
直


し


効
率


的
に
業


務
を
遂


行
す
る
上


で
の


自
主


的
・
自


律
的


裁
量


を
有


し
つ
つ
、
一


定
の


計
画


的
な
枠


組
み


の
下


で
事


務
・
事


業
を
行


う
こ
と
に
よ
り
、


主
務


大
臣


に
与


え
ら
れ


た
成


果
目


標
を
最


大
限


達
成


す
る
こ
と
が


求
め
ら
れ


る
法


人


国
と


の
一


体
性


的
業


務
運


営


資
料


1
7
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行
政


執
行


法
人


国
の


判
断


と
責


任
の


下
で
、
国


と
密


接
な
連


携
を
図


り
つ
つ
、


確
実


・
正


確
な
執


行
に
重


点
を


置
い
て
事


務
・
事


業
を
行


う
法


人


研
究


開
発


型
文


化
振


興
型


大
学


連
携


型
金


融
業


務
型


国
際


業
務


型
人


材
育


成
型


行
政


事
業


型


研
究


開
発


面
に


お
け


る
高


い
専


門
性


文
化


芸
術


分
野


の
自


主
性


・
創


造
性


、
中


立
性


・
継


続
性


、
一


定
の


自
己


収
益


性


大
学


が
行


う
業


務
と


の
関


連
性


金
融


業
務


の
高


い
専


門
性


業
務


の
国


際
性


、
海


外
事


務
所


の
重


要
性


特
定


の
職


種
へ


の
就


職
に


関
す


る
受


益
性


業
務


内
容


の
法


定
性


、
特


定
の


財
源


へ
の


依
存


性


成
果


目
標


達
成


法
人


現
行


制
度


共
通


的
な


制
度


見
直


し


効
率


的
に
業


務
を
遂


行
す
る
上


で
の


自
主


的
・
自


律
的


裁
量


を
有


し
つ
つ
、
一


定
の


計
画


的
な
枠


組
み


の
下


で
事


務
・
事


業
を
行


う
こ
と
に
よ
り
、


主
務


大
臣


に
与


え
ら
れ


た
成


果
目


標
を
最


大
限


達
成


す
る
こ
と
が


求
め
ら
れ


る
法


人


国
と


の
一


体
性


的
業


務
運


営


評
価


主
体


の
変


更
等


○
各


府
省


評
価


委
員


会
が


一
次


評
価


、
政


策
評


価
・


独
立


行
政


法
人


評
価


委
員


会
（


政
独


委
）


が
二


次
評


価
を


実
施


。
○


主
務


大
臣


は
法


人
に


目
標


を
与


え
る


の
み


で
、


目
標


に
対


す
る


成
果


を
自


ら
把


握
し


評
価


す
る


仕
組


み
と


な
っ


て
い


な
い


。
○


評
語


（
Ｓ


Ａ
Ｂ


Ｃ
等


）
な


ど
の


評
価


の
基


準
が


府
省


に
よ


っ
て


異
な


る
。


○
問


題
を


起
こ


し
た


法
人


に
も


高
い


評
価


が
与


え
ら


れ
る


例
が


あ
る


。
○


定
性


的
な


目
標


設
定


が
見


ら
れ


る
。


○
評


価
主


体
を


政
策


責
任


主
体


で
あ


る
主


務
大


臣
に


変
更


。
○


目
標


設
定


の
明


確
性


・
客


観
性


、
評


価
の


評
語


や
基


準
に


つ
い


て
府


省
横


断
的


に
統


一
性


を
持


た
せ


る
な


ど
、


主
務


大
臣


が
行


う
目


標
・


評
価


の
実


効
性


を
上


げ
る


た
め


、
ガ


イ
ド


ラ
イ


ン
の


整
備


等
運


用
面


の
取


組
。


○
主


務
大


臣
の


下
に


学
識


経
験


者
等


に
よ


る
研


究
評


価
委


員
会


（
仮


称
）


を
設


置
し


、
専


門
的


観
点


か
ら


目
標


設
定


・
評


価
等


を
補


佐
○


そ
の


際
、


国
際


的
な


動
向


も
勘


案
し


つ
つ


、
府


省
横


断
的


に
中


立
的


・
客


観
的


な
運


用
確


保
の


取
組


○
委


員
の


任
命


に
つ


い
て


制
度


所
管


府
省


へ
の


協
議


等
に


よ
り


適
切


性
を


担
保


○
基


礎
・


応
用


研
究


等
の


特
徴


を
踏


ま
え


た
目


標
管


理
、


検
証


可
能


な
成


果
目


標
の


設
定


○
科


学
技


術
イ


ノ
ベ


ー
シ


ョ
ン


戦
略


本
部


（
仮


称
）


の
法


人
へ


の
関


与
と


第
三


者
機


関
の


関
与


と
の


関
係


等
を


整
理


○
業


務
に


お
け


る
事


業
連


携
及


び
海


外
事


務
所


の
機


能
的


な
統


合
を


促
進


す
る


目
標


・
評


価
に


係
る


共
通


の
ル


ー
ル


の
設


定


○
関


係
す


る
職


種
へ


の
就


職
率


や
専


門
の


資
格


・
免


許
の


合
格


率
な


ど
、


具
体


的
・


定
量


的
な


目
標


設
定


○
中


期
目


標
管


理
に


お
い


て
業


務
・


財
務


の
改


善
目


標
に


重
点


を
置


き
つ


つ
、


業
務


の
実


施
方


法
の


妥
当


性
や


効
率


性
の


評
価


中
期


目
標


管
理


の
仕


組
み


の
見


直
し


○
中


期
目


標
期


間
の


業
務


実
績


評
価


を
、


中
期


目
標


期
間


終
了


後
に


実
施


。
○


毎
年


度
の


評
価


を
踏


ま
え


、
主


務
大


臣
が


法
人


に
対


し
て


所
要


の
措


置
を


と
る


こ
と


が
で


き
る


よ
う


、
実


効
性


の
あ


る
評


価
サ


イ
ク


ル
を


構
築


。
○


中
期


目
標


期
間


の
評


価
を


１
年


前
倒


し
で


行
い


、
目


標
期


間
終


了
時


ま
で


に
、


評
価


や
そ


れ
に


基
づ


く
措


置
が


可
能


と
な


る
ス


ケ
ジ


ュ
ー


ル
と


す
る


。


法
人


の
存


続
の


必
要


性
の


検
証


○
主


務
大


臣
は


、
中


期
目


標
期


間
終


了
時


に
法


人
の


組
織


・
業


務
全


般
の


見
直


し
。


○
政


独
委


は
、


主
務


大
臣


に
対


し
、


法
人


の
事


務
・


事
業


の
改


廃
に


つ
い


て
、


勧
告


。


○
中


期
目


標
期


間
終


了
時


ま
で


の
見


直
し


に
お


い
て


、
主


務
大


臣
が


法
人


を
存


続
さ


せ
る


必
要


性
に


つ
い


て
も


必
ず


検
証


を
行


い
、


検
証


結
果


を
公


表
（


法
人


を
廃


止
す


る
場


合
に


必
要


な
事


務
・


事
業


は
別


途
措


置
）


。


国
民


目
線


で
の


第
三


者
チ


ェ
ッ


ク
の


仕
組


み
の


整
備


○
第


三
者


機
関


と
し


て
、


各
府


省
に


評
価


委
員


会
を


、
総


務
省


に
政


独
委


を
設


置
し


、
評


価
を


実
施


。


○
主


務
大


臣
に


よ
る


目
標


設
定


・
中


期
目


標
期


間
の


評
価


・
法


人
の


存
廃


の
判


断
に


つ
い


て
、


第
三


者
機


関
が


点
検


し
、


必
要


な
意


見
を


述
べ


る
。


○
第


三
者


機
関


は
、


中
立


性
・


公
正


性
の


確
保


の
観


点
か


ら
制


度
所


管
府


省
に


設
置


。
組


織
・


経
営


等
の


専
門


家
を


選
任


し
、


必
要


に
応


じ
専


門
の


部
会


を
設


置
。


○
第


三
者


機
関


に
よ


る
点


検
の


他
、


行
政


評
価


・
監


視
、


行
政


事
業


レ
ビ


ュ
ー


等
を


適
切


に
組


み
合


わ
せ


、
効


果
的


に
活


用
。


○
法


人
に


対
す


る
行


政
評


価
・


監
視


の
勧


告
等


を
第


三
者


機
関


が
行


う
点


検
等


に
活


用
す


る
な


ど
の


取
組


を
検


討
。


第
三


者
機


関
の


点
検


等
に


必
要


な
場


合
、


総
務


省
に


調
査


を
依


頼
。


（
○


研
究


開
発


面
以


外
の


部
分


も
含


む
業


務
全


般
の


点
検


）


○
設


備
費


・
人


件
費


等
の


業
務


効
率


性
に


係
る


事
項


を
含


め
、


一
定


期
間


ご
と


に
第


三
者


機
関


が
点


検


業
務


運
営


に
係


る
情


報
公


開
の


推
進


等


○
組


織
・


財
務


・
評


価
等


に
関


す
る


情
報


の
公


表
が


義
務


付
け


ら
れ


て
い


る
。


○
競


争
性


の
な


い
随


意
契


約
や


一
者


応
札


・
応


募
が


相
当


割
合


を
占


め
て


い
る


。
不


透
明


な
委


託
契


約
等


の
結


果
、


過
剰


な
利


益
剰


余
金


や
内


部
留


保
が


存
在


。


○
法


人
の


組
織


・
業


務
状


況
、


取
引


状
況


、
財


務
状


況
等


に
つ


い
て


、
情


報
公


開
の


内
容


を
拡


充
。


ま
た


、
国


民
向


け
説


明
会


の
開


催
等


を
検


討
。


○
随


意
契


約
、


一
者


応
札


等
の


見
直


し
や


契
約


・
調


達
手


法
の


適
正


化
を


促
進


す
る


と
と


も
に


、
関


連
会


社
等


と
の


委
託


契
約


の
透


明
性


を
高


め
、


多
額


の
不


用
額


は
適


切
に


返
納


さ
せ


る
取


組
を


強
化


。
ま


た
、


法
人


か
ら


関
連


会
社


等
へ


の
再


就
職


を
法


律
に


よ
り


規
制


す
る


。


（
○


調
達


す
る


財
・


サ
ー


ビ
ス


の
性


質
等


を
考


慮
し


た
調


達
の


基
準


・
ル


ー
ル


を
検


討
）


（
○


大
規


模
事


業
の


実
施


状
況


の
透


明
性


の
向


上
）


会
計


基
準


等
の


見
直


し


○
業


務
と


交
付


金
の


関
係


が
明


ら
か


な
場


合
に


も
、


業
務


達
成


基
準


を
採


用
し


て
い


な
い


例
が


見
ら


れ
る


。


○
会


計
基


準
に


つ
い


て
、


事
業


別
に


区
分


さ
れ


た
情


報
の


充
実


や
、


原
則


と
し


て
業


務
達


成
基


準
を


採
用


す
る


な
ど


の
見


直
し


を
行


う
こ


と
と


し
、


専
門


的
に


検
討


。


○
交


付
金


の
会


計
上


の
取


扱
い


等
に


つ
い


て
専


門
的


に
検


討


目 標 ・ 評 価 の 在 り 方 透 明 性 ・ 情 報 公 開 の 向 上


○
毎


年
度


の
目


標
管


理
（


毎
年


度
、


主
務


大
臣


が
目


標
指


示
・


評
価


）


（
注


）
上


記
の


ほ
か


に
、


廃
止


、
民


営
化


、
他


の
法


人
制


度
を


活
用


す
る


法
人


が
あ


る
。


ま
た


、
成


果
目


標
達


成
法


人
の


中
に
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【参考１】 


 


 


独立行政法人改革に関する分科会の設置について 


 


平成 2 3 年９月 1 5 日 


行 政 刷 新 会 議 


 


 


１.「行政刷新会議の設置について」（平成 21 年９月 18 日閣議決定）５に基づき、独


立行政法人の制度・組織の見直しに係る検討を行うため、独立行政法人改革に関す


る分科会（以下、「分科会」という。）を設置する。 


２. 分科会の構成員は、議長が指名する。 


３．分科会長は、構成員の中から、議長が指名する。 


４．分科会長代理は、構成員の中から、分科会長が指名する。 


５. 分科会において配布された資料は、原則として、公表する。 


６. 分科会の議事概要を公表する。 


７. 必要に応じ、特定の分野に関する調査・検討を行うため、分科会にワーキンググ


ループを設置する。各ワーキンググループの構成員は、分科会長が指名する。 


８. 前各項に定めるもののほか、分科会及びワーキンググループの運営に関する事項


その他必要なことは、分科会長が定める。 
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【参考２】 


 


独立行政法人改革に関する分科会 構成員 


 


 


分科会長       原  良也 株式会社大和証券グループ本社最高顧問 


分科会長代理   富田 俊基 中央大学法学部教授 


秋池 玲子 株式会社ボストンコンサルティンググループ 


パートナー 


逢見 直人 日本労働組合総連合会 中央委員・ＵＩゼンセ 


ン同盟 会長付 


岡本 義朗 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 


主席研究員 


梶川  融 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人総括代表社員 


菊池 哲郎 株式会社毎日新聞社顧問 


高橋  進 株式会社日本総合研究所理事長 


土居 丈朗 慶応義塾大学経済学部教授 


山本 隆司 東京大学法学部教授 
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【参考３】 


独立行政法人改革に関する分科会 審議経過 


日 程 主 な 議 事 


平成 23 年 


9 月 21 日 


（第１回） 


○ 分科会の進め方について 


○ 独立行政法人の概要及びこれまでの独立行政法人改革の経緯 


○ 諸外国における政府関係機関の制度について 


平成 23 年 


9 月 28 日 


（第２回） 


○ 有識者ヒアリング 


○ 制度・組織の見直しを進めていく上での基本的考え方及び論点について 


○ ワーキンググループの設置について 


平成 23 年 


10 月 14 日 


（第３回） 


○ ワーキンググループ中間報告 


○ 有識者ヒアリング 


○ 独立行政法人制度改革の基本的な論点について 


平成 23 年 


10 月 19 日 


（第４回） 


○ 研究・開発に関する事務・事業を行う法人に係る整理すべき点について 


○ 内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）ヒアリング 


○ 制度改革に関する検討 


平成 23 年 


10 月 24 日 


（第５回） 


○ 有識者ヒアリング 


○ 制度改革に関する検討（目標・評価） 


 


平成 23 年 


11 月 1 日 


（第６回） 


○ 日本労働組合総連合会及び公務公共サービス労働組合協議会からの 


 ヒアリング 


○ 制度改革に関する検討（財政規律） 


平成 23 年 


11 月 9 日 


（第７回） 


○ 制度改革に関する検討（組織規律、透明性・説明責任） 


 


平成 23 年 


11 月 15 日 


（第８回） 


○ 制度改革に関する検討（制度設計に係る議論の整理、事務・事業の 


 特性に応じた類型に係る議論の整理） 


○ ワーキンググループにおける検討状況について 


平成 23 年 


11 月 25 日 


（第９回） 


○ 提言型政策仕分けの評価結果（独立行政法人関係） 


○ 制度・組織見直しに係る議論の整理 


 


平成 23 年 


12 月７日 


（第10回） 


○ 制度・組織の見直しについて 


 


 


平成 24 年


１月 13 日 


（第11回） 


○ 制度・組織の見直しについて 
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【参考４】 


 


ワーキンググループの設置について 


 


平 成 ２ ３ 年 ９ 月 ２ ８ 日 


行 政 刷 新 会 議 


独立行政法人改革に関する分科会 


 


 


１．独立行政法人改革に関する分科会に、次のとおりワーキンググループ（ＷＧ）を


設置する。 


 


（第１ＷＧ） 


   担当：内閣府、消費者庁、外務省、財務省、文部科学省、環境省、防衛省 


 


（第２ＷＧ） 


   担当：総務省、厚生労働省、経済産業省 


 


（第３ＷＧ） 


   担当：農林水産省、国土交通省 


 


２．ＷＧにおいて配布された資料は、原則として、公表する。 


 


３．ＷＧの議事概要を公表する。 
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【参考５】 


 


独立行政法人改革に関する分科会 


ワーキンググループ 構成員 


 


○第１ワーキンググループ 


（分科会委員）富田 俊基  中央大学法学部教授 


（分科会委員）山本 隆司  東京大学法学部教授 


       稲継 裕昭  早稲田大学政治経済学術院大学院公共経営研究科教授 


       太田 康広  慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授 


       川﨑 清隆  弁護士（弁護士法人御堂筋法律事務所） 


       城山 英明  東京大学公共政策大学院教授 


 


○第２ワーキンググループ 


（分科会委員）梶川  融  太陽ＡＳＧ有限責任監査法人総括代表社員 


（分科会委員）土居 丈朗  慶応義塾大学経済学部教授 


       小林 麻理  早稲田大学政治経済学術院大学院公共経営研究科教授 


       永久 寿夫  株式会社ＰＨＰ総合研究所代表取締役常務 


       野村 修也  中央大学法科大学院教授 


       原田  泰  株式会社大和総研顧問 


 


○第 3ワーキンググループ 


（分科会委員）秋池 玲子  株式会社ボストンコンサルティンググループパートナー 


（分科会委員）岡本 義朗  三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社主席研究員 


     岩瀬 大輔  ライフネット生命保険株式会社代表取締役副社長 


       上山 直樹  弁護士（ポールヘイスティングス法律事務所） 


       園田 智昭  慶應義塾大学商学部教授 


       玉井 克哉  東京大学先端科学技術研究センター教授 
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【参考６】 


 


独立行政法人改革に関する分科会ワーキンググループ 


 ヒアリング開催実績 


 


【第１ワーキンググループ】 


 


第 1回 平成 23年 10 月 4 日（内閣府、消費者庁、財務省、文部科学省所管法人） 


第 2回 平成 23年 10 月 5 日（文部科学省所管法人） 


第 3回 平成 23年 10 月 7 日（外務省、環境省、防衛省所管法人） 


第 4回 平成 23年 10 月 11 日（文部科学省所管法人） 


第 5回 平成 23年 10 月 12 日（外務省、文部科学省、防衛省所管法人） 


第 6回 平成 23年 10 月 17 日（内閣府、財務省、文部科学省所管法人） 


第 7回 平成 23年 10 月 18 日（文部科学省所管法人） 


第 8回 平成 23年 10 月 21 日（外務省、環境省、防衛省所管法人） 


第 9回 平成 23年 10 月 25 日（文部科学省所管法人） 


第 10 回 平成 23年 10 月 26 日（環境省、防衛省所管法人） 


 


 


【第２ワーキンググループ】 


 


第 1回 平成 23年 10 月 4 日（総務省、厚生労働省所管法人） 


第 2回 平成 23年 10 月 5 日（厚生労働省所管法人） 


第 3回 平成 23年 10 月 7 日（経済産業省所管法人） 


第 4回 平成 23年 10 月 11 日（総務省、厚生労働省所管法人） 


第 5回 平成 23年 10 月 12 日（厚生労働省、経済産業省所管法人） 


第 6回 平成 23年 10 月 17 日（総務省、厚生労働省、経済産業省所管法人） 


第 7回 平成 23年 10 月 18 日（総務省、厚生労働省、経済産業省所管法人） 


第 8回 平成 23年 10 月 21 日（厚生労働省、経済産業省所管法人） 


第 9回 平成 23年 10 月 24 日（総務省、経済産業省所管法人） 


第 10 回 平成 23年 10 月 26 日（厚生労働省所管法人） 


第 11 回 平成 23年 10 月 31 日（経済産業省所管法人） 


第 12 回 平成 23年 11 月 1 日（文部科学省、厚生労働省、経済産業省所管法人） 
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【第３ワーキンググループ】 


 


第 1回 平成 23年 10 月 4 日（農林水産省所管法人） 


第 2回 平成 23年 10 月 5 日（国土交通省所管法人） 


第 3回 平成 23年 10 月 6 日（国土交通省所管法人） 


第 4回 平成 23年 10 月 7 日（農林水産省、国土交通省所管法人） 


第 5回 平成 23年 10 月 11 日（農林水産省、国土交通省所管法人） 


第 6回 平成 23年 10 月 13 日（農林水産省、国土交通省所管法人） 


第 7回 平成 23年 10 月 20 日（国土交通省所管法人） 


第 8回 平成 23年 10 月 21 日（農林水産省、国土交通省所管法人） 


第 9回 平成 23年 10 月 24 日（国土交通省所管法人） 


第 10 回 平成 23年 10 月 25 日（農林水産省、国土交通省所管法人） 


第 11 回 平成 23年 10 月 26 日（農林水産省、国土交通省所管法人） 


第 12 回 平成 23年 10 月 28 日（国土交通省所管法人） 


 


 


【合同ヒアリング】 


 


第１回 平成 23年 10 月 28 日（国際関係法人） 


第２回 平成 23年 10 月 31 日（金融関係法人） 


 


 


※ 上記に加え、１１月７日から同月１１日にかけて、独立行政法人役職員へのヒアリング


を実施（対象：３０法人）。 
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Ⅰ 独立行政法人の制度及び組織の見直しの背景と基本的考え方 


 


独立行政法人制度は、国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実


に実施することが必要な事務・事業につき、一般的な行政組織とは別に実施する


ことが必要な専門性の高い分野、あるいは運営費交付金制度等により機動的かつ


柔軟な実施が求められる分野等について、国からの一定の関与を保持しつつ国か


ら独立した組織体が政策を実施することによって、より質の高い行政サービスの


提供を目指す仕組みであった。 


 


しかしながら、独立行政法人制度については、創設から10年以上が経過し、組


織の在り方と業務運営の両面で綻びが露呈するに至っている。 


政府は、平成21年12月、「独立行政法人の抜本的な見直しについて」を閣議決


定し、同22年４月には独立行政法人の事務・事業に係る事業仕分けを実施した。


また、同年12月には、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」を閣議


決定し、これらに基づく取組を行ってきたが、その過程において、 


① 主務大臣や監事による法人の外部・内部のガバナンスが不十分であること


（組織規律の問題） 


② 運営費交付金の使途が不透明であり、無駄や非効率な業務運営が生じている


こと（財政規律の問題） 


③ 目標設定が不明確であり、客観的な評価が困難なこと。また、評価に府省横


断的な統一性がないなど、評価の実効性が欠けていること（目標・評価の問


題） 


④ 業務運営に対する第三者のチェックが不足しているほか、不要資産の保有、


不透明な取引関係の存在など業務運営の透明性が低いこと（説明責任・透明性


の問題） 


などが明らかとなった。 


 


また、現行の独立行政法人制度は、様々な分野で様々な態様の業務を行ってい


る法人全てを一律の制度にはめ込んでおり、独立行政法人に期待されていた国の


政策を効果的に実施する機能が十分に発揮できない仕組みになっていると考えら


れる。 


 


我が国の厳しい財政状況や、東日本大震災からの復興に向けて政府を挙げての


取組が求められている状況に鑑みれば、独立行政法人制度についても、上記の問


題に的確に対応した新たな法人制度に再構築することにより、法人の政策実施機


能が最大限発揮されるようにし、経済成長や国民生活の向上につなげていくこと


が不可欠である。 


 


このような認識の下、今般、全法人一律の現行制度と全法人の組織の在り方を、


以下に掲げる考え方に沿って抜本的かつ一体的に見直し、講ずべき措置を取りま


とめた。 
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① 国の政策実施機能の強化等の観点から、国や民間との関係も視野に入れて組


織をゼロベースで見直し、廃止や、自律的な経営が可能な法人の民営化等を実


施する。 


② 廃止又は民営化等を行うべき法人以外の法人については、各法人の事務・事


業の特性に着目して類型化し、類型ごとに最適なガバナンスを構築する。 


③ 類型を踏まえつつ、政策実施機能の強化や効率性の向上の観点から法人を再


編する。 


④ 新たな法人制度に共通するルールを整備する。 


 


今後、この改革の実施に必要な措置を速やかに講じ、新たな法人について、そ


の政策実施機能が最大限に発揮され、国民からの信頼を確保し得るものとなるよ


う、政府が一体となって取り組んでいくこととする。 
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Ⅱ 独立行政法人の制度の見直し 


 


１．法人の事務・事業の特性に着目した類型化とガバナンスの構築 


 


現行の独立行政法人制度を抜本的に見直し、新たな法人制度を構築するに当た


っては、各法人が行う事務・事業の特性に着目し、以下のような分類を行った上


で、それぞれについて最適なガバナンスを構築することにより、各法人が期待さ


れる政策実施機能を的確に発揮できるようにすることが必要である。 


新たな法人制度に位置付けられる法人については、その事務・事業の特性を踏


まえ、国の関与の在り方の違い等に鑑み、大きく次の二つに分類することができ


る。 


① 一定の自主的・自律的裁量を有しつつ、計画的な枠組みの下で事務・事業を


行うことにより、主務大臣が設定した成果目標を達成することが求められる法


人（以下「成果目標達成法人」という。）  


② 国の判断と責任の下で、国と密接な連携を図りつつ、確実・正確な執行に重


点を置いて事務・事業を行う法人（以下「行政執行法人」という。）  


 


これらの法人についてのガバナンスの在り方については、以下のとおりである。 


なお、固有の根拠法に基づき設立される法人や、既存の法体系を活用して設立


される法人については、それぞれの法体系の下で業務運営を行うこととなる。 


 


⑴ 成果目標達成法人 


成果目標達成法人は、多種多様な事務・事業を実施しており、それぞれに期待


される政策実施機能も様々であることから、各法人が行う事務・事業の特性に着


目し、一定の類型化を行った上で、当該類型に即したガバナンスを構築すること


とし、その具体的な内容については、別紙で示した類型に即し、必要に応じ個別


法も含めた法制的な対応（ふさわしい名称を含む。）を行う。 


なお、一つの法人において複数の類型に跨る事務・事業を行っている場合には、


法人の経理を区分するなどした上で、複数のガバナンスが適用されることもあり


得る。また、いずれの類型にも該当しない事務・事業を行う法人については、


「２．新たな法人制度に共通するルールの整備」に示すガバナンスが適用される


ことになる。 


 


① 研究開発型 


法人の主要な業務として、高い専門性等を有する研究開発に係る事務・事業


を実施し、公益に資する研究開発成果の最大化を重要な政策目的とする法人類


型 


 


  【構築すべきガバナンス】 


・不適切な支出をより確実に抑止するため、研究領域や業務内容に応じて役


員の分担・責務を明確にした業務管理を図るとともに、支出の内部チェッ
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クの取組の強化や、大規模事業の実施状況の透明性の向上等を図る。 


   ・研究開発面における国際水準にも即した適切な目標設定・評価の双方に資


するため、主務大臣の下に、学識経験者等（適切な場合は外国人も参加）


から構成される専門の研究評価委員会（仮称）の設置を法定し、研究開発


の専門性を踏まえた成果重視の実践的な評価を行う。なお、委員の任命に


当たっては制度所管府省と協議するなど人選の適切性を確保する。その際、


提言型政策仕分けの指摘等も踏まえ、時期を明確にした実効的な成果指標


の設定を図るほか、評価に当たっては、国際的な動向等も踏まえた共通的


運用を図るとともに、業務全般の点検等については、他の類型と同様に対


応することとする。 


・科学技術イノベーション政策を国家戦略として位置付け、その推進の司令


塔機能を担う「科学技術イノベーション戦略本部（仮称）」の設置が内閣


府で検討されているが、主務大臣による目標の設定、業務実績評価等に対


する戦略本部の関与については、後述する制度所管府省に設置する第三者


機関が果たす役割との関係を整理する必要があり、第三者機関は、主務大


臣の判断の中立性・客観性を確保する観点から、他の類型に該当するもの


も含めた全ての法人について横断的に点検する。一方、戦略本部は、科学


技術イノベーション政策を推進する観点から、例えば、国際水準で統一的


な評価指針を整備した上で、点検するものと考えられる。このように両者


による法人への関与の観点、役割分担等を整理し、法人に期待される機能


を的確に発揮させる効率的な仕組みとし、いわゆる「評価疲れ」を生じさ


せないよう配慮する。なお、国家戦略に基づく重点化、府省・官民連携の


促進等、効率的・効果的な推進体制の構築につながる国の研究開発に係る


司令塔機能の強化等の見直しと併せ、研究資金の配分に係る戦略本部との


役割分担や重複排除等の観点からの見直しなど、組織を含む各法人の在り


方について必要な見直しを行うこととする。 


・競争性、透明性、公正性、効率性等を確保しつつ、事務・事業の特性、調


達する財・サービスの性質等を考慮した法人の契約・調達の基準やルール


の構築について、更に検討する。この点も含め、世界の第一線と戦う研究


開発の特性に応じ、国際的頭脳循環（ブレインサーキュレーション）の促


進、イノベーション創出促進の観点からの自己収入の扱い、会計基準の在


り方、適切な中期目標期間の設定等の仕組みや、これに関連する運用につ


いて、戦略本部の司令塔機能が的確に発揮され、その法人の業務に応じた


適切な内容となるよう、関係部局とも協議し、法定化も含め必要な対応を


行う。 


 


② 文化振興型 


美術品・文化財の保存・活用や芸能の振興等文化・芸術等の分野の振興に関


する事務・事業を行う法人類型 


 


  【構築すべきガバナンス】 
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・有識者による審議機関を設置し、重要事項を審議する。 


・民間等の資金の活用を図り、国の負担を増やさない形で事業を充実し、必


要な収蔵品を機動的・効果的に購入等するための仕組み（基金）の整備を


検討する。 


 


③ 大学連携型 


大学との連携の下で、大学の運営等を支援する事務・事業を行っている法人


類型 


 


【構築すべきガバナンス】 


・有識者による審議機関を設置し、重要事項を審議するほか、業務運営につ


いて法人の長に意見を述べるとともに、法人の長の任命に当たっては、主


務大臣に意見を述べることとする。 


 


④ 金融業務型 


政策的手段として出融資、債務保証等といった金融的手法による事務・事業


を行っている法人類型 


 


 【構築すべきガバナンス】 


・法人の財務状況を専門的に点検する体制の整備を図り、内部ガバナンスを


より高度化する。 


・金融庁検査がなじむ業務について、主務省と金融庁との連携、検査体制の


整備を図った上で、金融庁検査を導入する。 


 


⑤ 国際業務型 


世界各地に海外事務所を設置し、開発援助、文化交流、貿易振興及び観光振


興といった国際関係業務を主な事務・事業とする法人類型 


 


 【構築すべきガバナンス】 


・利用者の利便性向上のため、海外事務所の機能的な統合によるワンストッ


プサービスの実現を図るなど、より効率的・効果的な業務運営を実現する。


また、業務における事業連携及び海外事務所の機能的な統合を促進する目


標・評価に係る共通ルールを設定する。 


 


⑥ 人材育成型 


政策上必要と判断された特定の分野において、専門性の高い教育を実施する


ことにより、当該分野を支える人材を育成する事務・事業を行う法人類型 


 


 【構築すべきガバナンス】 


・授業料のほか、裨益する業界等からの適正な負担を求めるなど、自己収入


の拡大や教育内容の高度化に向けた適切な措置を講じる。 
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・法人の中期目標について、関係する職種への就職率の目標値や専門の資


格・免許の合格率など、具体的・定量的な目標を設定する。 


 


⑦ 行政事業型 


個別の法令に規定された事業を、補助金等の使途が定められた財源により行


う法人類型 


 


 【構築すべきガバナンス】 


・中期目標管理においては、業務・財務の改善目標に重点を置きつつ、業務


の実施方法の妥当性や効率性について、主務大臣による評価を実施する。 


・運営費交付金が充てられている事業の内容を精査し、可能な限り補助金等


に切り替えるものとする。 


 


⑵ 行政執行法人 


行政執行法人の行う事務・事業については、毎年度主務大臣からの具体的な指


示等に基づき実施されていることから、中期的な目標管理にはなじみにくく、基


本的に単年度ごとの目標管理の下で効率的な業務運営を図ることが適切である。


また、執行に関する法人の裁量が小さいことから、意思決定の仕組みを必要最小


限の簡素なものとすることが適当である。 


 


 【構築すべきガバナンス】 


・確実な事務・事業の執行を確保するため、法人の業務全般にわたり、主務


大臣が特に必要と認める場合には、法人に対する命令を発することができ


ることとする。 


・原則として中期目標管理を行わないこととし、毎年度、主務大臣が目標の


達成状況についての評価を行う。主務大臣が行った評価結果については、


後述する第三者機関において、中期的な管理が適切と考えられる設備費・


人件費等の業務効率性に係る事項を含め、一定期間ごとに中立的・客観的


な点検を行う仕組みとする。 


・中期目標管理から毎年度の目標管理に変更することと併せ、交付金による


事業については、その業務の執行に対する額について、毎年度、積算に基


づき交付金を交付することとし、その上で合理的な理由がある場合には繰


り越しを認める。交付金によらない事業については、事業の特性に対応し


た取扱いとする。 


・単年度の財政措置とすることに伴い、交付金の会計上の取扱い等について、


会計基準を見直す。 


 


２．新たな法人制度に共通するルールの整備 


 


新たな法人制度において、最適なガバナンスの下で法人がより的確に政策実施


機能を発揮できるようにするため、各法人に共通して適用すべき事項は以下のと
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おりである。なお、行政執行法人については、中期目標管理を行わないという特


性上、適用になじまないガバナンスが存在する。 


 


⑴ 法人の内外から業務運営を適正化する仕組みの導入 


 


現行制度上、違法是正要求等、極めて限定されたものにとどまっている主務大


臣の関与について、政策の責任主体である主務大臣が、法人の業務運営に関し、


必要な場合に新たな措置を講じることを可能とするとともに、法人の内部ガバナ


ンスについて、責任の明確化や監事の権限の拡充を通じ、その機能を強化するこ


となどにより、法人の適正な業務運営を確保する仕組みを導入する。 


 


① 国の関与の強化 


 ○ 毎年度の業務実績評価により、成果が不十分な場合や事務・事業が非効率と


認められる場合、主務大臣が、業務運営の改善のための必要な措置を講じるこ


とができることとする。 


○ 法人の違法行為及びそのおそれがある場合や、著しく不適切な運営が明らか


になった場合等に、主務大臣が、適正な業務運営を確保するための必要な措置


を講じることができることとする。 


② 監事機能の強化等による法人の内部ガバナンスの強化 


 ○ 監事等の調査権限を整備するとともに、監査報告の作成等に係る義務を明確


にするほか、監事の任期を延長する。 


○ 法人の業務執行の適正化を図るため、内部統制システムの構築を義務化する。


併せて、法人の長を始め役員及び会計監査人の業務運営上の義務を明確にし、


その違反により損害が生じた場合の責任が的確に取られるよう、必要な措置を


講じる。 


③ 役員任命の在り方 


○ 法人の役員の任命については、公務員の天下りに対する国民の厳しい批判を


踏まえ、公募を活用し、透明性・公正性を確保しながら適材を得る仕組みを徹


底する。 


 


⑵ 財政規律の抜本的な強化 


 


現行制度上、使途が明示、公開されていない運営費交付金等について、法人運


営への国の事前関与と事後評価を適切に組み合わせ、法人の経営努力を促進しつ


つ、財政資金の効率的・効果的な使用を徹底するとともに、財政規律を抜本的に


強化する。 


 


① 適正な財務運営のための基本ルール 


○ 本来の事務・事業の目的に沿った資金の活用を明確に義務付けるとともに、


法人内部における不要資産の留保を防止する仕組みを構築する。 


○ 主務大臣の業務実績評価の結果を毎年度の交付金の算定に反映するほか、監
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事等による法人の業務運営の適正さを担保する仕組みや会計基準等の見直しを


行うことにより、財務運営の適正化を図る。 


○ 法人の経営努力により自己収入の増加が見込まれる法人にあっては、受益と


負担の関係を考慮した上で、自己収入の目標について可能な限り具体化・定量


化し、自己収入の増加と経営努力との関係を明らかにすることにより、目標達


成に向けた経営努力を促進する。 


② 法人の主体的な経営努力を促進する仕組みの強化 


○ 自己収入の増加分のうち、経営努力の寄与の度合いが高いと認められる部分


の一定割合は交付金の算定の際に控除しないこととする。一方、目標不達成の


部分については、次期以降の交付金の算定の際に実質的に削減することにつき、


事務・事業の内容や継続性等を踏まえて判断する。 


○ 剰余金の処理の際に、法人の業務と交付金の対応関係を明らかにした上で、


目標を上回った自己収入の増加や交付金の節減努力による利益につき、一定割


合について適切に経営努力を認める仕組みとする。また、一定の合理的理由が


認められる場合には、中期目標期間を超える繰り越しを認める。 


③ 説明責任と透明性の強化 


○ 概算要求時及び年度計画において、法人の事業別の予算の積算（見積り）を


添付するとともに、その執行実績を事業報告書に添付・公表することを法人に


義務付け、業務運営の透明性と法人の説明責任を向上させる。 


○ また、これにより、事業別の予算の積算と執行実績の乖離を把握し、相当程


度乖離している場合には、その理由を明示する。 


○ 不要又は過大な会費の支出を含め不適切な支出をチェックし、公表する仕組


みを構築する。 


 


⑶ 一貫性・実効性のある目標・評価の仕組みの構築 


 


政策の責任主体たる国（主務大臣）が目標を設定するものの、自ら評価を行わ


ないという現行制度を見直し、政策実施機関としての法人の役割が的確に果たさ


れるよう、主務大臣による実効的で一貫性のある目標・評価の仕組みを構築する。 


 


 ① 評価主体の変更等 


○ 法人の毎年度及び中期目標期間の業務実績の評価主体について、政策の一貫


性を確保するため、府省評価委員会及び政策評価・独立行政法人評価委員会か


ら主務大臣に変更する。 


○ 目標設定の明確性・客観性や、評価の評語（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ等）や基準につ


いて、府省横断的に統一性を持たせるなど、主務大臣が行う目標設定・評価の


実効性を上げるために、制度所管府省がガイドラインの整備等を行う。 


② 中期目標管理の仕組みの見直し 


○ 主務大臣が各事業年度の業務実績評価結果を踏まえ、中期目標の達成を図る


観点から法人に対し所要の措置を講じることとするなど、実効性のある毎年度


の評価の仕組みを構築する。 
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○ 中期目標期間の業務実績評価の結果に基づき、次期中期目標の策定や法人の


組織・業務の見直しに適切に反映できるよう、中期目標期間の終了時までに、


業務実績評価及びそれに基づく措置が可能となるスケジュールによる中期目標


期間の評価の仕組みを構築する。 


③ 法人の存続の必要性の検証 


○ 政策責任者である主務大臣が、中期目標期間の終了時までに、業務実績等を


踏まえ、法人の存廃等の必要性について検証し、必要な措置を講じる仕組みを


制度化する。 


 


⑷ 国民目線での第三者チェックと情報公開の推進 


 


新たに設置する中立・公正な第三者機関による国民目線での点検等の仕組みと


行政評価・監視、行政事業レビュー等の既存の仕組みを効果的に組み合わせ、法


人の中期目標管理等に関する主務大臣の適正な対応を確保する仕組みを整備する。 


また、法人の組織や業務運営の状況に関する情報について、国民に積極的かつ


分かりやすく提供する取組を強化し、併せて、契約・調達等の透明性の向上や会


計基準の見直し等を行う。 


 


① 主務大臣の判断に係る国民目線での第三者チェックの仕組みの整備 


○ 主務大臣が行う法人の中期目標の設定や中期目標期間の業務実績評価等につ


いて、制度所管府省に設置する第三者機関が点検し、主務大臣に対して意見を


述べることができることとする。 


○ 評価結果について第三者機関による点検を行うほか、行政評価・監視の仕組


みや行政事業レビュー等の手法について、事務の効率性にも配慮しつつ、それ


ぞれの趣旨・目的を勘案して適切に組み合わせ、効果的に活用することにより、


法人の業務運営の適正性を確保する。 


○ 法人の存廃等に係る主務大臣の判断について、公平・中立性の観点から第三


者機関が点検し、主務大臣に対して意見を述べることができることとする。 


② 業務運営に係る情報公開の推進等 


○ 法人の組織・業務運営等の状況について、事業部門・間接部門別職員数、公


務員ＯＢの再就職先との取引状況、会費等契約によらない支出の状況、交付金


の使途や資産保有状況に係る情報を新たに公表することとするなど、情報公開


の内容を拡充する。また、国民向け説明会を開催するなど、法人に関する情報


を国民に分かりやすく公表することとし、その具体的内容について更に検討す


る。 


○ 随意契約、一者応札等の見直しや契約・調達手法の多様化等、契約・調達の


適正化を進める取組を促進するとともに、関連会社等との契約の透明性を高め、


多額の不要額が認められる場合には適切に返納させる取組を強化する。また、


法人の業務運営の透明性・公正性を確保する観点から、法人から関連会社等へ


の再就職を法律により規制することとする。 
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③ 会計基準等の見直し 


○ 法人の会計基準について、損益均衡の仕組みを維持しつつ、事業別に区分さ


れた情報を充実するとともに、事業と財源の対応関係を明らかにすることによ


り、原則として業務達成基準を採用すること等の見直しを行うこととし、詳細


について更に検討する。 
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Ⅲ 独立行政法人の組織の見直し 


 


各独立行政法人の組織について講ずべき措置は、別紙のとおりである。 


 


Ⅳ 新たな法人制度及び組織への移行に当たっての措置 


 


○ 独立行政法人から新たな法人制度及び組織への移行に当たっては、次のよう


な合理化を徹底する。 


 ① 国を含む他の主体に事務・事業を移管した上で廃止する法人については、


事務・事業の徹底した合理化を行った上で移管する。 


 ② 民営化等を行う法人については、その業務が真に効率的かつ効果的に行わ


れるものとなるよう、民業補完の観点に留意しつつ制度設計を行う。 


③ 他の法人との統合等を行う法人については、事務・事業及び組織をそのま


ま引き継ぐのではなく、整理・合理化を徹底的に行った上で統合する。役員


の体制についても必要最小限の規模とする。 


 ④ 上記以外の法人についても、新たな法人に移行するに当たっては、事務・


事業及び組織の維持を所与のものとせず、その徹底的な合理化を図る。 


 


○ 合理化・効率化を推進するに当たっては、間接部門における効率的なシェア


ードサービスや民間の専門家の知見を積極的に活用し、事業部門の再編、業務


フローの見直し、業務処理システムの統一化等、真に実効性ある方策を講じる


とともに、間接部門の余剰人材を事業部門に振り分けるなど、全体としての業


務の最適化を図る。その際、中長期的な観点からの費用対効果分析も併せて行


い、資源の有効活用を図る。 


  また、新たな組織形態に移行した後においては、上記の取組を始め、行政事


業レビューの活用等により、事務・事業について不断の見直しを行う。 


 


○ 制度及び組織の見直しに基づく取組を進めるに当たっては、独立行政法人の


職員の雇用の安定に配慮する。 


 


○ 独立行政法人については、我が国の厳しい財政状況や、政府を挙げて東日本


大震災に対処する必要性に鑑み、新たな組織形態への移行までの間においても、


現在の中期計画において定められている効率化等に関する取組の内容以上の取


組を実施するなど、引き続き一層の合理化に努める。 


 


○ この改革の実施に必要な措置については、平成26年４月に新たな法人制度及


び組織に移行することを目指して講じるものとする。 


 


-11-







 


-12-



CS808016

長方形







（別紙） 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


各独立行政法人について講ずべき措置 


 


 


-13-



CS808016

長方形







 


-14-



CS808016

長方形







 


 内閣府  


 


【国立公文書館】 


○ 公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）で定める法施行後５年を目途とす


る見直しの中で、特別の法人化を含めた検討を行う。 


 


【北方領土問題対策協会】 


○ 成果目標達成法人とする。 


 


 


 消費者庁  


 


【国民生活センター】 


○ 消費者行政全体の機能を効率化・強化し、国民の安全・安心を確実に担保するため、必要


な定員・予算を確保した上で、平成 25年度を目途に本法人の機能を国に移管する。 


 


 


 総務省  


 


【情報通信研究機構】 


○ 研究開発型の成果目標達成法人とする。 


 


【統計センター】 


○ 本法人は、国と連携を図りつつ、国の統計に係る製表事業等を確実かつ正確に実施するこ


とが求められているものであるが、今後の業務の在り方、当該業務を行う職員の身分等につ


いて検討し、法人の分類について早急に結論を得る。 


 


【平和祈念事業特別基金】 


○ 独立行政法人平和祈念事業特別基金等に関する法律の廃止等に関する法律（平成 18 年法律


第 119 号）の規定に基づき、平成 25 年４月１日までの政令で定める日に廃止する。 


 


【郵便貯金・簡易生命保険管理機構】 


○ 郵政改革法案において、「政府は、この法律の施行後３年を目途として、機構が日本郵政公


社から承継した郵便貯金及び簡易生命保険に係る債務の減尐の状況その他の状況を勘案し、


機構の解散について検討を加え、その結果に基づいて所要の法制上の措置その他の措置を講
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ずるものとする。」とされており、同規定に基づいた措置を講ずる。 


 


 


 外務省  


 


【国際協力機構】 


○ 国際業務型の成果目標達成法人とする。なお、有償資金協力業務については金融業務型の


ガバナンスを適用する。 


○ 本法人と国際交流基金、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所については、


現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意しつつ、ワンストップサー


ビスを実現するとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法


人の拠点を活用して業務を行うことができるよう、機能的な統合を進めることとし、特に、


３法人以上の海外事務所が設置されている都市については、速やかに作業に着手し、本年度


中に方向性について結論を得る。その他についても、機能的な統合の在り方等について個々


に検討を行い、平成 24年夏までに結論を得る。 


 


【国際交流基金】 


○ 国際業務型の成果目標達成法人とする。国際観光振興機構との統合あるいは連携強化の在


り方について協議の場を設置し、検討を行い、本年度中に方向性について整理した上で平成


24 年夏までに結論を得る。 


○ 本法人と国際協力機構、日本貿易振興機構及び国際観光振興機構の海外事務所については、


現地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意しつつ、ワンストップサー


ビスを実現するとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法


人の拠点を活用して業務を行うことができるよう、機能的な統合を進めることとし、特に、


３法人以上の海外事務所が設置されている都市については、速やかに作業に着手し、本年度


中に方向性について結論を得る。その他についても、機能的な統合の在り方等について個々


に検討を行い、平成 24年夏までに結論を得る。 


 


 


 財務省  


 


【酒類総合研究所】 


○ 本法人を廃止し、必要な定員・予算を確保した上で、その機能を一体として国に移管する。 


 


【造幣局】 


○ 偽造等への緊急対応が可能となる柔軟性を確保しつつ、行政執行法人とする。 


-16-







 


 


【国立印刷局】 


○ 偽造等への緊急対応が可能となる柔軟性を確保しつつ、行政執行法人とする。なお、病院


事業については、現行中期目標期間終了時までに本法人の事業としては廃止すべく、公的医


療機関への移譲以外の措置も選択肢に含めて取り組む。 


 


【日本万国博覧会記念機構】 


○ 大阪府との財産関係の整理に関する協議が整うことを前提に、法人を廃止する。 


 


 


 文部科学省  


 


【国立特別支援教育総合研究所】 


○ 成果目標達成法人とする。 


 


【大学入試センター、日本学生支援機構、大学評価・学位授与機構及び国立大学財務・


経営センター】 


○ 大学入試センター及び大学評価・学位授与機構については統合し、大学連携型の成果目標


達成法人とする。 


○ 国立大学財務・経営センターについては廃止し、その業務のうち当面継続されるものにつ


いては、統合後の法人に移管する。 


○ 統合後の法人については、学位授与に係る手数料の引上げ等により、自己収入比率を高め、


将来的に運営費交付金に頼らない構造での運営を目指す。 


○ 日本学生支援機構については、その機能を整理した上で、統合後の法人への統合、事務・


事業の他の主体への一部移管等、その具体的な在り方について平成 24年夏までに結論を得る。


なお、売却を進めている国際交流会館等のうち、やむを得ない事情により売却が困難なもの


については、廃止の進め方について現行中期目標期間終了時までに結論を得る。 


 


【国立青少年教育振興機構】 


○ 成果目標達成法人とする。 


○ 国立青尐年交流の家等の自治体・民間への移管等に向けた取組や稼働率の低い施設の廃止


に向けた検討を積極的に進め、その上で、将来的な独立採算制への移行、他法人との統合等


を検討する。 
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【国立女性教育会館】 


○ 成果目標達成法人とする。 


○ 女性教育及び男女共同参画の推進という政策目標の達成に向けて、本法人の機能、在り方


及び効率化に関する抜本的な検討を関係者等の参画を得て行い、平成 24 年夏までに結論を得


る。 


 


【国立科学博物館】 


○ 文化振興型の成果目標達成法人とする。 


 


【物質・材料研究機構、防災科学技術研究所、科学技術振興機構、理化学研究所及び


海洋研究開発機構】 


○ 上記５法人については、以下の措置を実施するとともに、研究開発の特性に応じた制度が


構築されることに併せて統合し、研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 物質・材料研究機構については、ニーズ主導を徹底し、更に具体的なイノベーション創出


を図るため、産学官共同事業に関する計画策定及び資源配分等の判断を企業・大学と合同で


行う意思決定システムを新たに整備する。また、国際的水準での成果を更に実現するため、


世界材料研究所フォーラム等の国際協力の枠組みを活用して主要な材料研究所の運営に関す


る国際的基準を新たに採用・実施し、本法人の運営戦略へ反映する。 


○ 科学技術振興機構については、業務内容を、①ニーズ主導への転換による科学技術イノベ


ーションの創出に向けて基礎研究から応用研究までを効率的に実施、②日本全体の研究基盤


としてのソフトインフラの整備、の大きく２つに再編する。また、内部組織を大くくり化・


再編して効率化するとともに、組織横断的にニーズ主導・イノベーション志向を徹底するた


め、全体の統括機能を強化することで、ガバナンス体制を整備する。さらに、本法人と理化


学研究所の実施している研究について、プロジェクトスタート時及びプロジェクトの進捗途


中にそれぞれの研究テーマに重複・無駄がないか、あるとすればどちらの法人において実施


することが望ましいかを調整する、理事クラスの合同コーディネーション会議（仮称）を設


置し、定期的（年２回程度）に開催することとする、といった組織改革を実現する。また、


本法人については、研究開発の資金配分機関としての性格を有しているが、資金配分実施機


関については、事業仕分け等の議論を踏まえ、その在り方を抜本的に見直す必要があること


から、その見直しの中で本法人の機能、役割及び在り方についても検討する。 


○ 理化学研究所については、独創的シーズ創出のみならず、科学技術イノベーション創出の


ため、ニーズ主導への転換に向けて、研究分野の融合・総合化等の見直しを行い、併せて、


現在、本法人に設置されている組織の再編整理を進める。その上で、組織横断的にニーズ主


導・イノベーション志向を徹底するための統括組織を整備してガバナンスを強化する。さら


に、本法人と科学技術振興機構の実施している研究について、プロジェクトスタート時及び
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プロジェクトの進捗途中にそれぞれの研究テーマに重複・無駄がないか、あるとすればどち


らの法人において実施することが望ましいかを調整する、理事クラスの合同コーディネーシ


ョン会議（仮称）を設置し、定期的（年２回程度）に開催することとする、といった組織改


革を実現する。 


 


【放射線医学総合研究所及び日本原子力研究開発機構】 


○ 研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 今後行われる中長期的な原子力政策及びエネルギー政策の見直しの議論等の結果を踏まえ


るとともに、事故対策・安全確保対策への重点的取組の必要性に伴い、国の組織と一体にな


って、事故の収束へ向けた中長期的な取組や安全対策に関する人材の確保・養成等の重要課


題に効果的に取り組むことができるよう、平成 24年末を目途に成案を得るべく、原子力関連


の独立行政法人の将来的な統合等も含めた在り方について検討する。 


 


【国立美術館、国立文化財機構及び日本芸術文化振興会】 


○ 上記３法人は統合し、文化振興型の成果目標達成法人とする。 


○ 統合に際しては、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月７日


閣議決定）において「国の負担を増やさない形での事業の充実に向けて、制度の在り方を検


討する」とされた趣旨を十分踏まえ、必要な職員数・予算を確保するとともに、真に自己収


入の増加に向けたインセンティブが確保されることが不可欠である。このため、統合に際し


ては、①一定の自己収入を美術品等の管理等を行う専門職員の確保に使用できるようにする、


②目的積立金が運用上、弾力的に認定されるようにする、③我が国の美術品や文化財等の海


外への流出等を防ぐとともに魅力ある収蔵品を機動的・効果的に購入できるように、また、


トップクラスの伝統芸能の伝承者や現代舞台芸術の実演家等を招へいする際に２年ないし３


年後の公演となる契約等ができるように民間資金等を活用した「基金」を設置する、④シナ


ジー効果を十全に発揮するため法人本部機能を拡充するといった制度設計・運用を行う。 


 


【教員研修センター】 


○ 学校教育関係職員に対して、国による実施が必要不可欠な研修を行う等の事業は、国の判


断と責任の下で実施すべき業務である。更なる教員の資質能力の向上は国の重要課題である


ことから、必要な定員・予算を確保した上で、本法人の機能を一体として国に移管するとと


もに、併せてその機能強化を図る。 


 


【日本学術振興会】 


○ 大学連携型の成果目標達成法人とする。 


○ 本法人については、研究者向け学術研究の資金配分機関としての性格を有しているが、資
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金配分実施機関については、事業仕分け等の議論を踏まえ、その在り方を抜本的に見直す必


要があることから、その見直しの中で本法人の機能、役割及び在り方についても検討する。 


 


【宇宙航空研究開発機構】 


○ 研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 宇宙基本法（平成 20 年法律第 43 号）の趣旨を踏まえ、国民生活や産業等の視点を宇宙開


発に導入することにより、防災研究との連携強化や経済成長への寄与を図るため、独立行政


法人宇宙航空研究開発機構法（平成 14 年法律第 161 号）を改正し、本法人の業務内容を見直


す。 


 


【日本スポーツ振興センター】 


○ 成果目標達成法人とする。 


○ 施設管理やスポーツ振興投票業務において、民間への委託等により、更なる効率化を図る


こととし、民間委託方法の検討を含めた具体的な効率化策を平成 24年夏までに作成する。ま


た、民間委託等による効率化が十分な効果を挙げられないと認められる場合には、他法人と


の統合、業務の再編等の可能性について引き続き検討する。 


 


【国立高等専門学校機構】 


○ 成果目標達成法人とする。 


 


 


 厚生労働省  


 


【国立健康・栄養研究所及び医薬基盤研究所】 


○ 上記２法人を統合し、研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 日本発の革新的な医薬品等の研究開発を早急かつ確実に推進するための支援機能を強化し、


国際的な創薬競争における遅れを取り戻す観点から、医薬基盤研究所は、創薬支援に中心的


に取り組むこととし、また、医薬基盤研究所、理化学研究所、産業技術総合研究所等を含め


た国を挙げての創薬体制を整備するため、創薬支援の在り方について、内閣官房医療イノベ


ーション推進室を中心に、厚生労働省、文部科学省、経済産業省等が連携して検討を進め、


早期に結論を得る。 


 


【労働安全衛生総合研究所及び労働政策研究・研修機構】 


○ 上記２法人を統合し、成果目標達成法人とする。 
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【勤労者退職金共済機構】 


○ 高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の成果目標達成法人とする。 


 


【高齢・障害・求職者雇用支援機構】 


○ 成果目標達成法人とする。 


 


【福祉医療機構】 


○ 成果目標達成法人とする。 


○ 金融業務については、会社法を参考にした監査機能・リスク管理機能の強化等を図るとと


もに、金融庁検査の導入及び高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型のガバナンス


を適用する。 


○ 福祉医療政策の動向や金融経済の環境を注視しつつ、政策金融業務を行う既存の法人と同


様の法人形態への将来的な移行も含め、その業務や組織の在り方について、引き続き適時に


見直しを行う。 


 


【国立重度知的障害者総合施設のぞみの園】 


○ 成果目標達成法人とする。 


 


【労働者健康福祉機構】 


○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とする。 


○ 国が担うべき政策医療等について、国全体として無駄のない効率的な医療提供体制の下で、


医療法の体系も踏まえ、国が適切に関与しつつ、確実に実施するとともに、自律的かつ効率


的な経営の実現を目指す。 


○ 具体的な制度の在り方については、例えば、国民負担の最小化、担うべき政策医療の明確


化、国との関係の明確化、適切な目標管理システムの構築、民間医療機関との役割分担、組


織肥大化の防止、医療の質の向上、財務の透明性確保、適正な利益配分等の観点から検討を


進める。 


○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とするに当たっては、労災病院関係業務等の真に必


要な事務・事業に限定する。 


○ 国立病院機構との連携を進めつつ、将来の統合も視野に入れた具体的な検討を行う。 


 


【国立病院機構】 


○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とする。 
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○ 国が担うべき政策医療等について、国全体として無駄のない効率的な医療提供体制の下で、


医療法の体系も踏まえ、国が適切に関与しつつ、確実に実施するとともに、自律的かつ効率


的な経営の実現を目指す。 


○ 具体的な制度の在り方については、例えば、国民負担の最小化、担うべき政策医療の明確


化、国との関係の明確化、適切な目標管理システムの構築、民間医療機関との役割分担、組


織肥大化の防止、医療の質の向上、財務の透明性確保、適正な利益配分等の観点から検討を


進める。 


○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とするまでに、職員の非公務員化に伴う問題の解決


に向けた所要の調整を行う。 


○ 労働者健康福祉機構との連携を進めつつ、将来の統合も視野に入れた具体的な検討を行う。 


 


【医薬品医療機器総合機構】 


○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とする。 


○ 本法人が行う医薬品等の審査業務は、国民の生命・安全に関わるものであること、また、


審査結果は主務大臣の責任に直結することから、国の責任に応じた適切な監督権限を設け、


国の関与を強化する。また、このような業務の特性を踏まえ、その業務運営における中立性・


公平性を確保する観点から、本法人のガバナンスは新たな法人制度に比較し厳格なものとす


る。 


○ 具体的な制度の在り方については、例えば、事業仕分け、「新成長戦略」（平成 22 年６月


18 日閣議決定）等で指摘されたドラッグ・ラグ及びデバイス・ラグの解消のための戦略的な


人材確保、出向者の在り方を含めた法人のガバナンスの抜本的な見直し、透明性及び説明責


任を確保するための積極的な情報公開、外部の目による徹底した評価の仕組みの導入、国民


負担の最小化等の観点から検討を進める。 


 


【年金・健康保険福祉施設整理機構】 


○ 独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一部を改正する法律（平成 23年法律第


73 号）の規定に基づき、病院（社会保険病院・厚生年金病院等）を直接経営する業務を主と


する地域医療機能推進機構へ移行することとなっており、それまでに法人の在り方について


検討する。 


 


【年金積立金管理運用独立行政法人】 


○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とする。 


○ 本法人の業務は、貴重な国民の財産である年金資産の管理・運用であり、運用による損失


は国の負担に直結することから、適切な監督権限を設け、国の関与を強化する。また、この
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ような業務の特性を踏まえ、その業務運営における中立性を確保しつつ、本法人のガバナン


スは新たな法人制度に比較し厳格なものとする。 


○ 具体的な制度の在り方については、例えば、国としての責任が果たせる監督権限の導入、


会社法を参考にした監査機能・リスク管理機能等の強化や経営に係る責任の明確化、透明性


及び説明責任を確保するための積極的な情報公開、外部の目による徹底した評価の導入等の


観点から検討を進める。 


 


【国立高度専門医療研究センター（国立がん研究センター、国立循環器病研究センタ


ー、国立精神・神経医療研究センター、国立国際医療研究センター、国立成育医療


研究センター及び国立長寿医療研究センター）】 


○ 高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成 20 年法律第 93 号）


の附則第 24 条の規定に基づき、この法律の施行後３年以内に、独立行政法人として存続させ


ることの適否を含めた検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされてい


る。その際、医療や創薬に関係する他の研究所との統合や機能面による再整理も含め、既存


の枠組みにとらわれない検討を進める。 


 


 


 農林水産省  


 


【農林水産消費安全技術センター】 


○ 行政執行法人とする。 


 


【種苗管理センター及び家畜改良センター】 


○ 上記２法人を統合し、成果目標達成法人とする。 


 


【水産大学校及び水産総合研究センター】 


○ 水産大学校が持つ水産業界を担う即戦力となる人材育成機能と、水産総合研究センターが


持つ水産政策の基盤となる研究開発機能の一層の向上を図ることとし、水産分野の人材育成


機能及び研究開発機能をより拡充させた新たな法人を成果目標達成法人として設置する。 


○ その際は、人材育成機関、研究開発機関それぞれの組織の自立性、意思決定の独自性に配


慮しつつ、水産大学校においては、その名称、立地（下関市）、施設を維持し、代表権を有す


る役員を置く。 


○ 人材育成業務については、人材育成型のガバナンスを適用し、水産関連業界への就職率の


向上と受益者負担の在り方を検討する。 


○ 新法人の設置時期については、水産大学校の在校生への影響を考慮する。 
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【農業・食品産業技術総合研究機構、農業生物資源研究所、農業環境技術研究所及び


国際農林水産業研究センター】 


○ 上記４法人を統合し、研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 現在各法人が有している能力を維持・向上させる観点から、平常時、災害対応等緊急時の


如何にかかわらず、適切かつ迅速な意思決定によりその機能を最大限に発揮させるマネジメ


ント体制を構築する。 


 


【森林総合研究所】 


○ 研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 水源林造成事業等については、行政事業型のガバナンスを適用する。 


 


【農畜産業振興機構】 


○ 行政事業型の成果目標達成法人とする。 


 


【農業者年金基金】 


○ 高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の成果目標達成法人とする。 


 


【農林漁業信用基金】 


○ 民間等からの出資の整理等を含め関係者と協議の上、特殊会社化について検討する。また、


金融庁検査を導入する。 


 


 


 経済産業省  


 


【経済産業研究所、産業技術総合研究所及び情報処理推進機構】 


○ 上記３法人については、統合の効果が十分に確保されるよう、業務運営の在り方を見直す


とともに、役員数の削減を含む組織や事業規模の見直し、間接部門の効率化等について明確


な目標を速やかに設定して、抜本的な合理化を行った上で統合することとし、研究開発型の


成果目標達成法人とする。 


 


【工業所有権情報・研修館】 


○ 成果目標達成法人とする。 
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【日本貿易保険】 


○ 「日本再生の基本戦略」（平成 23 年 12 月 24 日閣議決定）を踏まえ、国の政策意図の反映


など国との一体性を高めつつ経営の機動性を向上させるため、国際競争力や利用者の利便性


に支障が生じないことを前提に、保険金支払債務等に係る政府保証、安定的な非課税措置、


経済産業大臣による指揮監督、予算管理及び組織・事務等の機動性の在り方等を検討の上、


全額政府出資の特殊会社に移行する。 


 


【製品評価技術基盤機構】 


○ 行政執行法人とする。 


 


【新エネルギー・産業技術総合開発機構】 


○ 研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ なお、本法人については、研究開発の資金配分機関としての性格を有しているが、資金配


分実施機関については、事業仕分け等の議論を踏まえ、その在り方を抜本的に見直す必要が


あることから、その見直しの中で本法人の機能、役割及び在り方についても検討する。 


 


【日本貿易振興機構】 


○ 国際業務型の成果目標達成法人とする。 


○ 本法人と国際協力機構、国際交流基金及び国際観光振興機構の海外事務所については、現


地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意しつつ、ワンストップサービ


スを実現するとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法人


の拠点を活用して業務を行うことができるよう、機能的な統合を進めることとし、特に、３


法人以上の海外事務所が設置されている都市については、速やかに作業に着手し、本年度中


に方向性について結論を得る。その他についても、機能的な統合の在り方等について個々に


検討を行い、平成 24 年夏までに結論を得る。 


○ 本法人と中小企業基盤整備機構の地方事務所については、自治体等と調整しつつ、機能的


な統合を進めることとし、中小企業の海外進出に係る業務について総合的に支援する体制を


構築する。 


 


【原子力安全基盤機構】 


○ 経済産業省から環境省に移管後、平成 24 年末を目途に成案を得ることとされている原子力


安全規制組織の在り方の検討の中で、本法人の扱いを検討する。 


○ 今後行われる中長期的な原子力政策及びエネルギー政策の見直しの議論等の結果を踏まえ


るとともに、事故対策・安全確保対策への重点的取組の必要性に伴い、国の組織と一体にな
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って、事故の収束へ向けた中長期的な取組や安全対策に関する人材の確保・養成等の重要課


題に効果的に取り組むことができるよう、平成 24年末を目途に成案を得るべく、原子力関連


の独立行政法人の将来的な統合等も含めた在り方について検討する。 


 


【石油天然ガス・金属鉱物資源機構】 


○ 成果目標達成法人とする。 


○ 金融的手法を用いたリスクマネー供給業務については、資源獲得の不確実性や民間金融機


関では対応困難なカントリーリスク等の特殊性等を踏まえ、高度なガバナンスの仕組みを措


置した金融業務型のガバナンスを適用する。 


 


【中小企業基盤整備機構】 


○ 成果目標達成法人とする。 


○ 金融的手法を用いた業務については、高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の


ガバナンスを適用し、金融庁検査を導入する。 


○ 本法人と日本貿易振興機構の地方事務所については、自治体等と調整しつつ、機能的な統


合を進めることとし、中小企業の海外進出に係る業務について総合的に支援する体制を構築


する。 


 


 


 国土交通省  


 


【土木研究所、建築研究所、海上技術安全研究所、港湾空港技術研究所及び電子航法


研究所】 


 ○ 上記５法人を統合し、研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 現在各法人が有している能力を維持・向上させる観点から、各分野に関して、平常時、災


害対応等緊急時の如何にかかわらず、適切かつ迅速な意思決定によりその機能を最大限に発


揮させるマネジメント体制を構築する。 


○ また、現在各研究所が有するプレゼンスを損なうことのないよう、統合後に各研究所の名


称を引き続き使用することも含めて検討する。 


 


【交通安全環境研究所及び自動車検査独立行政法人】 


○ 上記２法人を統合し、成果目標達成法人とする。なお、国から移管される検査・登録業務


の詳細等が明らかになった段階で、法人の分類について改めて検討することとする。 


○ 交通安全環境研究所の研究業務については、統合後の法人が実施する検査・審査等の業務
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に必要な調査、試験、評価等の基本業務に付随する業務を行う。 


 


【航海訓練所及び海技教育機構】 


 ○ 上記２法人を統合し、人材育成型の成果目標達成法人とする。 


 ○ 統合後の法人は、船員養成を一層効果的・効率的に行う観点から、商船系国立大学、商船


系高等専門学校及び関係者との間で一層の連携強化を図り、他の船員養成機関とともに各機


関が有する施設や機能の一体的な運用を行う。 


○ 海運業界を始めとする関係者の受益者負担について、その在り方を整理し、人的・物的協


力を含む適切な負担の拡大を図っていく。 


 


【航空大学校】 


 ○ 人材育成型の成果目標達成法人とする。 


 ○ 民間のパイロット養成事業を積極的に支援し、また、これを活用していくことにより、効


率的なパイロット供給に努めることとし、航空大学校については、今後、パイロットの需給


バランス、私立大学の動向、国際競争力の確保、航空会社の意見等を踏まえ、パイロット養


成事業を民間に委ねていくことにつき検討する。 


 


【鉄道建設・運輸施設整備支援機構】 


 ○ 行政事業型の成果目標達成法人とする。 


 ○ 特例業務及び船舶に関する業務には一般の成果目標達成法人のガバナンスを適用し、この


うち内航海運活性化融資業務には高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型のガバナ


ンスを適用する。 


 


【国際観光振興機構】 


 ○ 国際業務型の成果目標達成法人とする。国際交流基金との統合あるいは連携強化の在り方


について協議の場を設置し、検討を行い、本年度中に方向性について整理した上で平成 24年


夏までに結論を得る。 


 ○ 本法人と国際協力機構、国際交流基金及び日本貿易振興機構の海外事務所については、現


地における事務所及び所員の法的地位等を保持することに留意しつつ、ワンストップサービ


スを実現するとともに、当該法人の海外事務所がない拠点においても他の国際業務型の法人


の拠点を活用して業務を行うことができるよう、機能的な統合を進めることとし、特に、３


法人以上の海外事務所が設置されている都市については、速やかに作業に着手し、本年度中


に方向性について結論を得る。その他についても、機能的な統合の在り方等について個々に


検討を行い、平成 24 年夏までに結論を得る。 
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【水資源機構】 


 ○ 行政事業型の成果目標達成法人とする。 


 ○ 利害調整や安全確保のための中核的な判断に関わる業務を除き、外部に委託又は移管し、


大幅にスリム化する。スリム化に当たっては、業務の外部への委託又は移管がコスト削減に


結び付くよう、類似の業務を集約するなど業務の再構築を図る。 


 


【自動車事故対策機構】 


 ○ 成果目標達成法人とする。 


 ○ 自動車アセスメント業務は、交通安全環境研究所及び自動車検査独立行政法人の統合後の


法人に移管する。 


 


【空港周辺整備機構】 


 ○ 今後、国管理空港に係る空港運営の民間委託等を進める中で、福岡空港につき民間委託等


を行うこととなる際に、本法人が行う福岡空港の周辺環境対策も、その適正な実施を確保し


つつ、新たな空港運営主体に移管する方向で検討する。 


 ○ それまでの間、成果目標達成法人とする。 


 


【海上災害防止センター】 


 ○ 油等防除の確実な実施のために必要な枠組みを維持しつつ、民間主体に移行する方針とさ


れており、これに向けた法整備を可及的速やかに進める。 


 


【都市再生機構】 


○ 地方都市を含めた高齢化・人口減尐社会への対応など本法人の役割の変化に伴い、持続可


能なまちづくりを効率的かつ的確に実施できるよう、業務の見直しと併せ、分割・再編し、


スリム化することを検討する。 


 ○ 検討に当たっては、外部の有識者から成る検討の場を内閣府に設置し、住宅・都市再生両


部門の連携が図られるようにすること、住宅・都市再生の事業による収益が本法人の有する


多額の負債の返済に充てられる仕組みとすること等に留意しつつ、本年度中に方向性につい


て結論を得る。さらに、賃貸住宅の居住者の居住の安定の維持等の必要性を十分踏まえ、国


民負担が増加しないよう留意しつつ、会社化の可能な部分について全額政府出資の特殊会社


化を検討し、平成 24 年夏までに結論を得る。また、東日本大震災の復興事業の推進に留意し


つつ検討を進める。 
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【奄美群島振興開発基金】 


○ 今後、本法人の機能を安定的かつ効果的に果たしていくため、具体的な繰越欠損金の解消


に向けた計画を定めるとともに、日本政策金融公庫との統合の可能性も視野に入れつつ、信


用保証業務や自治体からの出資の扱いなどの問題を検討した上で組織・業務の見直しを行う。 


○ 高度なガバナンスの仕組みを措置した金融業務型の成果目標達成法人とし、金融庁検査を


導入する。 


 


【日本高速道路保有・債務返済機構】 


○ 成果目標達成法人とする。 


 


【住宅金融支援機構】 


○ 本法人の業務をより効率的に実施するため、会社法のガバナンスの導入も含め、組織の在


り方について、外部の有識者から成る検討の場を内閣府に設置して検討し、本年度中に基本


的な論点について整理した上で平成 24年夏までに結論を得る。その際、現在の金融市場が不


安定な状況にあることから、MBS 市場の混乱やこれに伴う長期固定の住宅ローンの金利の上


昇などの事態を招かないよう十分に配慮する。 


 


 


 環境省  


 


【国立環境研究所】 


○ 研究開発型の成果目標達成法人とする。 


○ 平成 24 年末を目途に成案を得ることとされている原子力安全規制組織の在り方の検討の


中で、本法人の扱いを検討する。 


 


【環境再生保全機構】 


○ 行政事業型の成果目標達成法人とする。 


 


 


 防衛省  


 


【駐留軍等労働者労務管理機構】 


○ 行政執行法人とする。 
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（注）上記の講ずべき措置のうち、特定の類型の成果目標達成法人に位置付けることが適当とし


ている法人については、その法人が実施する主な事務・事業に着目して整理を行ったもので


あり、当該法人が他の類型に係る事務・事業を行っている場合、必要に応じ、当該事務・事


業については当該他の類型のガバナンスを適用する。 
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○受け付けた提案について、規制・制度改革の方針や「国民の声」の対処方針として
過去に閣議決定したもの、税制、外交問題など「国民の声」の提案募集の対象では
ないものを除外した875件を、昨年１２月、各府省庁に対して検討要請した。
なお、検討要請に対する各府省庁からの回答は１月下旬を予定している。


「国民の声」の受付状況等について
平成24年１月19日


行政刷新会議事務局
国民の声担当室


① 受付件数 3,949件
※常時受付及び集中受付（受付期間：平成23年9月1日～10月14日）の合計件数


② 投稿手段別
インターネット 2,336件（59.2％） 郵 送 1,613件（40.8％）


③ 提案主体別分類
個 人 3,084件（78.1％） 法 人 等 865件（21.9％）


１．受付結果


２．作業状況


３．今後の進め方


○回答内容を事務局にて整理し、規制・制度改革に関する分科会等で議論することが
適当な提案については、分科会等で取り扱い、成果が上がったものについて随時
取りまとめを行う。


○「国民の声」の提案については、必要な調整を行った上で、閣議決定を目指す。


資料５


規制∑制度の
撤廃や見直し


46.4％


基準や要件
の見直し


37.5％


行政手続


の簡素
化∑迅速


化
11.3％


その
他


4.8%


検討要請を行った提案
875件（22.2％）


検討要請を行わない提案
3,074件（77.8％）


措置済み∑過去の閣議決定等
に基づき検討中の提案


57.5％


提案募集の対象ではない
提案等


42.5％


「国民の声」受付提案の整理状況


検討要請を行った提案の内容分類


検討要請を行わない提案の分類







＜環境・エネルギー＞
○太陽光発電を促進するための工場立地規制の見直し
○環境影響評価手続の合理化


＜医療・健康＞
○レセプトオンライン請求に関わる例外規定の見直し
○処方箋の電子化の推進


＜貿易・通商＞
○通関申告先の自由化
○圧縮天然ガス自動車の充てん設備（ＣＮＧスタンド）の蓄ガス最上限の緩和


＜観光・地域活性化＞
○耕作できない農地を有効活用するための規制緩和
○所有者不明農地の転用許可に係る地権者同意要件の緩和


＜科学・技術・情報通信＞
○戸籍データの遠隔地保存
○電気通信工事業の監理技術者等の資格要件の緩和


＜雇用・人材＞
○企画業務型裁量労働制に関する対象業務・労働者の拡大
○専門26業務における「付随的業務」の範囲等の見直し


＜金融＞
○銀行グループにおけるマーチャントバンキング業務の拡大及び議決権取得規制
に係る運用基準の緩和・明確化


※国民の声担当室において分類。
※上記項目は検討要請を行った提案の事例。


（参考）検討要請を行った提案の具体例





